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■「まとめ」にあたって（会員の皆様へのお願い） 

第 52回実態調査結果について、可能な範囲で要因の分析を加えております。 

ただし、この定量調査だけでは詳細な状況や背景、理由を細かく把握できないため、

あくまで推論、仮説になります。 

しかしながら、この「まとめ」によって、会員の皆様との意見交換が活発化して、

協会として具体的施策の検討につなげることができれば、それが調査の意義であり、

目的の一つとなります。報告書に対するご意見やご指摘がございましたら、全国協会

事務局宛にご連絡をお願い申し上げます。 

第 52 回実態調査結果

について（まとめ） 

－5－
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Ⅰ．全体傾向 

＜経営面＞ 

回答企業（本社）のビルメンテナンス業務の平均売上高は、2019年度で約13.0億円、

2020年度で約12.9億円となり、平均成長率は-1.4％となった。（23頁、図表2-1-1-2）   

2013年度調査から前回調査まで平均成長率はプラス値で推移してきたが、今回調査では

2012年度調査以来のマイナス成長に転じており、コロナ禍の影響が鮮明となっている。 

（24頁、図表2-1-1-4） 

2021年度の売上高見通しについても「横ばい」が35.0％と最多、次いで「昨年度をやや

下回る」が29.7％と引き続き厳しい見通しを示す企業が多い。（25頁、図表2-1-2-1） 

 

＜雇用環境＞ 

ビルメンテナンス業の悩みごとは、2013 年度調査以降「現場従業員が集まりにくい」が

継続してトップであり、今回も最多の 77.8％となった。前回調査で「現場従業員が集まり

にくい」は大きく減少し、人材不足感の軟化がうかがえたが、今回調査では再び増加に転

じており、引き続き人材確保は重要な経営課題の一つと言える。 

また、悩みごとのトップ 3は 2017年度以降変わっておらず、第 2位が「現場従業員の若

返りが図りにくい」、第 3 位が「賃金上昇が経営を圧迫している」となっているが、近年

は「オーナーに対して契約料金の交渉が難しくなっている」が増加傾向にある。 

（42頁、図表 3-1-4-3） 

その一方で、2021年度に定期昇給またはベースアップを実施した企業の合計は前回調査

から3.9ポイント増の40.9％となり、定期昇給またはベースアップの実施を予定している

企業も2.3ポイント増の13.4％となった。コロナ禍で業績見通しが厳しいなか、賃上げも

進み、人件費の負担感はさらに増している状況と推察される。（47頁、図表3-2-2-1） 

 

＜契約改定率＞ 

2021 年度のビルメンテナンス業務契約改定率（継続物件契約額の対前年度比増加率）は、

官公庁が＋0.2％、民間が-0.5％となった。（27頁、図表 2-3-1） 

2019 年度調査までは官公庁、民間ともに全体的に上昇傾向にあったが、前回調査で急ブ

レーキがかかり、今回も回復の兆しはみられない状況にある。（28頁、図表 2-3-2） 

 

 
  

調査日程のタイミングから前回の調査で読み取りづらかった会員へのコロナ禍の影響が

より鮮明となり、2020年度の決算を基にしたビルメンテナンス業務における成長率は、

大幅に下落した結果となった。 

また、契約改定率の推移を見ると、かろうじて官公庁が横ばいの数値を示しているのに

対して、四国を除き全ての地区で民間の数字がマイナス値を示しており、会員企業が

今、大きな困難の中にあることが明確になった。 

－6－
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Ⅱ. 従業員不足の状況変化 

本社における常勤従業員の「不足」＋「やや不足」の回答は合計で 65.7％となった。

前々回調査では合計 79.5％に上っていたが、コロナ禍に見舞われた前回調査で「不足」

が大幅に減少し、今回調査でも以前ほどの深刻な不足感は薄れている様子がうかがえる。 

（33頁、図表 3-1-2-1） 

人手不足による経営への影響については、「非常に感じている」＋「やや感じている」

の回答は本社で 73.2％と、前回調査（74.2％）から若干減少している。大部分の事業者が

人手不足による経営の影響を感じているものの、前回調査以降「非常に感じている」は、

大幅に減少しており、人手不足が与える経営への影響はやや薄れている状況と推察される。 

（55頁、図表 3-4-1） 

その一方で、従業員の募集環境について「著しく募集しにくい」＋「やや募集しにくい」

の合計は 70.5％と前回調査（66.0％）から 4.5ポイント増加した。（37頁、図表 3-1-3-1） 

2015 年度調査から 2019 年度調査まで最多だった「著しく募集しにくい」は前回調査で

大幅に減少したが、今回再び「著しく募集しにくい」が増加に転じ、「やや募集しにくい」

も高い水準を維持している。募集環境は前回調査において改善の兆しがみられたものの、

改めて厳しさを増していることがうかがえる。（39頁、図表 3-1-3-4） 

 

 
 

  

「人手不足」は長らく業界における重大な課題となっているが、コロナ禍の影響による

業務の減少が起こって、結果的に不足感の軟化として表れており、その現象が昨年から

続いている。 

一方で、経営課題としての従業員の募集しにくさは、依然として改善していない。 

「現場従業員の若返りが図りにくい」という回答が多かったことも鑑みると「契約料金

が上げられない」→「賃金が上げられない」→「人材が確保できない」という負の連鎖

に陥っている懸念があり、これを断ち切るための生産性の向上、将来的に持続可能性な

業界のあり方について大きな課題があることが浮き彫りとなった。 

－7－
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Ⅲ. コロナ禍の影響 

現在の業務におけるコロナ禍の影響については、「顧客より仕様削減・減額等の要請が

ある」が最多となり、本社で 53.2％、支社・営業所等で 65.3％であった。次いで「顧客の

休業・事業縮小等により仕事が減っている、もしくは無くなっている」「顧客より消毒・

殺菌業務等の追加要請があり仕事が増えている」の回答が多かった。（60頁、図表 4-1-1） 

「顧客より消毒・殺菌業務等の追加要請があり仕事が増えている」は、2021 年度のビル

メンテナンス業務が増収見通しの企業において比較的高く、コロナ禍における業況維持・

改善には、消毒・殺菌業務への取り組みが重要な要素となった可能性を示唆した。 

（63頁、図表 4-1-4） 

 

全国協会に期待する支援策については、「企業経営に資する情報提供（補助金・助成金、

税制措置等）が本社で 53.0％、支社・営業所等で 48.0％と最多となった。次いで「技術的

な情報提供（国等のガイドライン、マニュアル等）」、「Web セミナーの実施、e ラーニング、

オンライン講習の実施（試験、講習等）」などが続いている。（65頁、図表 4-2-1） 

 

全国協会が 2021年度から開始した感染制御衛生管理士（ICCC）認定講習会への参加意向

については、「参加したい」が約半数で最多となった。 

一方で「わからない」も 40％を越えており、この取り組みはまだ十分に認知・理解され

ていないことがうかがえる結果となった（67頁、図表 4-3-1）。 

 

 
 

 

  

前回調査に比べて直接的な物資確保の課題などは改善されているようであるが、減額の

要請や顧客の休業といった影響が会員に表れていることが明確となった。 

一方で、顧客からの消毒・殺菌業務の追加要請があるといった回答も多くなっており、

技術的な情報提供を求める声も多いため、認定講習会を含めた全国協会の今後の技術的

な会員へのサポートの強化が望まれる。 

－8－
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Ⅳ. 全国協会への要望・期待 

全国協会が運営する「ビルメン WEB」「マイページ」等のコンテンツで期待しているもの

については、「ビルメン業務に資する情報（技術、資格、資機材情報など）」が本社で

71.0％、支社・営業所等で 72.0％と最多となった。 

次いで「講習・試験の申込み、オンライン受講機能（e ラーニング）」「スタッフ層向け

学習コンテンツ」「経営環境、社会動向の情報（法律、経済、環境、最先端技術など）」

「資格管理機能（保有資格の期限確認、更新手続など）」等に期待する声が多かった。 

（70頁、図表 5-1-1） 

 

 
  

情報発信方法のデジタル化を推進するなか、本年度から本格的に稼働した「マイページ」と、

月刊「ビルメン」を完全電子化した「ビルメンWEB」に対するニーズを調査した。 

その結果、情報収集への積極的な姿勢がうかがえ、eラーニング等の従業員教育の電子化、

オンライン受講などに対するニーズが高いことが明確になっている。 

これらのニーズに即した魅力的なコンテンツの開発と、実装が早急に求められる。 

－9－
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調査実施要領 
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＜調査実施要領＞ 

１．調査の目的等 

 本調査は、ビルメンテナンス業界の実態と現況、および今後の動向等を把握することを

目的として毎年調査しているものであり、今回で 52回目となる。 

分析に際しては、地区本部別、月商規模別の集計結果を重視している。必要なものにつ

いては、時系列比較を行っている。 

 

２．調査対象 

調査開始時点で 2,770（「本社」2,454、「支社または営業所（事業所）等」316）の会員

を対象とした。 

調査票は全ての会員共通となっているが、「本社」か「支社または営業所等」のどちら

にあたるかを聞く設問を設けている。 

 

３．調査方法 

 調査票への記入と返送による郵送調査、およびインターネット調査 

 

４．調査期間 

 2021 年 8月 31日～10月 15日 

 

５．インターネット調査（回答）の促進 

回答の便宜に資するため、第 49回実態調査よりインターネット調査を行っている。 

今回調査では、郵送による回答が 59.2％（760/1283）、インターネットによる回答が

40.8％（ 523/1,283）となり、インターネット回答の割合は、前回調査の 37.6％

（482/1,282）よりも高まっている。 

郵送回答の内訳は、「本社」646、「支社または営業所等」82、不明 32であった。 

インターネット回答の内訳は、「本社」455、「支社または営業所等」68であった。 

  

－12－
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<集計ルールについて> ※第 2章以降も同様 

回収した調査票は、内容を確認し、回答内容に矛盾のあるものについては、有効回答票

から除外している。有効回答票には地域が不明なもの、月商規模が不明なもの等を含んで

いる。したがって、報告書上の地区本部別、月商規模別等の合計値は全体と一致していな

い。 

有効回答票でも、設問によっては「無回答」が含まれている。これについては設問ごと

に「不明」欄を設け、「全体」の数値は有効回答票数で統一している。 

<合計値の矛盾について> ※第 2章以降も同様 

実際の数値（％や人数、金額等）は小数点第 2 位以下の数値まで作成しているが、図表

上の表記は小数点第 2 位を四捨五入し、小数点第 1 位までとした。そのため、小数点の関

係で表示されている図表上の数値の合計が一致しない場合がある。 

第 1 章 

－13－
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第 1 章 調査の回収状況 
 

Ⅰ．回収状況 

全国ビルメンテナンス協会会員のうち 2,770 事業所（うち本社 2,454、支社・営業所等

316）を対象とした今回調査の回収率の全国平均は、本社で 44.9％、支社・営業所等で

47.5％となった。（図表 1-1-3） 

前回調査と比べて本社の回収率は向上したが、支社・営業所等の回収率はやや下落し、

結果として全体の回収率は前回と同じく 46.3％となった。（図表 1-1-2） 

地区本部別では、回収率が高かったのは九州（57.5％）、北海道（56.1％）、東北

（54.3％）等であった。（図表 1-1-3） 

 

図表 1-1-4 は、回収状況を協会別（都道府県別）にまとめたものであり、調査票に添付

したはがきの回収率も集計している。 

図表 1-1-5 は、協会別（都道府県別）の回収状況を回収率の高い順に並べたものであり、

島根（84.2％）、鹿児島県（83.7％）、沖縄県（82.4％）の順に回収率が高かった。 

図表 1-1-6 は、協会別（都道府県別）の回収状況を回収率の改善幅が高い順に並べたも

ので、和歌山県（+22.2％）大分県（+18.2％）島根（+15.8％）の順に回収率の改善幅が

大きかった。 

 

図表 1-1-1 回収状況 

 

 

 

  

設定サンプル数 回収数
回収率

（%）
有効回答数

有効回答率

（%）

有効回答のうち

郵送回答数

有効回答のうち

インターネット回答数

本社 2,454 1,101 44.9% 1,101 44.9% 646 455

支社・営業所等 316 150 47.5% 150 47.5% 82 68

不明 ー 32 ー 32 ー 32 0

合計 2,770 1,283 46.3% 1,283 46.3% 760 523

(注 1)「有効回答数」は、「2020 年度の総売上高」と「2020 年度のビルメンテナンス業務の売上高」

に 0 を越える値があり、かつ前者が後者以上となった回答の数。その他不明な点のある回答に

ついては、適宜データクリーニングを行った。 

(注 2)「回収数」は、2021年 10月 15日までに回収した調査票をカウントした。 

(注 3)「回収率(％)」=「回収数」÷「設定サンプル数」×100 

(注 4)「有効回答率(％)」＝「有効回答数」÷「設定サンプル数」×100 

－14－
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図表 1-1-2 回収率の推移 

単位：％ 

 

 

 

図表 1-1-3 地区本部別回収率の分布 

左列：事業所数 右列：割合(％) 

 

 

地区 全国 北海道 東北 東京 関東甲信越

会員事業所数

（設定サンプル数）
2,770 100.0% 164 5.9% 151 5.5% 508 18.3% 513 18.5%

回収数

（調査協力事業所）
1,251 100.0% 92 7.4% 82 6.6% 167 13.3% 218 17.4%

回収率

地区 中部北陸 近畿 中国 四国 九州 不明

会員事業所数

（設定サンプル数）
333 12.0% 422 15.2% 177 6.4% 107 3.9% 395 14.3% 0 ー

回収数

（調査協力事業所）
164 13.1% 152 12.2% 86 6.9% 52 4.2% 227 18.1% 11 0.9%

回収率

（注）回収した調査票のうち、都道府県に関する記入がないものを「不明」とした。

－

45.2% 56.1% 54.3% 32.9% 42.5%

49.2% 36.0% 48.6% 48.6% 57.5%

－15－
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図表 1-1-4 都道府県別回収率の分布 

 

※「はがき回収」は、会員企業に送付した調査票等に同梱した「はがき」の回収。調査票の回収状況を全国協会が把握するため、調査 

票の記入・返送、またはインターネット回答を行った会員企業に、この「はがき」の投函をお願いしている。 

協会名
会員事業所数

(設定サンプル数)

調査票回収数

(調査協力事業所数)

回収率

（%）
有効回答数

有効回答率

（%）
はがき回収数

はがき回収率

（%）

北海道 164 92 56.1% 92 56.1% 77 47.0%

青森県 18 10 55.6% 10 55.6% 9 50.0%

宮城県 44 14 31.8% 14 31.8% 13 29.5%

岩手県 26 19 73.1% 19 73.1% 18 69.2%

福島県 23 11 47.8% 11 47.8% 10 43.5%

山形県 15 12 80.0% 12 80.0% 9 60.0%

秋田県 25 16 64.0% 16 64.0% 14 56.0%

東京 508 167 32.9% 167 32.9% 138 27.2%

神奈川県 152 61 40.1% 61 40.1% 51 33.6%

新潟県 33 26 78.8% 26 78.8% 25 75.8%

長野県 19 11 57.9% 11 57.9% 10 52.6%

埼玉県 71 25 35.2% 25 35.2% 20 28.2%

山梨県 8 5 62.5% 5 62.5% 3 37.5%

茨城県 63 27 42.9% 27 42.9% 22 34.9%

栃木県 41 16 39.0% 16 39.0% 12 29.3%

千葉県 96 36 37.5% 36 37.5% 29 30.2%

群馬県 30 11 36.7% 11 36.7% 10 33.3%

静岡県 49 26 53.1% 26 53.1% 21 42.9%

愛知 127 61 48.0% 61 48.0% 57 44.9%

富山県 32 15 46.9% 15 46.9% 12 37.5%

石川県 35 18 51.4% 18 51.4% 17 48.6%

福井県 27 17 63.0% 17 63.0% 15 55.6%

岐阜県 39 17 43.6% 17 43.6% 14 35.9%

三重県 24 10 41.7% 10 41.7% 10 41.7%

京都 56 24 42.9% 24 42.9% 20 35.7%

大阪 233 84 36.1% 84 36.1% 77 33.0%

兵庫 78 29 37.2% 29 37.2% 28 35.9%

滋賀 28 9 32.1% 9 32.1% 11 39.3%

奈良県 18 2 11.1% 2 11.1% 4 22.2%

和歌山県 9 4 44.4% 4 44.4% 3 33.3%

鳥取県 23 7 30.4% 7 30.4% 6 26.1%

島根 19 16 84.2% 16 84.2% 13 68.4%

岡山 44 17 38.6% 17 38.6% 16 36.4%

広島 67 31 46.3% 31 46.3% 25 37.3%

山口県 24 15 62.5% 15 62.5% 12 50.0%

香川 22 13 59.1% 13 59.1% 12 54.5%

愛媛 38 20 52.6% 20 52.6% 18 47.4%

徳島 21 9 42.9% 9 42.9% 7 33.3%

高知 26 10 38.5% 10 38.5% 7 26.9%

福岡県 144 68 47.2% 68 47.2% 60 41.7%

長崎県 32 18 56.3% 18 56.3% 17 53.1%

熊本県 35 18 51.4% 18 51.4% 12 34.3%

大分県 44 28 63.6% 28 63.6% 24 54.5%

宮崎県 30 19 63.3% 19 63.3% 16 53.3%

鹿児島県 49 41 83.7% 41 83.7% 39 79.6%

佐賀県 27 7 25.9% 7 25.9% 8 29.6%

沖縄県 34 28 82.4% 28 82.4% 26 76.5%

不明 ー 11 － 11 － － －

－16－
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図表 1-1-5 都道府県別回収率の分布（回収率順） 

 

順位 協会名
会員事業所数

(設定サンプル数)

調査票回収数

(調査協力事業所数)

回収率

（%）

1 島根 19 16 84.2%

2 鹿児島県 49 41 83.7%

3 沖縄県 34 28 82.4%

4 山形県 15 12 80.0%

5 新潟県 33 26 78.8%

6 岩手県 26 19 73.1%

7 秋田県 25 16 64.0%

8 大分県 44 28 63.6%

9 宮崎県 30 19 63.3%

10 福井県 27 17 63.0%

11 山口県 24 15 62.5%

11 山梨県 8 5 62.5%

13 香川 22 13 59.1%

14 長野県 19 11 57.9%

15 長崎県 32 18 56.3%

16 北海道 164 92 56.1%

17 青森県 18 10 55.6%

18 静岡県 49 26 53.1%

19 愛媛 38 20 52.6%

20 石川県 35 18 51.4%

20 熊本県 35 18 51.4%

22 愛知 127 61 48.0%

23 福島県 23 11 47.8%

24 福岡県 144 68 47.2%

25 富山県 32 15 46.9%

26 広島 67 31 46.3%

27 和歌山県 9 4 44.4%

28 岐阜県 39 17 43.6%

29 茨城県 63 27 42.9%

29 京都 56 24 42.9%

29 徳島 21 9 42.9%

32 三重県 24 10 41.7%

33 神奈川県 152 61 40.1%

34 栃木県 41 16 39.0%

35 岡山 44 17 38.6%

36 高知 26 10 38.5%

37 千葉県 96 36 37.5%

38 兵庫 78 29 37.2%

39 群馬県 30 11 36.7%

40 大阪 233 84 36.1%

41 埼玉県 71 25 35.2%

42 東京 508 167 32.9%

43 滋賀 28 9 32.1%

44 宮城県 44 14 31.8%

45 鳥取県 23 7 30.4%

46 佐賀県 27 7 25.9%

47 奈良県 18 2 11.1%

不明 ー 11 ー

－17－
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図表 1-1-6 都道府県別回収率の昨年度との差 

 

※「昨年度回収率との差」は、各都道府県（各協会）における今回調査の回収率から前回調査の回収率を減じた差の値である。 

値がプラスの場合は、前回調査より改善されていることを意味する。 

順位 協会名
会員事業所数

(設定サンプル数)

調査票回収数

(調査協力事業所数)

回収率

（%）

昨年度回収率

（%）

昨年度回収率

との差（%）

1 和歌山県 9 4 44.4% 22.2% +22.2%

2 大分県 44 28 63.6% 45.5% +18.2%

3 島根 19 16 84.2% 68.4% +15.8%

4 茨城県 63 27 42.9% 29.2% +13.6%

5 山梨県 8 5 62.5% 50.0% +12.5%

6 香川 22 13 59.1% 47.8% +11.3%

7 青森県 18 10 55.6% 47.1% +8.5%

8 宮崎県 30 19 63.3% 55.2% +8.2%

9 神奈川県 152 61 40.1% 32.0% +8.1%

10 静岡県 49 26 53.1% 45.1% +8.0%

11 愛媛 38 20 52.6% 44.7% +7.9%

12 千葉県 96 36 37.5% 30.3% +7.2%

13 北海道 164 92 56.1% 49.1% +7.0%

14 栃木県 41 16 39.0% 33.3% +5.7%

15 埼玉県 71 25 35.2% 30.6% +4.7%

16 山口県 24 15 62.5% 58.3% +4.2%

17 秋田県 25 16 64.0% 60.0% +4.0%

18 岐阜県 39 17 43.6% 40.0% +3.6%

19 愛知 127 61 48.0% 44.5% +3.5%

20 石川県 35 18 51.4% 48.6% +2.9%

21 岡山 44 17 38.6% 36.4% +2.3%

22 兵庫 78 29 37.2% 36.7% +0.5%

23 山形県 15 12 80.0% 80.0% 0.0%

24 新潟県 33 26 78.8% 78.8% 0.0%

25 大阪 233 84 36.1% 36.4% ▲0.3%

26 長崎県 32 18 56.3% 57.6% ▲1.3%

26 福井県 27 17 63.0% 64.3% ▲1.3%

28 東京 508 167 32.9% 34.3% ▲1.4%

29 京都 56 24 42.9% 44.6% ▲1.8%

30 福岡県 144 68 47.2% 51.0% ▲3.8%

30 岩手県 26 19 73.1% 76.9% ▲3.8%

32 福島県 23 11 47.8% 52.2% ▲4.3%

33 鹿児島県 49 41 83.7% 88.9% ▲5.2%

34 長野県 19 11 57.9% 63.2% ▲5.3%

35 沖縄県 34 28 82.4% 87.9% ▲5.5%

36 富山県 32 15 46.9% 53.1% ▲6.3%

37 熊本県 35 18 51.4% 60.0% ▲8.6%

38 宮城県 44 14 31.8% 42.2% ▲10.4%

39 三重県 24 10 41.7% 52.2% ▲10.5%

40 群馬県 30 11 36.7% 50.0% ▲13.3%

41 広島 67 31 46.3% 59.7% ▲13.4%

42 高知 26 10 38.5% 56.0% ▲17.5%

43 奈良県 18 2 11.1% 29.4% ▲18.3%

44 佐賀県 27 7 25.9% 44.4% ▲18.5%

45 鳥取県 23 7 30.4% 52.2% ▲21.7%

46 徳島 21 9 42.9% 65.0% ▲22.1%

47 滋賀 28 9 32.1% 56.7% ▲24.5%

不明 ー 11 ー

－18－



19 

Ⅱ．回答企業の基本属性 

（１）年商（2020年度） 

2020 年度の本社の年商（ビルメンテナンス業務以外も含む）は、平均で約 19.1 億円と

なった。年商規模別の事業所割合は、本社は年商「1 億円以上 5 億円未満」が 35.1％と最

も多く、次いで「5億円以上 10億円未満」が 18.6％であった。 

支社・営業所等の年商は、平均約 37.0 億円であった。年商「1 億円以上 5 億円未満」の

事業所が 24.0％と最も多く、次いで「20億円以上」が 22.0％であった。（図表 1-2-1） 

 

図表 1-2-1 年商規模別 企業割合（ビルメン以外の売上も含む） 

単位：％、万円 

 

 

地区本部別の平均年商は、東京（約 50.9 億円）と近畿（約 39.7 億円）が全体平均を上

回っている。最も低かったのは四国（約 5.2 億円）であり、次いで北海道（約 7.3 億円）

となった。（図表 1-2-2） 

 

図表 1-2-2 地区本部別 年商規模割合 

単位：％、万円 

 

 

 

5,000万円

未満

5,000万円

以上1億円

未満

1億円以上

5億円未満

5億円以上

10億円未満

10億円以上

20億円未満

20億円以上 不明 平均

（万円）

本社(n=1101) 2.4 6.1 35.1 18.6 13.2 16.3 8.4 191,031

支社・営業所等(n=150) 2.0 1.3 24.0 16.7 14.7 22.0 19.3 369,694

2.4
6.1

35.1

18.6
13.2 16.3

8.42.0
1.3

24.0
16.7 14.7

22.0
19.3

0%

50%

100%

本社(n=1101) 支社・営業所等(n=150)

5,000万円

未満

5,000万円

以上1億円

未満

1億円以上5

億円未満

5億円以上

10億円未満

10億円以上

20億円未満

20億円以上 不明 平均

（万円）

全体(n=1283) 2.3 5.7 33.7 18.4 13.3 16.8 9.7 207,762

北海道(n=93) 1.1 4.3 49.5 20.4 7.5 8.6 8.6 73,496

東北(n=84) 1.2 6.0 36.9 22.6 14.3 13.1 6.0 112,116

東京(n=170) 1.2 1.8 24.1 14.1 15.3 34.1 9.4 508,600

関東甲信越(n=225) 0.9 4.4 33.8 20.9 11.6 18.7 9.8 206,953

中部北陸(n=167) 2.4 6.0 35.9 18.6 11.4 17.4 8.4 147,760

近畿(n=157) 1.3 3.8 19.1 18.5 20.4 23.6 13.4 397,390

中国(n=86) 4.7 8.1 38.4 12.8 14.0 8.1 14.0 83,335

四国(n=53) 7.5 11.3 47.2 13.2 13.2 3.8 3.8 52,037

九州(n=233) 3.9 9.0 38.2 19.3 12.9 7.3 9.4 83,420

地

区

本

部

別
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（２）平均月商（ビルメンテナンス業務のみ） 

2020 年度のビルメンテナンス業務の平均月商は、本社で約 1.1 億円、支社・営業所等で

約 1.6億円であった。 

本社は、月商「3,000 万円以上 1 億円未満」の事業所が 26.6％と最も多く、次いで

「1,000 万円以上 3,000 万円未満」が 26.2％であった。支社・営業所等は、「3,000 万円以

上 1億円未満」の事業所が 26.7％と最多であった。（図表 1-2-3） 

 

図表 1-2-3 ビルメンテナンス業務の月商規模別割合 

単位：％、万円 

 

 

地区本部別では、近畿と東京（ともに約 2.5 億円）の平均月商が高く、これらが全国平

均を引き上げている状況にある。（図表 1-2-4） 

 

図表 1-2-4 地区本部別 ビルメンテナンス業務の月商規模別割合 

単位：％、万円 

 

 

 

1,000万円

未満

1,000万円

以上3,000

万円未満

3,000万円

以上1億円

未満

1億円以上 不明 平均

（万円）

本社(n=1101) 17.0 26.2 26.6 16.8 13.4 10,694

支社・営業所等(n=150) 10.7 14.0 26.7 20.7 28.0 15,929

17.0
26.2

26.6
16.8 13.410.7 14.0

26.7 20.7 28.0

0%

50%

100%

本社(n=1101) 支社・営業所等(n=150)

1,000万円

未満

1,000万円

以上3,000

万円未満

3,000万円

以上1億円

未満

1億円以上 不明 平均

（万円）

全体(n=1283) 16.4 24.6 26.7 17.1 15.3 11,065

北海道(n=93) 22.6 30.1 23.7 9.7 14.0 4,005

東北(n=84) 15.5 29.8 28.6 15.5 10.7 7,153

東京(n=170) 6.5 21.2 25.3 32.9 14.1 24,964

関東甲信越(n=225) 12.9 27.1 26.7 16.4 16.9 10,943

中部北陸(n=167) 16.2 26.9 26.3 15.6 15.0 7,010

近畿(n=157) 11.5 11.5 28.0 29.3 19.7 24,972

中国(n=86) 20.9 29.1 26.7 8.1 15.1 3,892

四国(n=53) 32.1 24.5 24.5 7.5 11.3 2,999

九州(n=233) 22.7 27.0 27.9 8.2 14.2 4,209

地

区

本

部

別
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第 2 章 売上高、受注状況 
 

Ⅰ．売上高 

１．売上高および成長率 

（１）過去１年の売上高の変化 

今回の回答企業（本社）の 2019～2020年度の企業売上高の合計額は、2019年度が約 2兆

4,682 億円、2020 年度が約 2 兆 4,059 億円となり、ビルメンテナンス業を手掛ける企業の

売上高は、全体としてはやや下落する結果となった。 

同じく、回答企業（本社）の 2019～2020年度のビルメンテナンス業務のみの売上高の合

計額は、2019年度が約 1兆 4,475億円、2020年度が約 1兆 4,433億円となり、こちらも微

減となっている。（図表 2-1-1-1） 

 

図表 2-1-1-1 回答企業の売上高合計 

単位：億円 
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（２）個別企業の対前年度成長率 

個別企業の 2020 年度のビルメンテナンス業務成長率は全体平均で-1.4％と、前回調査

（2018 年から 2019 年にかけての成長率）の＋5.3％と比較すると、マイナスに転じている。 

地区本部別では、2020 年度成長率は関東甲信越と中国を除くいずれの地区本部もマイナ

ス値となっており、中部北陸、九州、北海道、近畿、東北の 5 つの地区本部で全体平均を

下回る成長率となっている。（図表 2-1-1-2） 

 

図表 2-1-1-2 地区本部別 ビルメンテナンス業務の成長率 

単位：％、万円   

 

 

成長率をビルメンテナンス業務の月商規模別にみるといずれもマイナス値となっており、

なかでも「1,000万円以上 3,000万円未満」が-3.3％と減少幅が大きい。（図表 2-1-1-3） 

 

図表 2-1-1-3 月商規模別 ビルメンテナンス業務の成長率 

  単位：％、万円 

 
  

サンプル数
2019年度

(万円)

2020年度

(万円)

成長率

(%)

前回調査時

の成長率

(%)

941 130,329 128,513 ▲ 1.4 5.3

北海道 73 47,726 46,633 ▲ 2.3 11.4

東北 59 60,534 59,298 ▲ 2.0 1.7

東京 127 319,483 317,784 ▲ 0.5 3.3

関東甲信越 153 106,773 107,356 0.5 20.1

中部北陸 119 86,805 83,571 ▲ 3.7 0.6

近畿 114 295,498 289,099 ▲ 2.2 1.2

中国 66 44,033 44,353 0.7 ▲ 0.9

四国 43 35,212 35,193 ▲ 0.1 2.3

九州 179 52,956 51,143 ▲ 3.4 8.5

本社計

地

区

本

部

別

サンプル数
2019年度

(万円)

2020年度

(万円)

成長率

(%)

前年度調査

時の成長率

(%)

941 130,329 128,513 ▲ 1.4 5.3

1,000万円未満 181 6,320 6,218 ▲ 1.6 1.0

1,000万円以上3,000万円未満 287 22,796 22,041 ▲ 3.3 0.8

3,000万円以上1億円未満 291 67,634 65,997 ▲ 2.4 1.7

1億円以上 182 523,473 517,993 ▲ 1.0 6.1

本社計

月

商

規

模

別
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時系列でみると、ビルメンテナンス業務の平均成長率は、2013 年度調査から前回調査ま

ではプラス値で推移してきたが、今回調査では 2012 年度調査以来のマイナス成長に転じて

おり、コロナ禍における業界環境の厳しさが見て取れる結果となった。（図表 2-1-1-4） 

 

図表 2-1-1-4 ビルメンテナンス業務の成長率推移 

  単位：％ 
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２．売上高の見通し 

2021年度のビルメンテナンス業務の売上高見通しは、全体では「横ばい」が 35.0％で最

多となった。次いで、「昨年度をやや下回る」が 29.7％となり、引き続き厳しい見通しを

示す回答が多かった。 

月商規模別では、月商「1,000 万円以上 3,000 万円未満」は「昨年度をやや下回る」が

36.1％と最多となったが、「1 億円以上」では「昨年度をやや上回る」が全体より 11.4 ポ

イント高い 35.6％で最多となっている。（図表 2-1-2-1） 
 

図表 2-1-2-1 月商規模別 2021 年度ビルメンテナンス業務の売上高見通し 

単位：％ 

 
 

図表 2-1-2-2 受注物件別 2021 年度ビルメンテナンス業務の売上高見通し 

単位：％ 

 

昨年度を

大きく上回る

昨年度を

やや上回る

横ばい 昨年度を

やや下回る

昨年度を

大きく下回る

不明

1,283 2.2 24.2 35.0 29.7 7.3 1.6

1,000万円未満 210 1.9 19.5 44.3 27.6 6.7 0.0

1,000万円以上3,000万円未満 316 0.9 17.1 35.4 36.1 9.5 0.9

3,000万円以上1億円未満 342 4.1 27.2 34.5 26.3 6.4 1.5

1億円以上 219 1.8 35.6 28.3 26.5 5.9 1.8

1,092 1.2 16.8 25.7 36.3 18.0 1.8

1,000万円未満 218 0.9 16.1 31.7 38.5 11.0 1.8

1,000万円以上3,000万円未満 298 1.3 18.1 27.2 36.6 16.4 0.3

3,000万円以上1億円未満 336 1.8 19.3 25.9 29.2 21.7 2.1

1億円以上 240 0.0 15.8 17.5 43.8 21.3 1.7

（参考）前回調査

月

商

規

模

別

サンプル数

2021年度ビルメンテナンス業務売上高見通し

月

商

規

模

別

全体

2.2

24.2
35.0 29.7

7.3
1.6

0%

50%

100%

全体

n=1283

（%）

昨年度を大きく上回る 2.2 2.6 2.4 2.6 3.1 2.7 5.1

昨年度をやや上回る 24.2 24.9 24.3 26.7 29.0 27.6 33.1

横ばい 35.0 34.3 34.3 32.7 32.5 32.4 27.4

昨年度をやや下回る 29.7 28.9 30.4 29.5 27.0 28.7 27.7

昨年度を大きく下回る 7.3 7.7 7.4 7.3 6.7 6.7 5.1

不明 1.6 1.6 1.2 1.3 1.7 1.9 1.6

全体

n=1283

（%）

昨年度を大きく上回る 2.2 3.9 2.2 3.2 2.7 3.0 2.4

昨年度をやや上回る 24.2 27.0 25.1 26.5 29.5 27.1 28.1

横ばい 35.0 32.2 31.5 31.9 31.4 31.5 31.2

昨年度をやや下回る 29.7 27.6 30.3 29.9 28.4 29.7 32.0

昨年度を大きく下回る 7.3 7.4 8.2 6.8 6.8 7.5 5.1

不明 1.6 1.9 2.6 1.7 1.2 1.1 1.2

n=253

受注あり 受注あり 受注あり 受注あり 受注あり 受注あり

n=537 n=267 n=599 n=599 n=790

それ以外の施設

n=875 n=1109 n=879 n=655 n=735 n=314

公園、競技場、

スポーツ施設

駅、空港、

交通機関

デパート、ショッピング

モール、商業施設

ホテル、旅館、

宿泊施設

住宅、マンション、

居住施設

受注あり

官公庁舎、自治体

庁舎、役場施設
事務所、オフィスビル

病院、クリニック等

医療施設
介護、療養施設

学校、大学、

教育施設

劇場、映画館、

遊戯施設

受注あり 受注あり 受注あり 受注あり 受注あり
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Ⅱ．ビルメンテナンス業務の受注施設 

１．施設保有者 

ビルメンテナンス業務を受注している施設の保有者について尋ねた質問では、「民間企

業の保有施設」が本社で 95.5％、支社・営業所等で 90.7％と特に高い値となった。次いで

「地方自治体の保有施設」が多く、本社 75.5％、支社・営業所等 67.3％となった。 

（図表 2-2-1-1） 

 

図表 2-2-1-1 ビルメンテナンス業務を受注している施設（複数選択） 

単位：％ 

 

 

２．施設の種類 

ビルメンテナンス業務を受注している施設の種類について尋ねた質問では、「事務所、

オフィスビル」が最も多く、本社で 87.5％、支社・営業所等で 80.7％となった。 

その他は「官公庁舎、自治体庁舎、役場施設」「病院、クリニック等医療施設」「住宅、

マンション、居住施設」「学校、大学、教育施設」が比較的多く、これら上位 5種類は本社、

支社・営業所等ともに 50％を越えている。（図表 2-2-2-1） 

 

図表 2-2-2-1 ビルメンテナンス業務を受注している施設の種類（複数選択） 

単位：％ 

 
  

国の保有施設 地方自治体の

保有施設

独立行政法人

の保有施設

民間企業の

保有施設

それ以外の

施設

不明

2021年度 本社(n=1101) 31.8 75.5 33.9 95.5 21.8 0.5

支社・営業所等(n=150) 34.7 67.3 32.7 90.7 22.0 2.0

（参考） 本社(n=1078) 31.7 77.5 33.1 95.1 22.4 0.7

前回調査 支社・営業所等(n=163) 30.1 68.1 36.2 93.9 13.5 0.0

31.8

75.5

33.9

95.5

21.8

0.5

34.7

67.3

32.7

90.7

22.0

2.0
0%

50%

100%

本社(n=1101) 支社・営業所等(n=150)

官公庁舎、

自治体庁舎、

役場施設

事務所、

オフィスビル

病院、

クリニック等

医療施設

介護、

療養施設

学校、

大学、

教育施設

劇場、

映画館、

遊戯施設

公園、

競技場、

スポーツ施設

駅、

空港、

交通機関

デパート、

ショッピングモー

ル、商業施設

ホテル、

旅館、

宿泊施設

住宅、

マンション、

居住施設

それ以外の施

設

不明

2021年度 本社(n=1101) 70.0 87.5 69.5 53.0 58.1 24.3 41.4 21.6 45.7 46.5 62.6 20.1 0.1

支社・営業所等(n=150) 56.7 80.7 64.0 38.0 51.3 24.7 44.7 15.3 53.3 50.0 53.3 17.3 1.3

（参考） 本社(n=1078) 69.6 87.0 71.5 53.4 60.5 24.7 43.3 22.5 47.8 48.3 63.9 19.9 0.5

前回調査 支社・営業所等(n=163) 54.6 85.3 64.4 42.9 57.1 25.8 44.8 16.0 52.1 57.1 56.4 22.7 0.0

70.0

87.5

69.5

53.0 58.1

24.3

41.4

21.6

45.7 46.5

62.6

20.1

0.1

56.7

80.7

64.0

38.0
51.3

24.7

44.7

15.3

53.3 50.0 53.3

17.3

1.3
0%

50%

100%
本社(n=1101) 支社・営業所等(n=150)
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Ⅲ．契約改定率 

2021 年度のビルメンテナンス業務契約改定率（継続物件契約額の対前年度比増加率）の

全体平均は、官公庁で＋0.2％、民間で－0.5％となった。前回調査は官公庁で＋0.8％、

民間で－0.3％となっており、官公庁、民間ともに厳しい状況が続いている。 

地区本部別では、官公庁は関東甲信越が唯一－0.1％とマイナス値となっているが、そ

の他の地区本部も＋0.0％～0.8％と小幅な増加にとどまっている。一方、民間では、四国

を除くすべての地区本部でマイナス値となり、とくに民間物件においては全国的に厳しい

数値となっている。 

月商規模別では、官公庁は月商「1,000 万円以上 3,000 万円未満」以外はプラス値とな

ったが、民間はいずれの月商規模でもマイナス値となった。（図表 2-3-1） 

 

図表 2-3-1 地区本部別・月商規模別 契約改定率 

単位：％ 

 

 

官公庁 民間

0.2 ▲ 0.5

北海道 0.8 ▲ 0.7

東北 0.6 ▲ 0.4

東京 0.0 ▲ 0.5

関東甲信越 ▲ 0.1 ▲ 0.3

中部北陸 0.4 ▲ 0.7

近畿 0.2 ▲ 0.5

中国 0.3 ▲ 0.4

四国 0.0 0.3

九州 0.2 ▲ 0.4

1,000万円未満 0.0 ▲ 0.1

1,000万円以上3,000万円未満 ▲ 0.3 ▲ 0.9

3,000万円以上1億円未満 0.4 ▲ 0.3

1億円以上 0.7 ▲ 0.4

0.8 ▲ 0.3（参考）前回結果

本社計

地

区

本

部

別

月

商

規

模

別
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契約改定率のこれまでの推移をみると、2019 年度までは官公庁、民間ともに全体的に上

昇基調にあったが、コロナ禍に見舞われた前回の 2020年度調査において急ブレーキがかか

り、今回もその状況に歯止めはかかっていない。（図表 2-3-2） 

 

図表 2-3-2 契約改定率の推移 

単位：％ 
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（参考）ビルメンテナンスの市場規模推計 
 

会員企業の回答結果から、ビルメンテナンス業界全体の規模感を把握するために、アン

ケート未回答企業も含めた地区別本部会員数を使用し、拡大推計を行った。 

具体的には、第 2 章で記述したビルメンテナンス業務の売上高と、地区本部別の平均売

上高、地区本部別の本社会員企業数（アンケート未回答企業を含む 2,454 社）を使用して

推計を行った。 

その結果、2020年度の市場規模は約 3.74兆円となり、2019年度の約 3.78兆円から微減

で推移している試算となった。（参考図表 1） 

 

参考図表 1  ビルメンテナンス業の市場規模推計 

単位：億円 
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第 3 章 
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第 3 章 雇用状況 
 

Ⅰ.  雇 用 

１．従業員規模の分布 

 常勤従業員規模別の事業所割合は、「50～149 人」が 29.3％で最多となった。次いで

「150人以上」が 28.2％、「20～49人」が 23.5％となっている。（図表 3-1-1-1） 

 

図表 3-1-1-1 常勤従業員規模別 事業所割合 

単位：％ 

 

 

なお、常勤従業員規模別に 2021年度のビルメンテナンス業務の売上高見通しをみると、

「昨年度を大きく上回る」と「昨年度をやや上回る」を合計した「昨年度を上回る」計は、

「150 人以上」で全体より 9.0 ポイント高い 37.2％となっている。コロナ禍以降の業況の

厳しさは、事業所の規模によっても差があることが推察される。（図表 3-1-1-2） 

 

図表 3-1-1-2 常勤従業員規模別 2021 年度ビルメンテナンス業務の売上高見通し 

単位：％ 

 
 

  

サンプル数 20人未満 20～49人 50～149人 150人以上 不明

1,283 18.6 23.5 29.3 28.2 0.5

「昨年度を上回る」計
（「昨年度を大きく上回る」＋

「昨年度をやや上回る」）

339 17.1 18.6 26.0 37.2 1.2

横ばい 449 19.2 25.2 30.5 25.2 0.0

「昨年度を下回る」計
（「昨年度をやや下回る」＋

「昨年度を大きく下回る」）

475 18.9 25.5 30.7 24.6 0.2

全体

2021年度

ビルメン

業務売上

見通し

18.9

19.2

17.1

25.5

25.2

18.6

30.7

30.5

26.0

24.6

25.2

37.2

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

「昨年度を下回る」計

横ばい

「昨年度を上回る」計

20人未満 20～49人 50～149人 150人以上 不明

※表中の網掛けについては以下の凡例を参照

青 全体+10ポイント以上 黄 全体+5～9.9ポイント グレー 全体-5.0～9.9ポイント 赤 全体-10ポイント以下
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２．従業員の過不足 

常勤従業員の過不足状況は、本社では「不足」が 18.8％、「やや不足」が 46.9％となり、

これを合計した「不足計」は 65.7％となった。 

前回調査の「不足計」は 65.2％であり、数値に大きな変化はないが、「やや不足」が 2.5

ポイント減少した一方で、「不足」が 3.0ポイント増となっている。 

 支社・営業所等では、「やや不足」が 45.3％と前回調査（41.1％）から 4.2 ポイント増

加し、「不足計」も 57.3％と前回調査（54.6％）からやや増加した。（図表 3-1-2-1） 

 

図表 3-1-2-1 従業員の過不足（常勤従業員） 

単位：％ 

 
  

不足 やや不足 適正 やや過剰 過剰 不明 不足計（不足

＋やや不足）

2021年度 本社(n=1101) 18.8 46.9 31.5 1.8 0.3 0.7 65.7

支社・営業所等(n=150) 12.0 45.3 37.3 2.7 0.0 2.7 57.3

（参考） 本社(n=1078) 15.8 49.4 31.2 2.6 0.1 1.0 65.2

前回調査 支社・営業所等(n=163) 13.5 41.1 41.7 2.5 0.0 1.2 54.6

12.0

18.8

45.3

46.9

37.3

31.5

2.7

1.8
0.3

2.7

0.7

0 20 40 60 80 100

支社・営業所等(n=150)

本社(n=1101)

不足 やや不足 適正 やや過剰 過剰 不明
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時系列でみると、本社では 2014 年度以降「やや不足」が最多となり、2016 年度以降は

年々「不足」が「やや不足」に接近していく傾向推移を辿っていた。しかし、コロナ禍に

見舞われた前回調査で「不足」は大幅に減少し、今回調査でも以前ほどの深刻な不足感は

薄れている様子が見て取れる。（図表 3-1-2-2） 

支社・営業所等でも同様に、前回調査で「不足」は大幅減となり、根強い不足感はある

ものの、その深刻さはやや弱まっている様子がうかがえる。（図表 3-1-2-3） 

 

図表 3-1-2-2  常勤従業員の過不足推移（本社） 

単位：％ 

 

 

図表 3-1-2-3  常勤従業員の過不足推移（支社・営業所等） 

単位：％ 
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パートタイマーの過不足の状況は本社で「不足」28.3％、「やや不足」46.2％となり、

これを合計した「不足計」は 74.6％となった。前回調査の「不足計」は 77.2％であり、

パートタイマーの不足感は若干薄れているものの、引き続き高い水準にある。 

支社・営業所等でも、「不足計」は 70.7％と前回調査（71.2％）からわずかに減少して

いるが、本社と同じく大幅な改善には至っていない。（図表 3-1-2-4） 

 

図表 3-1-2-4 従業員の過不足（パートタイマー） 

単位：％ 

 

 

  

不足 やや不足 適正 やや過剰 過剰 不明 不足計（不足

＋やや不足）

2021年度 本社(n=1101) 28.3 46.2 22.7 0.9 0.2 1.6 74.6

支社・営業所等(n=150) 26.0 44.7 26.0 1.3 0.0 2.0 70.7

（参考） 本社(n=1078) 27.6 49.6 19.6 1.6 0.3 1.4 77.2

前回調査 支社・営業所等(n=163) 20.9 50.3 22.1 3.1 0.6 3.1 71.2

26.0 

28.3 

44.7 

46.2 

26.0 

22.7 

1.3 

0.9 
0.2 

2.0 

1.6 

0 20 40 60 80 100

支社・営業所等(n=150)

本社(n=1101)

不足 やや不足 適正 やや過剰 過剰 不明
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時系列でみると、パートタイマーの過不足に関しても常勤従業員と近い傾向推移がある。 

本社、支社・営業所等ともに 2015 年度から 2019 年度まで「不足」が最多であったが、

前回調査で「不足」が大幅に減少し、今回も「不足」は以前ほどの水準には至っていない。 

（図表 3-1-2-5、3-1-2-6）  

 

図表 3-1-2-5  パートタイマーの過不足推移（本社） 

単位：％ 

 

 

図表 3-1-2-6  パートタイマーの過不足推移（支社・営業所等） 

単位：％ 
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３．従業員の募集環境 

募集環境は、本社では「著しく募集しにくい」が 21.8％、「やや募集しにくい」が

48.7％と前回調査からともに増加し、これを合計した「募集しにくい計」も 70.5％と前回

調査（66.0％）から 4.5ポイント増となった。支社・営業所等では、「著しく募集しにくい」

が 2.7ポイント増加した一方で「やや募集しにくい」は 4.8ポイント減少し、「募集しにく

い計」は 65.3％と前回調査（67.5％）から若干改善している。（図表 3-1-3-1） 

 

図表 3-1-3-1 募集環境 

単位：％ 

 
 

地区本部別では、「募集しにくい計」は北海道（76.3％）が最も高く、東京（61.2％）

が最も低くなっている。（図表 3-1-3-2） 

 

図表 3-1-3-2 地区本部別 募集環境 

単位：％ 

 
 

 

著しく募集

しにくい

やや募集し

にくい

普通 やや募集し

やすい

著しく募集

しやすい

不明 募集しにくい計

(著しく募集しにくい

＋やや募集しにくい)

2021年度 本社(n=1101) 21.8 48.7 22.7 5.4 0.6 0.8 70.5

支社・営業所等(n=150) 18.0 47.3 26.7 5.3 0.7 2.0 65.3

（参考） 本社(n=1078) 18.5 47.6 24.9 8.2 0.7 0.2 66.0

前回調査 支社・営業所等(n=163) 15.3 52.1 25.8 5.5 1.2 0.0 67.5

18.0 

21.8 

47.3 

48.7 

26.7 

22.7 

5.3 

5.4 

2.0 

0.8 

0.7 

0.6 

0 20 40 60 80 100

支社・営業所等(n=150)

本社(n=1101)

著しく募集しにくい やや募集しにくい 普通 やや募集しやすい 著しく募集しやすい 不明

著しく募集

しにくい

やや募集

しにくい

普通 やや募集

しやすい

著しく募集

しやすい

不明 募集しにくい計

（著しく募集しにくい＋

やや募集しにくい）

全体(n=1283) 21.4 48.4 23.1 5.4 0.7 1.0 69.8

北海道(n=93) 25.8 50.5 17.2 3.2 1.1 2.2 76.3

東北(n=84) 26.2 46.4 26.2 1.2 0.0 0.0 72.6

東京(n=170) 14.1 47.1 30.0 8.8 0.0 0.0 61.2

関東甲信越(n=225) 22.7 45.8 24.4 5.3 0.9 0.9 68.4

中部北陸(n=167) 21.0 53.3 20.4 3.6 1.2 0.6 74.3

近畿(n=157) 21.0 51.0 19.1 7.0 0.6 1.3 72.0

中国(n=86) 24.4 44.2 23.3 3.5 1.2 3.5 68.6

四国(n=53) 17.0 56.6 24.5 1.9 0.0 0.0 73.6

九州(n=233) 22.7 46.8 22.7 6.4 0.4 0.9 69.5

前回(n=1282) 18.3 47.6 25.1 8.0 0.8 0.2 65.9

地

区

本

部

別

21.4 48.4 23.1 5.4

0.7 1.0

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

著しく募集しにくい やや募集… 普通 やや募集… 著しく募集しやすい 不明

※表中の網掛けについては以下の凡例を参照

青 全体+10ポイント以上 黄 全体+5～9.9ポイント グレー 全体-5.0～9.9ポイント 赤 全体-10ポイント以下
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月商規模別の「著しく募集しにくい」と「やや募集しにくい」を合計した「募集しにく

い計」では、「1,000万円未満」（67.1％）が若干低いが、際立った差はみられなかった。 

常勤従業員規模別の「募集しにくい計」では「20人未満」が 62.6％と全体より 7.2ポイ

ント低く、小規模事業所における募集環境の厳しさは比較的穏やかな状況とみられる。 

（図表 3-1-3-3） 

 

図表 3-1-3-3 月商・従業員規模別 募集環境 

単位：％ 

 
 

 

 

 

  

著しく募集

しにくい

やや募集

しにくい

普通 やや募集

しやすい

著しく募集

しやすい

不明 募集しにくい計

(著しく募集しにくい

＋やや募集しにくい)

全体(n=1283) 21.4 48.4 23.1 5.4 0.7 1.0 69.8

1,000万円未満(n=210) 24.8 42.4 27.1 5.2 0.5 0.0 67.1

1,000万円以上3,000万円未満(n=316) 23.7 48.1 23.1 3.8 0.3 0.9 71.8

3,000万円以上1億円未満(n=342) 21.6 50.0 21.3 5.0 1.2 0.9 71.6

1億円以上(n=219) 15.1 53.4 24.2 5.9 0.9 0.5 68.5

20人未満(n=238) 18.5 44.1 33.2 2.9 0.8 0.4 62.6

20～49人(n=301) 23.9 47.8 19.6 7.6 0.0 1.0 71.8

50～149人(n=376) 21.3 48.4 24.2 4.3 0.8 1.1 69.7

150人以上(n=362) 21.3 51.7 18.8 6.4 1.1 0.8 72.9

前回(n=1282) 18.3 47.6 25.1 8.0 0.8 0.2 65.9

月

商

規

模

別

常

勤

従

業

員

規

模

別

※表中の網掛けについては以下の凡例を参照

青 全体+10ポイント以上 黄 全体+5～9.9ポイント グレー 全体-5.0～9.9ポイント 赤 全体-10ポイント以下
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時系列でみると、本社で 2015 年度から 2019 年度まで最多だった「著しく募集しにくい」

の割合は前回調査で大幅に減少したが、今回調査では再び「著しく募集しにくい」が増加

に転じている。「やや募集しにくい」は引き続き高い水準にあり、前回調査で改善の兆し

が見えた募集環境は、改めて厳しさを増していることがうかがえる。（図表 3-1-3-4） 

 

図表 3-1-3-4 募集環境推移（本社） 

単位：％ 

 

支社・営業所等では、本社と同様、2020 年度に大幅減となった「著しく募集しにくい」

が今回調査で増加に転じているが、「やや募集しにくい」は今回減少しており、本社に比

べると全体としてはまだ軟化傾向が続いているようである。（図表 3-1-3-5） 

 

図表 3-1-3-5 募集環境推移（支社・営業所等） 

単位：％ 
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４．ビルメンテナンス業の悩みごと 

ビルメンテナンス業における悩みごとについて本社に尋ねた質問では、「現場従業員が

集まりにくい」が 77.8％で最多となった。 

次に「現場従業員の若返りが図りにくい」が 75.5％、「賃金上昇が経営を圧迫している」

58.5％となり、人材確保に関連する悩みごとが上位を占める結果となった。 

地区本部別では、四国と近畿で「現場従業員が集まりにくい」が全体より 10ポイント以

上低く、人材難に関する課題には地域差がうかがえる結果となった。（図表 3-1-4-1） 

 

図表 3-1-4-1 地区本部別 ビルメンテナンス業の悩みごと（複数選択） 

単位：％ 

 
※下位項目の回答結果 

 

 

 
  

サンプル数

現場従業員が

集まりにくい

現場従業員の

若返りが図りにくい

賃金上昇が経営

を圧迫している

オーナーに対して

契約料金の交渉

が難しくなっている

現場管理者が

育ちにくい

専門技術者の

確保が難しい

本社計 1,101 77.8 75.5 58.5 57.8 54.0 43.4

北海道 85 81.2 74.1 63.5 63.5 55.3 31.8

東北 65 81.5 76.9 49.2 67.7 47.7 50.8

東京 150 73.3 72.0 48.7 57.3 51.3 43.3

関東甲信越 181 81.8 80.1 59.7 51.4 51.9 37.6

中部北陸 139 81.3 74.8 64.7 61.9 56.1 49.6

近畿 136 67.6 70.6 57.4 59.6 52.9 44.9

中国 76 82.9 78.9 53.9 55.3 67.1 50.0

四国 49 65.3 79.6 51.0 42.9 49.0 42.9

九州 210 80.5 74.8 64.3 59.0 53.8 43.3

地

区

本

部

別

77.8 75.5

58.5
57.8 54.0

43.4

0%

50%

100%

サンプル数

教育のための時間

を割くのが難しい

価格競争が激し

いために収益率が

落ちている

新たな制度、改正に

対する対応が難しい

（指定管理者制

度、個人情報保護

法など）

その他 不明

本社計 1,101 38.3 33.9 23.4 1.1 0.3

北海道 85 27.1 22.4 20.0 1.2 0.0

東北 65 40.0 27.7 18.5 0.0 1.5

東京 150 40.7 39.3 24.7 1.3 0.0

関東甲信越 181 34.3 39.2 27.1 1.7 0.0

中部北陸 139 43.2 44.6 27.3 2.2 0.0

近畿 136 41.2 38.2 23.5 0.0 0.0

中国 76 48.7 25.0 30.3 0.0 0.0

四国 49 32.7 36.7 16.3 2.0 0.0

九州 210 37.6 25.7 19.5 1.0 1.0

地

区

本

部

別

※表中の網掛けについては以下の凡例を参照

青 全体+10ポイント以上 黄 全体+5～9.9ポイント グレー 全体-5.0～9.9ポイント 赤 全体-10ポイント以下
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月商規模別の「1,000 万円未満」では「現場従業員が集まりにくい」が 65.8％と、全体

より 12.8ポイント低い一方で、その他の月商規模ではいずれも 80％を越えている。 

その他上位項目でも、全体的に月商規模が大きいほど数値が高い傾向が示されており、

同じく常勤従業員の規模が大きいほど数値が高い傾向となっている。（図表 3-1-4-2） 

 

図表 3-1-4-2 月商・従業員規模別 ビルメンテナンス業の悩みごと（複数選択） 

単位：％ 

 
※下位項目の回答結果 

 
 

 
  

サンプル数

現場従業員が

集まりにくい

現場従業員の

若返りが図りにくい

賃金上昇が経営

を圧迫している

オーナーに対して

契約料金の交渉

が難しくなっている

現場管理者が

育ちにくい

専門技術者の

確保が難しい

本社計 1,101 77.8 75.5 58.5 57.8 54.0 43.4

1,000万円未満 187 65.8 70.1 54.0 50.3 42.8 26.7

1,000万円以上3,000万円未満 288 80.9 74.7 56.3 56.3 49.7 36.5

3,000万円以上1億円未満 293 82.9 79.9 61.8 62.1 58.0 49.5

1億円以上 185 81.6 80.0 60.5 62.2 71.4 62.7

20人未満 204 65.2 70.1 52.5 48.0 44.1 30.9

20～49人 270 74.8 70.7 56.7 57.0 47.0 28.9

50～149人 309 80.9 78.0 60.5 59.2 55.0 49.8

150人以上 313 85.3 80.2 61.7 63.3 65.5 58.1

月

商

規

模

別

常

勤

従

業

員

規

模

別

サンプル数

教育のための時間

を割くのが難しい

価格競争が激し

いために収益率が

落ちている

新たな制度、改正に

対する対応が難しい

（指定管理者制

度、個人情報保護

法など）

その他 不明

本社計 1,101 38.3 33.9 23.4 1.1 0.3

1,000万円未満 187 34.2 36.4 16.0 1.1 0.0

1,000万円以上3,000万円未満 288 36.1 29.5 21.2 0.7 0.3

3,000万円以上1億円未満 293 37.9 32.1 26.3 2.0 0.3

1億円以上 185 42.2 40.5 30.3 1.1 0.0

20人未満 204 34.8 37.7 18.6 2.0 0.0

20～49人 270 35.2 29.6 16.3 1.1 0.0

50～149人 309 39.8 33.7 28.5 1.0 0.6

150人以上 313 42.2 35.8 27.8 0.6 0.3

月

商

規

模

別

常

勤

従

業

員

規

模

別

※表中の網掛けについては以下の凡例を参照

青 全体+10ポイント以上 黄 全体+5～9.9ポイント グレー 全体-5.0～9.9ポイント 赤 全体-10ポイント以下
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時系列でビルメンテナンス業の悩みごとをみると、2013 年度以降「現場従業員が集まり

にくい」が継続してトップとなっている。前回調査において一旦落ち着きを見せたものの、

今回再び増加に転じており、引き続き人材確保が重要な経営課題となっている。 

2017 年度以降のトップ 3 は変わらず、第 2 位が「現場従業員の若返りが図りにくい」で、

第 3位が「賃金上昇が経営を圧迫している」となっている。 

しかし、近年は「オーナーに対して契約料金の交渉が難しくなっている」が増加傾向で、

これに迫る水準となっている。（図表 3-1-4-3） 

 

図表 3-1-4-3 ビルメンテナンス業務の悩みごと推移（複数選択、上位 5 項目） 

単位：％ 
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ビルメンテナンス業における悩みごとのうち、最も重視していることを一つ尋ねた質問

では、こちらも「現場従業員が集まりにくい」が全体で 33.7％と最多であった。次いで

「賃金上昇が経営を圧迫している」が 14.5％、「現場従業員の若返りが図りにくい」が

13.4％となっており、「現場従業員が集まりにくい」が突出する結果となった。 

地区本部別で東北の「現場従業員が集まりにくい」43.1％が全体より 9.4 ポイント高い。 

一方、近畿・四国・中部北陸では全体より 5ポイント以上低い。（図表 3-1-4-4） 

 

図表 3-1-4-4 地区本部別 ビルメンテナンス業の悩みごとのうち、最も重視しているもの 

単位：％ 

 
 

※下位項目の回答結果 

 

 

 
  

サンプル数

現場従業員が

集まりにくい

賃金上昇が経営

を圧迫している

現場従業員の

若返りが図りにくい

オーナーに対して

契約料金の交渉

が難しくなっている

現場管理者が

育ちにくい

専門技術者の

確保が難しい

本社計 1,101 33.7 14.5 13.4 10.9 9.1 7.0

北海道 85 36.5 17.6 11.8 12.9 11.8 2.4

東北 65 43.1 9.2 10.8 16.9 4.6 3.1

東京 150 34.7 8.0 12.7 11.3 7.3 10.7

関東甲信越 181 36.5 14.4 14.9 8.3 7.2 7.7

中部北陸 139 27.3 20.9 11.5 9.4 9.4 6.5

近畿 136 24.3 14.0 13.2 11.0 12.5 10.3

中国 76 38.2 11.8 10.5 7.9 17.1 7.9

四国 49 26.5 12.2 22.4 14.3 8.2 6.1

九州 210 36.7 17.1 13.8 11.4 7.6 5.2

地

区

本

部

別

33.7

14.5 13.4
10.9 9.1 7.0

0%

50%

サンプル数

価格競争が激し

いために収益率が

落ちている

新たな制度、改正に

対する対応が難しい

（指定管理者制

度、個人情報保護

法など）

不明 教育のための時間

を割くのが難しい

その他

本社計 1,101 4.1 2.8 2.2 2.1 0.3

北海道 85 3.5 1.2 1.2 1.2 0.0

東北 65 3.1 1.5 4.6 3.1 0.0

東京 150 5.3 3.3 2.7 4.0 0.0

関東甲信越 181 2.2 2.2 2.2 3.3 1.1

中部北陸 139 6.5 5.0 1.4 1.4 0.7

近畿 136 6.6 4.4 2.2 1.5 0.0

中国 76 2.6 1.3 2.6 0.0 0.0

四国 49 8.2 2.0 0.0 0.0 0.0

九州 210 1.9 2.4 2.4 1.4 0.0

地

区

本

部

別

※表中の網掛けについては以下の凡例を参照

青 全体+10ポイント以上 黄 全体+5～9.9ポイント グレー 全体-5.0～9.9ポイント 赤 全体-10ポイント以下
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なお、月商規模が大きいほど「現場従業員が集まりにくい」の数値が高くなっているが、

その他に特に目立った特徴や傾向などはみられなかった。（図表 3-1-4-5） 

 

図表 3-1-4-5 月商・従業員規模別 ビルメンテナンス業の悩みごとのうち、最も重視しているもの 

単位：％ 

 

 

※下位項目の回答結果 

 

 

 

サンプル数

現場従業員が

集まりにくい

賃金上昇が経営

を圧迫している

現場従業員の

若返りが図りにくい

オーナーに対して

契約料金の交渉

が難しくなっている

現場管理者が

育ちにくい

専門技術者の

確保が難しい

本社計 1,101 33.7 14.5 13.4 10.9 9.1 7.0

1,000万円未満 187 29.9 16.0 16.0 10.2 6.4 6.4

1,000万円以上3,000万円未満 288 34.0 16.3 16.0 11.1 8.7 4.2

3,000万円以上1億円未満 293 34.8 13.0 12.3 12.6 7.2 6.5

1億円以上 185 35.1 13.5 9.7 8.1 13.5 12.4

20人未満 204 30.9 14.2 15.2 7.8 9.3 7.4

20～49人 270 32.2 15.9 13.0 17.4 7.0 4.4

50～149人 309 31.7 15.2 16.2 9.7 8.1 6.8

150人以上 313 38.7 13.1 9.6 8.3 11.8 9.3

月

商

規

模

別

常

勤

従

業

員

規

模

別

サンプル数

価格競争が激し

いために収益率が

落ちている

新たな制度、改正に

対する対応が難しい

（指定管理者制

度、個人情報保護

法など）

教育のための時間

を割くのが難しい

その他 不明

本社計 1,101 4.1 2.8 2.1 0.3 2.2

1,000万円未満 187 7.0 3.2 2.7 0.5 1.6

1,000万円以上3,000万円未満 288 4.2 2.1 1.0 0.3 2.1

3,000万円以上1億円未満 293 3.8 4.1 3.1 0.3 2.4

1億円以上 185 2.2 3.2 1.6 0.0 0.5

20人未満 204 8.3 2.9 1.5 1.0 1.5

20～49人 270 3.0 2.2 3.0 0.0 1.9

50～149人 309 4.2 2.6 1.9 0.3 3.2

150人以上 313 2.2 3.5 1.9 0.0 1.6

月

商

規

模

別

常

勤

従

業

員

規

模

別

※表中の網掛けについては以下の凡例を参照

青 全体+10ポイント以上 黄 全体+5～9.9ポイント グレー 全体-5.0～9.9ポイント 赤 全体-10ポイント以下
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Ⅱ．賃 金 

１．平均賃金 

30～50 歳程度の常勤従業員を中途採用で募集する時の平均賃金について、一般清掃では

約 19.4 万円、設備管理で約 23.8万円、警備で約 19.1万円となった。 

パートタイマーの平均時給は、一般清掃で約 929円、警備で約 973円であった。 

地区本部別では、東京が常勤従業員、パートタイマーともにいずれの業務でも最高額と

なり、全体平均を押し上げている状況にある。月商規模別では、多くの業務で月商規模が

大きくなるほど募集賃金が高い傾向にある。（図表 3-2-1-1） 

 

図表 3-2-1-1 地区本部別・月商規模別 中途採用者の平均賃金 

単位：円 

 
 

時系列でみると、中途採用者の平均賃金は募集環境が厳しさを増してきた 2014年度を境

に上昇に転じ、2019 年度調査で「一般清掃」と「警備」の賃金上昇は一服したが、その後

も全体的には横ばいから微増程度で推移している。（図表 3-2-1-2、3-2-1-3、3-2-1-4） 

 

図表 3-2-1-2 平均賃金の推移 

単位：円 

 

一般清掃 設備管理 警備 一般清掃 警備

1,101 194,119 237,753 191,458 929 973

北海道 85 183,338 218,750 183,367 885 920

東北 65 167,632 215,514 171,744 825 881

東京 150 221,313 266,474 222,221 1,115 1,133

関東甲信越 181 203,118 247,621 202,103 967 1,017

中部北陸 139 204,414 238,623 188,630 921 968

近畿 136 201,559 248,903 199,344 972 1,008

中国 76 185,159 217,610 181,294 872 958

四国 49 187,619 230,455 163,000 849 947

九州 210 177,100 217,443 173,988 848 867

1,000万円未満 187 188,799 222,711 175,805 896 966

1,000万円以上3,000万円未満 288 191,339 232,730 182,717 914 966

3,000万円以上1億円未満 293 197,613 239,292 192,149 935 959

1億円以上 185 197,594 246,968 200,594 970 1,002

月

商

規

模

別

サンプル数

本社計

地

区

本

部

別

常勤従業員（月給） パートタイマー（時給）

一般清掃 設備管理 警備 一般清掃 警備

2009年度 160,754 215,511 168,578 778 ー

2010年度 160,164 214,486 170,381 784 ー

2011年度 159,641 214,202 168,836 781 ー

2012年度 160,468 215,474 168,668 789 ー

2013年度 152,895 205,528 162,968 795 ー

2014年度 158,854 210,404 166,232 805 ー

2015年度 163,995 213,140 169,458 809 ー

2016年度 168,682 217,336 174,729 822 ー

2017年度 171,005 220,212 174,201 842 ー

2018年度 185,269 230,569 185,000 852 862

2019年度 184,198 231,084 182,911 900 959

2020年度 191,629 232,986 191,908 921 977

2021年度 194,119 237,753 191,458 929 973

常勤従業員（月給） パートタイマー（時給）
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図表 3-2-1-3 常勤従業員の中途採用募集時の平均月給推移 

単位：円 

 

 

 

図表 3-2-1-4 パートタイマーの平均時給推移 

単位：円 

 
（注）「警備」の時給は 2018 年度より調査を開始している。

－46－
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２．昇給の状況 

（１）ベースアップ実施状況 

2021年度に定昇とベースアップを両方実施した企業は、全体で 10.8％であった。 

定昇のみ、またはベースアップのみを実施した「実施済み」3 項目の合計は、前回調査

から 3.9 ポイント増の 40.9％となり、「実施する予定」合計も 2.3 ポイント増の 13.4％と

なった。「実施しない」は 4.4 ポイント減の 20.3％にとどまり、全体的に賃上げが進んで

いることがうかがえる結果となった。 

地区本部別の「実施済み」合計で、関東甲信越（48.1％）、東京（43.3％）、東北

（43.1％）と比較的高くなっているが、東京では「実施しない」も全体より 11.0ポイント

高い 31.3％となっている。 

月商規模別の「1億円以上」の企業では、「実施済み」が 50.3％と比較的高い。 

（図表 3-2-2-1） 

 

図表 3-2-2-1 地区本部別・月商規模別 ベースアップ実施状況 

   単位：％ 

 
  

1,101 10.8 21.5 8.5 40.9 4.4 4.9 4.1 13.4 19.0 20.3 6.5

北海道 85 9.4 22.4 7.1 38.8 1.2 1.2 4.7 7.1 23.5 22.4 8.2

東北 65 10.8 21.5 10.8 43.1 3.1 6.2 7.7 16.9 21.5 15.4 3.1

東京 150 8.0 27.3 8.0 43.3 2.0 5.3 2.0 9.3 14.0 31.3 2.0

関東甲信越 181 12.7 24.3 11.0 48.1 6.1 4.4 2.8 13.3 13.8 18.2 6.6

中部北陸 139 10.1 20.1 7.2 37.4 3.6 7.2 2.2 12.9 24.5 16.5 8.6

近畿 136 11.8 22.8 4.4 39.0 5.9 5.1 3.7 14.7 19.9 19.1 7.4

中国 76 5.3 22.4 11.8 39.5 5.3 5.3 3.9 14.5 14.5 23.7 7.9

四国 49 6.1 10.2 10.2 26.5 2.0 4.1 8.2 14.3 32.7 18.4 8.2

九州 210 14.8 16.7 9.0 40.5 6.2 4.8 6.2 17.1 19.0 18.1 5.2

1,000万円未満 187 10.7 17.1 10.7 38.5 4.3 3.2 4.8 12.3 17.6 25.1 6.4

1,000万円以上3,000万円未満 288 9.0 18.4 8.3 35.8 5.2 6.9 5.9 18.1 22.2 17.4 6.6

3,000万円以上1億円未満 293 13.3 21.5 9.6 44.4 3.4 4.1 4.1 11.6 16.7 19.8 7.5

1億円以上 185 9.7 36.2 4.3 50.3 2.2 4.9 0.5 7.6 16.2 20.0 5.9

1078 11.3 17.4 8.3 37.0 2.5 5.8 2.8 11.1 18.8 24.7 8.3

本社計

地

区

本

部

別

不明

月

商

規

模

別

（参考）前回結果

サンプル

数

実施済み 実施する予定 検討中 実施

しない定昇と

ベース

アップ

定昇

のみ

ベース

アップ

のみ

合計 定昇と

ベース

アップ

定昇

のみ

ベース

アップ

のみ

合計
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図表 3-2-2-2 受注物件別 ベースアップ実施状況 

単位：％ 

 
  

全体

n=1101

（%）

定昇、ベースアップともに実施した 10.8 11.4 10.8 11.0 12.7 11.6 13.1

定昇のみ実施した 21.5 21.7 22.7 21.8 21.9 22.8 24.3

ベースアップのみ実施した 8.5 8.6 7.7 8.4 8.0 7.0 8.6

定昇、ベースアップともに実施する予定 4.4 4.5 4.4 4.6 4.1 4.1 5.6

定昇のみ実施する予定 4.9 4.9 5.3 5.2 5.7 6.3 4.9

ベースアップのみ実施する予定 4.1 4.5 4.3 4.1 4.3 3.8 3.7

検討中 19.0 20.2 17.9 19.2 19.0 19.1 17.6

実施しない 20.3 17.4 20.2 19.3 16.8 18.8 17.6

不明 6.5 6.7 6.7 6.4 7.5 6.7 4.5

全体

n=1101

（%）

定昇、ベースアップともに実施した 10.8 12.9 13.9 12.7 12.7 11.8 11.8

定昇のみ実施した 21.5 24.3 24.8 25.0 23.0 20.5 21.7

ベースアップのみ実施した 8.5 6.8 5.5 7.6 8.4 7.7 7.7

定昇、ベースアップともに実施する予定 4.4 4.8 2.5 4.4 3.3 4.1 5.4

定昇のみ実施する予定 4.9 5.0 5.0 5.6 5.7 6.0 5.9

ベースアップのみ実施する予定 4.1 2.9 3.8 3.6 3.1 3.3 2.7

検討中 19.0 18.9 18.9 17.3 19.5 18.7 21.3

実施しない 20.3 18.0 17.2 17.5 17.6 21.6 17.2

不明 6.5 6.4 8.4 6.4 6.6 6.4 6.3

n=221

受注あり 受注あり 受注あり 受注あり 受注あり 受注あり

n=456 n=238 n=503 n=512 n=689

n=267

公園、競技場、

スポーツ施設

駅、空港、

交通機関

デパート、ショッピング

モール、商業施設

ホテル、旅館、

宿泊施設

住宅、マンション、

居住施設
それ以外の施設

n=771 n=963 n=765 n=584 n=640

受注あり

官公庁舎、自治体

庁舎、役場施設

事務所、

オフィスビル

病院、クリニック等医

療施設
介護、療養施設

学校、大学、

教育施設

劇場、映画館、

遊戯施設

受注あり 受注あり 受注あり 受注あり 受注あり
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３．最低賃金 

最低賃金の改定にともなって増額したかを尋ねた質問について、「増額改定を行った」

は本社では 70.8％と前回調査（88.9％）から 18.1ポイント減と大幅に減少している。 

支社・営業所等では「増額改定を行った」は 50.0％となり、本社に比べて小幅であるが、

前回調査（52.1％）から減少している。（図表 3-2-3-1） 

 

図表 3-2-3-1 最低賃金の上昇にともなう賃金の増額改定 

単位：％ 

 

 

図表 3-2-3-2 受注物件別 最低賃金の上昇にともなう賃金の増額改定 

単位：％ 

 

 

  

2020年度

　 サンプル数
増額改定を

行った

増額改定を

行わなかった

増額改定を

行った

本社 1,101 70.8 27.5 88.9

支社・営業所等 150 50.0 18.7 52.1

2021年度

88.9

52.1

70.8

50.0

0%

50%

100%

2020年度 2021年度

本社 支社・営業所等

全体

n=1283

（%）

増額改定を行った 68.7 71.3 69.3 69.5 69.8 69.1 69.7

増額改定を行わなかった　 26.1 24.0 25.9 25.5 26.3 25.6 25.8

不明 5.1 4.7 4.8 5.0 4.0 5.3 4.5

全体

n=1283

（%）

増額改定を行った 68.7 69.6 70.8 69.4 69.9 69.2 67.6

増額改定を行わなかった　 26.1 24.2 25.1 24.5 25.7 25.7 28.5

不明 5.1 6.1 4.1 6.0 4.3 5.1 4.0

公園、競技場、

スポーツ施設

n=253

受注あり 受注あり 受注あり 受注あり 受注あり 受注あり

n=537 n=267 n=599 n=599 n=790

駅、空港、

交通機関

デパート、ショッピング

モール、商業施設

ホテル、旅館、

宿泊施設

住宅、マンション、

居住施設
それ以外の施設

n=314

受注あり 受注あり 受注あり 受注あり 受注あり 受注あり

n=875 n=1109 n=879 n=655 n=735

劇場、映画館、

遊戯施設

官公庁舎、自治体

庁舎、役場施設

事務所、

オフィスビル

病院、クリニック等

医療施設
介護、療養施設

学校、大学、

教育施設
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先の質問で「増額改定を行った」と回答した事業所を対象に、コストアップをどのよう

に吸収したかを尋ねた。 

その結果、前回調査と同じく「コストアップを吸収できず利益が減った」が本社

（65.1％）、支社・営業所等（74.7％）ともに最も高かった。とくに支社・営業所等では

前回調査（62.4％）から 12.3ポイント増と高い値を示している。 

次いで、「受注価格を値上げして吸収した」が本社（36.5％）、支社・営業所等（32.0％）

ともに高いが、前回調査から本社では 4.9ポイント、支社・営業所等では 19.8ポイントと

大きく減っており、受注価格への転嫁は必ずしも十分でないことがうかがえる。 

（図表 3-2-3-3） 

 

図表 3-2-3-3 増額改定の影響（複数選択） 

単位：％ 

  
(注)図表 3-2-3-1 で、「増額改定を行った」と回答した事業所のみを集計した。 

サンプル数

コストアップ

を吸収でき

ず利益が

減った

受注価格

を値上げし

て吸収した

合理化で

作業効率

を向上させ

て吸収した

作業仕様

を減免して

もらって吸

収した

外注業者

に転嫁する

ことにより吸

収した

その他

2021年度 本社 779 65.1 36.5 26.1 17.5 5.5 1.8

支社・営業所等 75 74.7 32.0 30.7 18.7 8.0 1.3

（参考） 本社 958 64.6 41.4 26.7 18.6 4.1 1.0

前回調査 支社・営業所等 85 62.4 51.8 34.1 17.6 4.7 0.0

65.1

36.5
26.1

17.5
5.5 1.8

74.7

32.0 30.7

18.7
8.0

1.3

0%

50%

100%

本社 支社・営業所等
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さらに、2021 年度のビルメンテナンス業務の売上高見通しの回答に応じて集計した結果、

「昨年度を大きく上回る」と「昨年度をやや上回る」を合計した「昨年度を上回る」計で、

「受注価格を値上げして吸収した」が 50.2％と全体より 15.3ポイント高くなっている。 

「合理化で作業効率を向上させて吸収した」と「作業仕様を減免してもらって吸収した」

も全体平均より 5 ポイント以上高くなっているため、値上げを中心とした対策が奏功して

増収見通しに結び付いたことが推察される。（図表 3-2-3-4） 

 

図表 3-2-3-4 売上高見通し別 増額改定の影響（複数選択） 

単位：％ 

 
(注)図表 3-2-3-1 で、「増額改定を行った」と回答した事業所のみを集計した。 

 

 

 
  

サンプル数

コストアップを

吸収できず利

益が減った

受注価格を

値上げして

吸収した

合理化で作業

効率を向上さ

せて吸収した

作業仕様を

減免してもらっ

て吸収した

外注業者に

転嫁することに

より吸収した

その他

854 63.8 34.9 25.6 17.0 5.6 1.7

「昨年度を上回る」計
（「昨年度を大きく上回る」＋

「昨年度をやや上回る」）

223 56.1 50.2 30.9 25.1 7.6 3.1

横ばい 313 67.4 32.9 26.2 14.1 5.8 1.0

「昨年度を下回る」計
（「昨年度をやや下回る」＋

「昨年度を大きく下回る」）

308 71.8 28.9 24.0 15.9 4.5 1.6

全体

2021年度

ビルメン

業務売上

見通し

56.1
50.2

30.9
25.1

71.8

28.9

0%

50%

100%

「昨年度を上回る」計 横ばい 「昨年度を下回る」計

※表中の網掛けについては以下の凡例を参照

青 全体+10ポイント以上 黄 全体+5～9.9ポイント グレー 全体-5.0～9.9ポイント 赤 全体-10ポイント以下
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Ⅲ．従業員不足の実態 

先述のとおり、ビルメンテナンス業務における悩みごとについて、例年の上位回答が

「現場従業員が集まりにくい」や「現場従業員の若返りが図りにくい」であることから、

人手不足が業界にとって最重要課題の一つであることは変わらない。 

今回の調査では、常勤従業員の過不足状況を地区本部別にみた場合、「不足」と「やや

不足」を合計した「不足計」が、中国（77.9％）と九州（73.0％）が高く、東京（56.5％）

と北海道（59.1％）が低くなったが、すべての地域で過半数の事業所が不足を感じている

状況にあることが示された。（図表 3-3-1） 

 

図表 3-3-1 地区本部別 常勤従業員の過不足 

単位：％ 

 
 

 

 

不足 やや不足 適正 やや過剰 過剰 不明 不足計（不足

＋やや不足）

全体(n=1283) 18.4 46.5 32.1 1.9 0.2 0.9 64.8

北海道(n=93) 15.1 44.1 39.8 1.1 0.0 0.0 59.1

東北(n=84) 22.6 44.0 28.6 3.6 0.0 1.2 66.7

東京(n=170) 8.8 47.6 41.2 0.6 1.2 0.6 56.5

関東甲信越(n=225) 19.1 44.4 34.2 1.3 0.4 0.4 63.6

中部北陸(n=167) 15.0 47.9 34.7 1.8 0.0 0.6 62.9

近畿(n=157) 15.9 44.6 33.8 3.8 0.0 1.9 60.5

中国(n=86) 16.3 61.6 17.4 1.2 0.0 3.5 77.9

四国(n=53) 26.4 39.6 32.1 1.9 0.0 0.0 66.0

九州(n=233) 27.0 45.9 24.0 2.1 0.0 0.9 73.0

前回(n=1282) 15.4 48.0 32.8 2.6 0.1 1.1 63.5

地

区

本

部

別

18.4 46.5 32.1

1.9 0.9

0.2

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

不足 やや不足 適正 やや過剰 過剰 不明

※表中の網掛けについては以下の凡例を参照

青 全体+10ポイント以上 黄 全体+5～9.9ポイント グレー 全体-5.0～9.9ポイント 赤 全体-10ポイント以下
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月商規模別では、「3,000 万円以上 1 億円未満」における「不足」と「やや不足」を合計

した「不足計」が 71.1％と最も高く、「1,000万円未満」での 56.2％が最も低かった。 

一方「1,000万円未満」では、「適正」が 41.4％と全体より 9.3ポイント高くなっている。 

常勤従業員規模別では、「150 人以上」の「不足計」が 71.8％と最も高く、「20 人未満」

の 55.5％が最も低い。常勤従業員規模が大きい事業所ほど「不足計」が高く、「20 人未満」

の「適正」が 41.6％と全体より 9.5ポイント高くなっている。 

全体的には、規模の大きい事業所ほど不足感も高い傾向にある。（図表 3-3-2） 

 

図表 3-3-2 月商・従業員規模別 常勤従業員の過不足 

単位：％ 

 
 

 

 
  

不足 やや不足 適正 やや過剰 過剰 不明 不足計（不足

＋やや不足）

全体(n=1283) 18.4 46.5 32.1 1.9 0.2 0.9 64.8

1,000万円未満(n=210) 14.8 41.4 41.4 2.4 0.0 0.0 56.2

1,000万円以上3,000万円未満(n=316) 19.0 43.4 35.4 1.3 0.3 0.6 62.3

3,000万円以上1億円未満(n=342) 20.2 50.9 25.7 1.5 0.3 1.5 71.1

1億円以上(n=219) 17.8 50.7 29.7 1.4 0.0 0.5 68.5

20人未満(n=238) 16.0 39.5 41.6 2.5 0.0 0.4 55.5

20～49人(n=301) 18.6 44.2 33.9 2.3 0.3 0.7 62.8

50～149人(n=376) 17.0 48.7 31.4 1.6 0.3 1.1 65.7

150人以上(n=362) 21.3 50.6 25.7 1.4 0.3 0.8 71.8

月

商

規

模

別

常

勤

従

業

員

規

模

別

※表中の網掛けについては以下の凡例を参照

青 全体+10ポイント以上 黄 全体+5～9.9ポイント グレー 全体-5.0～9.9ポイント 赤 全体-10ポイント以下
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パートタイマーの過不足状況を地区本部別にみた場合、「不足計」が最も高いのは中部

北陸（83.8％）となり、最も低いのは東京（67.6％）となった。（図表 3-3-3） 

 

図表 3-3-3 地区本部別 パートタイマーの過不足 

単位：％ 

 

 

月商規模別では、「1 億円以上」の「不足計」が最も高い 84.5％であり、最も低いのは

「1,000万円未満」の 64.8％であった。 

常勤従業員規模別では、「150人以上」の「不足計」が最も高い 86.7％という一方、最も

低いのが「20人未満」の 65.1％であったことから、常勤従業員と同様にパートタイマーも

規模の大きい事業所ほど不足感が高い傾向にある。（図表 3-3-4） 

 

図表 3-3-4 月商・従業員規模別 従業員の過不足（パートタイマー） 

単位：％ 

 
 

 

 
  

不足 やや不足 適正 やや過剰 過剰 不明 不足計（不足

＋やや不足）

全体(n=1283) 23.9 54.6 18.8 0.7 0.2 1.9 78.4

北海道(n=93) 24.7 54.8 19.4 1.1 0.0 0.0 79.6

東北(n=84) 32.1 51.2 14.3 0.0 0.0 2.4 83.3

東京(n=170) 11.2 56.5 27.6 0.0 0.6 4.1 67.6

関東甲信越(n=225) 23.1 55.1 20.9 0.0 0.4 0.4 78.2

中部北陸(n=167) 27.5 56.3 14.4 0.0 0.0 1.8 83.8

近畿(n=157) 22.9 50.3 24.2 1.3 0.0 1.3 73.2

中国(n=86) 19.8 62.8 10.5 1.2 0.0 5.8 82.6

四国(n=53) 26.4 54.7 18.9 0.0 0.0 0.0 81.1

九州(n=233) 28.8 51.9 15.0 2.1 0.0 2.1 80.7

前回(n=1282) 26.8 49.5 20.1 1.7 0.3 1.6 76.3

地

区

本

部

別

23.9 54.6 18.8

0.7
0.2 1.9

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

不足 やや不足 適正 やや過剰 過剰 不明

不足 やや不足 適正 やや過剰 過剰 不明 不足計（不足

＋やや不足）

全体(n=1283) 23.9 54.6 18.8 0.7 0.2 1.9 78.4

1,000万円未満(n=210) 13.3 51.4 31.9 0.5 0.0 2.9 64.8

1,000万円以上3,000万円未満(n=316) 23.1 57.3 17.1 0.6 0.3 1.6 80.4

3,000万円以上1億円未満(n=342) 31.6 52.0 14.3 0.6 0.0 1.5 83.6

1億円以上(n=219) 28.3 56.2 14.6 0.9 0.0 0.0 84.5

20人未満(n=238) 15.1 50.0 29.8 0.8 0.0 4.2 65.1

20～49人(n=301) 22.6 51.5 23.6 0.3 0.3 1.7 74.1

50～149人(n=376) 20.2 62.2 15.2 1.1 0.3 1.1 82.4

150人以上(n=362) 34.3 52.5 11.6 0.6 0.0 1.1 86.7

月

商

規

模

別

常

勤

従

業

員

規

模

別

※表中の網掛けについては以下の凡例を参照

青 全体+10ポイント以上 黄 全体+5～9.9ポイント グレー 全体-5.0～9.9ポイント 赤 全体-10ポイント以下
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Ⅳ．人手不足の影響 

人手不足による経営への影響をどの程度感じるか尋ねた質問では、「非常に感じている」

と「やや感じている」を合計した「感じている計」は本社で 73.2％、支社・営業所等で

81.3％という大部分であった。（図表 3-4-1） 

 

図表 3-4-1 従業員の人手不足による経営への影響 

単位：％ 

 

 

地区本部別で、「非常に感じている」と「やや感じている」を合計した「感じている計」

の北海道（83.9％）、中部北陸（79.6％）、四国（79.2％）が全体より 5 ポイント以上高く

なっている一方で、東京（66.5％）と近畿（69.4％）は低い。（図表 3-4-2） 

 

図表 3-4-2 地区本部別 従業員の人手不足による経営への影響 

単位：％ 

 
 

 

 

 

 

非常に感じ

ている

やや感じて

いる

どちらともい

えない

あまり感じて

いない

全く感じて

いない

不明 感じている計

(非常に感じている

+やや感じている)

本社(n=1101) 28.2 45.0 19.9 5.9 0.5 0.5 73.2

支社・営業所等(n=150) 26.0 55.3 11.3 4.7 1.3 1.3 81.3

26.0 

28.2 

55.3 

45.0 

11.3 

19.9 

4.7 

5.9 

1.3 

0.5 

0 20 40 60 80 100

支社・営業所等(n=150)

本社(n=1101)

非常に感じている やや感じている どちらともいえない あまり感じていない 全く感じていない 不明

非常に感じ

ている

やや感じて

いる

どちらともい

えない

あまり感じて

いない

全く感じて

いない

不明 感じている計

(非常に感じている

＋やや感じている)

全体(n=1283) 28.2 46.0 19.0 5.6 0.6 0.5 74.2

北海道(n=93) 33.3 50.5 12.9 3.2 0.0 0.0 83.9

東北(n=84) 23.8 50.0 21.4 3.6 1.2 0.0 73.8

東京(n=170) 18.2 48.2 24.1 7.6 1.2 0.6 66.5

関東甲信越(n=225) 30.2 44.4 18.7 6.2 0.0 0.4 74.7

中部北陸(n=167) 28.7 50.9 15.6 3.6 0.6 0.6 79.6

近畿(n=157) 28.0 41.4 23.6 5.7 1.3 0.0 69.4

中国(n=86) 31.4 41.9 16.3 7.0 0.0 3.5 73.3

四国(n=53) 24.5 54.7 13.2 5.7 0.0 1.9 79.2

九州(n=233) 32.2 41.2 19.3 6.4 0.9 0.0 73.4

地

区

本

部

別

28.2 46.0 19.0 5.6

0.6 0.5

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

非常に感じている やや感じている どちらともいえない あまり感じていない 全く感じていない 不明

※表中の網掛けについては以下の凡例を参照

青 全体+10ポイント以上 黄 全体+5～9.9ポイント グレー 全体-5.0～9.9ポイント 赤 全体-10ポイント以下
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月商規模別で、「1,000 万円未満」の「非常に感じている」と「やや感じている」を合計

した「感じている計」が 64.8％と、全体より 9.4ポイント低い。 

一方、「3,000 万円以上 1 億円未満」（80.4％）と「1 億円以上」（81.7％）が比較的高い。 

常勤従業員規模別では、「20 人未満」の「感じている計」が 63.4％となっており、全体

より 10.8 ポイント低い一方で、「150 人以上」（82.9％）が全体より 8.7 ポイント高かった

ことから総じて、規模が大きい事業所ほど人手不足による経営の影響を感じている傾向が

ここでも示された。（図表 3-4-3） 

 

図表 3-4-3 月商・従業員規模別 従業員の人手不足による経営への影響 

単位：％ 

 
 

 

 
  

非常に感じ

ている

やや感じて

いる

どちらともい

えない

あまり感じて

いない

全く感じて

いない

不明 感じている計

(非常に感じている

＋やや感じている)

全体(n=1283) 28.2 46.0 19.0 5.6 0.6 0.5 74.2

1,000万円未満(n=210) 25.7 39.0 22.9 10.5 1.9 0.0 64.8

1,000万円以上3,000万円未満(n=316) 26.9 44.6 22.2 5.4 0.3 0.6 71.5

3,000万円以上1億円未満(n=342) 31.6 48.8 13.7 5.0 0.6 0.3 80.4

1億円以上(n=219) 32.4 49.3 15.1 3.2 0.0 0.0 81.7

20人未満(n=238) 21.0 42.4 25.6 9.2 0.8 0.8 63.4

20～49人(n=301) 24.3 44.2 23.3 6.6 1.0 0.7 68.4

50～149人(n=376) 29.5 47.9 16.5 5.1 0.8 0.3 77.4

150人以上(n=362) 35.1 47.8 13.8 3.0 0.0 0.3 82.9

月

商

規

模

別

常

勤

従

業

員

規

模

別

※表中の網掛けについては以下の凡例を参照

青 全体+10ポイント以上 黄 全体+5～9.9ポイント グレー 全体-5.0～9.9ポイント 赤 全体-10ポイント以下
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さらに、時系列でみた場合、2018～2019 年度調査において本社、支社・営業所等ともに

「非常に感じている」が最多であったが、前回調査から大幅に減少しており、人手不足が

与える経営への影響がコロナ禍でやや薄れている状況と推察される。（図表 3-4-4、3-4-5） 

 

図表 3-4-4 従業員の人手不足による経営への影響の推移（本社） 

単位：％ 

 
 

 

図表 3-4-5 従業員の人手不足による経営への影響の推移（支社・営業所等） 

単位：％ 
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第 4 章 コロナ禍の影響 
 

Ⅰ. コロナ禍における現在の業務への影響 

前回調査に引き続き、今回も新型コロナウイルス感染拡大によるビルメンテナンス業務

への影響について尋ねた結果、「顧客より仕様削減・減額等の要請がある」が本社

（53.2％）、支社・営業所等（65.3％）ともに最多となった。次いで「顧客の休業・事業

縮小等により仕事が減っている、もしくは無くなっている」「顧客より消毒・殺菌業務等

の追加要請があり仕事が増えている」が続いている。（図表 4-1-1） 

 

図表 4-1-1 コロナ禍における現在の業務への影響（複数選択） 

単位：％ 

 

 

 

  

顧客より仕
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額等の要

請がある
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り、仕事が
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従事者の

感染防止に

苦慮してい

る（規則や

マニュアル等

の未整

備）

コロナ感染

への不安等

により、従

事者の確

保が困難に

なっている

間接業務

等のテレ

ワーク導入

に苦慮して

いる（社内

規則等の

未整備）

仕事が減

少したため、

従事者のシ

フト調整が

困難になっ

ている

概ね業務へ

の影響はな

いもしくは解

消された

衛生用品

等の物資

確保に苦慮

している

仕事が減

少したため、

従事者の

給与等の

支払いに不

都合が生じ

ている

その他

本社(n=1101) 53.2 48.0 45.9 25.9 23.9 14.1 11.5 12.1 7.2 3.5 1.2

支社・営業所等(n=150) 65.3 46.0 51.3 24.7 24.7 18.0 16.7 7.3 4.7 5.3 3.3

53.2 48.0 45.9

25.9 23.9
14.1 11.5 12.1 7.2 3.5 1.2

65.3

46.0 51.3

24.7 24.7
18.0 16.7

7.3 4.7 5.3 3.3

0%

50%

100%

本社(n=1101) 支社・営業所等(n=150)
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（参考）前回調査の結果 

前回調査（第 51回）におけるコロナ禍の影響に関する質問の結果を抜粋して再掲する。 

今回とは質問の表現や回答選択肢が異なるため単純比較はできないが、前回「コロナ禍

における業務上の影響・変化」を尋ねた質問では、「顧客の休業・事業縮小等により仕事

が減った、もしくは無くなった」と「顧客より仕様削減・減額等の要請があった」が本社、

支社・営業所等ともに 60％以上の高い水準となっていた。 

今回調査ではこれら回答の数値は下がり、労務管理や物資確保に関する課題も改善され

ているが、コロナ禍の影響は今なお色濃い状況にあると言える。（参考図表 2、3、4） 

 

参考図表 2 第 51 回実態調査：コロナ禍における業務の状況（複数選択） 

単位：％ 

 
 

参考図表 3 第 51 回実態調査：コロナ禍における労務管理の状況（複数選択） 

単位：％ 

 

 

参考図表 4 第 51 回実態調査：コロナ禍における物資確保の状況（複数選択） 

単位：％ 
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地区本部別では、近畿の「顧客より仕様削減・減額等の要請がある」（59.9％）、「顧客

より消毒・殺菌業務等の追加要請があり仕事が増えている」（54.1％）等が比較的多い。

一方、中国で「顧客より消毒・殺菌業務等の追加要請があり仕事が増えている」（36.0％）

が全体より 10.1 ポイント低く、四国は「顧客より仕様削減・減額等の要請がある」

（45.3％）が全体より 8.9ポイント低いなど、地域差がみられる。（図表 4-1-2）。 

 

図表 4-1-2 地区本部別 コロナ禍における現在の業務への影響（複数選択） 

単位：％ 

 
 

月商規模別では、「1 億円以上」の「顧客より仕様削減・減額等の要請がある」（75.3％）

が全体より 21.1ポイント高く、その他全体の上位項目でも比較的高い。 

常勤従業員規模別でも同様な傾向で、大きい事業所ほどコロナ禍の影響も大きいことが

現在もうかがえる。（図表 4-1-3） 

 

図表 4-1-3 月商・従業員規模別 コロナ禍における現在の業務への影響（複数選択） 

単位：％ 
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関東甲信越(n=225) 52.4 44.0 47.6 27.1 23.6 16.9 14.2 11.6 5.8 2.2 1.8

中部北陸(n=167) 53.9 50.3 47.3 31.1 26.3 17.4 11.4 11.4 4.8 3.6 1.2
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20人未満(n=238) 41.2 40.3 33.6 22.7 16.0 10.1 8.8 18.5 6.3 3.8 1.7

20～49人(n=301) 49.2 49.2 41.9 21.9 21.6 10.3 9.0 13.0 5.3 2.7 1.7

50～149人(n=376) 53.2 47.6 48.9 27.7 28.2 14.9 15.2 11.7 10.9 4.5 1.1

150人以上(n=362) 68.2 52.5 54.7 29.6 27.1 19.6 13.8 6.6 3.9 3.9 1.4

月

商

規

模

別

常

勤

従

業

員

規

模

別

※表中の網掛けについては以下の凡例を参照

青 全体+10ポイント以上 黄 全体+5～9.9ポイント グレー 全体-5.0～9.9ポイント 赤 全体-10ポイント以下
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さらに、ビルメンテナンス業務の売上高見通し別に現在のコロナ禍の影響をみると、

「昨年度を大きく上回る」と「昨年度をやや上回る」の合計の「昨年度を上回る」計では、

「顧客より消毒・殺菌業務等の追加要請があり仕事が増えている」が全体と比較して 9.9

ポイント高い 56.0％となっている。したがって、業況の維持・改善に「消毒・殺菌業務へ

の取り組み」が重要な要素となった可能性が示唆された。（図表 4-1-4） 

 

図表 4-1-4 売上高見通し別 コロナ禍における現在の業務への影響（複数選択） 

単位：％ 

 
 

 

 
  

サンプル数

顧客より仕

様削減・減

額等の要

請がある

顧客の休業・

事業縮小等

により仕事が

減っている、も

しくは無くなっ

ている

顧客より消

毒・殺菌業

務等の追

加要請があ

り、仕事が

増えている

従事者の

感染防止に

苦慮してい

る（規則や

マニュアル等

の未整備）

コロナ感染

への不安等

により、従

事者の確

保が困難に

なっている

間接業務等

のテレワーク

導入に苦慮

している（社

内規則等の

未整備）

仕事が減

少したため、

従事者のシ

フト調整が

困難になっ

ている

概ね業務へ

の影響はな

いもしくは解

消された

衛生用品

等の物資

確保に苦慮

している

仕事が減少

したため、従

事者の給与

等の支払いに

不都合が生

じている

その他

1,283 54.2 48.0 46.1 25.9 24.0 14.4 12.2 11.8 6.8 3.7 1.4

「昨年度を上回る」計
（「昨年度を大きく上回る」＋

「昨年度をやや上回る」）

339 53.1 42.8 56.0 27.1 22.7 16.2 12.4 16.8 5.3 2.4 1.5

横ばい 449 45.0 40.5 48.1 27.4 23.4 12.9 8.9 13.8 8.0 3.6 2.2

「昨年度を下回る」計
（「昨年度をやや下回る」＋

「昨年度を大きく下回る」）

475 63.6 59.6 38.1 24.0 25.9 14.3 14.9 6.1 6.9 5.1 0.6

2021年度

ビルメン

業務売上

見通し

全体

56.0

16.8

63.6
59.6

0%

50%

100%

「昨年度を上回る」計 横ばい 「昨年度を下回る」計

※表中の網掛けについては以下の凡例を参照

青 全体+10ポイント以上 黄 全体+5～9.9ポイント グレー 全体-5.0～9.9ポイント 赤 全体-10ポイント以下
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図表 4-1-5 受注物件別 コロナ禍における現在の業務への影響（複数選択） 

単位：％ 

 
  

全体

n=1283

（%）

顧客より仕様削減・減額等の要請がある 54.2 56.2 57.3 57.1 58.6 58.5 65.0

顧客の休業・事業縮小等により仕事が減って

いる、もしくは無くなっている
48.0 49.1 49.8 49.8 50.1 52.0 53.5

顧客より消毒・殺菌業務等の追加要請があり、

仕事が増えている
46.1 46.5 47.6 48.0 48.1 49.7 52.9

従事者の感染防止に苦慮している

（規則やマニュアル等の未整備）
25.9 26.4 26.1 26.8 26.7 27.3 29.6

コロナ感染への不安等により、従事者の確保が

困難になっている
24.0 26.9 24.3 27.9 25.2 26.7 23.9

間接業務等のテレワーク導入に苦慮している

（社内規則等の未整備）
14.4 14.5 15.4 15.0 14.4 15.9 18.5

仕事が減少したため、従事者のシフト調整が

困難になっている
12.2 12.7 12.2 11.8 11.9 12.8 12.7

概ね業務への影響はないもしくは解消された 11.8 11.3 10.7 10.0 9.8 11.0 8.9

衛生用品等の物資確保に苦慮している 6.8 7.4 7.1 7.6 7.2 6.9 7.0

仕事が減少したため、従事者の給与等の

支払いに不都合が生じている
3.7 4.1 3.7 3.8 3.4 3.3 3.8

その他 1.4 1.5 1.4 1.7 1.7 1.8 1.6

不明 0.7 11.3 10.7 10.0 9.8 11.0 8.9

全体

n=1283

（%）

顧客より仕様削減・減額等の要請がある 54.2 60.9 64.0 62.1 67.6 57.3 59.3

顧客の休業・事業縮小等により仕事が減って

いる、もしくは無くなっている
48.0 51.2 53.2 54.4 58.9 52.3 48.2

顧客より消毒・殺菌業務等の追加要請があり、

仕事が増えている
46.1 50.1 47.9 50.8 49.6 48.0 49.4

従事者の感染防止に苦慮している

（規則やマニュアル等の未整備）
25.9 26.8 25.8 27.2 25.5 23.0 25.3

コロナ感染への不安等により、従事者の確保が

困難になっている
24.0 25.5 22.1 23.5 25.4 24.8 24.9

間接業務等のテレワーク導入に苦慮している

（社内規則等の未整備）
14.4 17.1 13.5 17.5 17.2 15.3 17.0

仕事が減少したため、従事者のシフト調整が

困難になっている
12.2 14.3 15.4 13.4 17.5 12.3 11.9

概ね業務への影響はないもしくは解消された 11.8 9.3 12.0 9.0 5.8 10.8 12.6

衛生用品等の物資確保に苦慮している 6.8 7.8 6.7 5.7 5.7 7.0 8.7

仕事が減少したため、従事者の給与等の

支払いに不都合が生じている
3.7 3.7 4.5 3.8 4.7 3.5 4.7

その他 1.4 1.3 1.5 1.7 1.5 1.6 2.8

不明 0.7 0.2 0.4 0.5 0.3 0.8 0.4

n=253

受注あり 受注あり 受注あり 受注あり 受注あり 受注あり

n=537 n=267 n=599 n=599 n=790

それ以外の施設

n=875 n=1109 n=879 n=655 n=735 n=314

公園、競技場、

スポーツ施設

駅、空港、

交通機関

デパート、ショッピング

モール、商業施設

ホテル、旅館、

宿泊施設

住宅、マンション、

居住施設

受注あり

官公庁舎、自治体

庁舎、役場施設

事務所、

オフィスビル

病院、クリニック等

医療施設
介護、療養施設

学校、大学、

教育施設

劇場、映画館、

遊戯施設

受注あり 受注あり 受注あり 受注あり 受注あり

－64－



65 

Ⅱ. コロナ禍において全国協会に期待する支援策 

全国ビルメンテナンス協会に期待するコロナ禍における支援策を尋ねた。 

その結果、「企業経営に資する情報提供（補助金・助成金、税制措置等）」が本社

（53.0％）、支社・営業所等（48.0％）ともにトップとなった。 

次いで「技術的な情報提供（国等のガイドライン、マニュアル等）」「Web セミナーの実

施、eラーニング、オンライン講習の実施（試験、講習等）」などが続く。（図表 4-2-1）。 

 

図表 4-2-1 コロナ禍において全国協会に期待する支援策（複数選択） 

単位：％ 

 
  

企業経営に

資する情報

提供（補助

金・助成金、

税制措置

等）

技術的な情

報提供（国

等のガイドラ

イン、マニュア

ル等）

Webセミナー

の実施、e

ラーニング、オ

ンライン講習

の実施（試

験、講習等）

行政機関、

立法府等へ

の陳情、要

望活動

協会会費の

減免

衛生用品等

の購入ルート

の案内

特になし その他

本社(n=1101) 53.0 42.1 37.2 36.8 33.0 10.8 9.4 1.0

支社・営業所等(n=150) 48.0 40.7 35.3 35.3 32.7 11.3 10.7 1.3

53.0
42.1

37.2 36.8 33.0

10.8 9.4
1.0

48.0 40.7

35.3 35.3 32.7

11.3 10.7
1.3

0%

50%

100%

本社(n=1101) 支社・営業所等(n=150)
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地区本部別では、「行政機関、立法府等への陳情、要望活動」について、四国（49.1％）

と東北（48.8％）が全体より 10ポイント以上高くなっている。 

一方、東京（23.5％）では全体より 12.9ポイント低く地域差がみられる。（図表 4-2-2） 

 

図表 4-2-2 地区本部別 コロナ禍において全国協会に期待する支援策（複数選択） 

単位：％ 

 
 

月商規模別および常勤従業員規模別では、大規模な事業所ほど全体トップ 3 の回答項目

の数値が高い。（図表 4-2-3） 

 

図表 4-2-3 月商・従業員規模別 コロナ禍において全国協会に期待する支援策（複数選択） 

単位：％ 

 
 

 

 
  

企業経営に

資する情報

提供（補助

金・助成金、

税制措置

等）

技術的な情

報提供（国

等のガイドラ

イン、マニュア

ル等）

Webセミナー

の実施、e

ラーニング、オ

ンライン講習

の実施（試

験、講習等）

行政機関、

立法府等へ

の陳情、要

望活動

協会会費の

減免

衛生用品等

の購入ルート

の案内

特になし その他

全体(n=1283) 52.4 41.7 36.6 36.4 32.9 10.8 9.6 1.0

北海道(n=93) 52.7 37.6 38.7 31.2 30.1 8.6 11.8 1.1

東北(n=84) 52.4 42.9 28.6 48.8 29.8 9.5 10.7 1.2

東京(n=170) 44.1 44.1 34.1 23.5 29.4 13.5 14.1 1.8

関東甲信越(n=225) 54.7 45.8 40.0 38.2 35.6 14.2 7.6 0.0

中部北陸(n=167) 51.5 40.7 39.5 34.1 41.9 12.0 4.8 1.8

近畿(n=157) 61.1 47.8 31.2 32.5 32.5 5.7 7.0 1.9

中国(n=86) 59.3 40.7 45.3 36.0 32.6 9.3 7.0 1.2

四国(n=53) 52.8 32.1 32.1 49.1 30.2 3.8 18.9 0.0

九州(n=233) 48.9 36.1 36.5 44.2 29.6 11.6 11.6 0.4

地

区

本

部

別

52.4
41.7

36.6 36.4 32.9

10.8 9.6
1.0

0%

50%

100%

企業経営に

資する情報

提供（補助

金・助成金、

税制措置

等）

技術的な情

報提供（国

等のガイドラ

イン、マニュア

ル等）

Webセミナー

の実施、e

ラーニング、オ

ンライン講習

の実施（試

験、講習等）

行政機関、

立法府等へ

の陳情、要

望活動

協会会費の

減免

衛生用品等

の購入ルート

の案内

特になし その他

全体(n=1283) 52.4 41.7 36.6 36.4 32.9 10.8 9.6 1.0

1,000万円未満(n=210) 49.0 29.5 28.1 31.9 35.2 11.4 14.8 1.0

1,000万円以上3,000万円未満(n=316) 51.6 39.6 34.8 33.2 36.7 10.8 9.2 0.3

3,000万円以上1億円未満(n=342) 53.5 41.8 38.6 46.2 34.8 12.0 9.4 2.3

1億円以上(n=219) 57.1 56.6 50.2 41.1 20.5 9.6 2.3 0.9

20人未満(n=238) 48.7 34.9 31.9 25.2 37.0 7.1 13.4 0.4

20～49人(n=301) 51.8 31.6 31.9 30.2 37.9 10.6 11.0 0.7

50～149人(n=376) 51.3 44.1 35.6 41.8 30.6 12.2 10.1 1.9

150人以上(n=362) 56.4 51.4 43.9 43.6 28.7 11.6 5.2 0.8

月

商

規

模

別

常

勤

従

業

員

規

模

別

※表中の網掛けについては以下の凡例を参照

青 全体+10ポイント以上 黄 全体+5～9.9ポイント グレー 全体-5.0～9.9ポイント 赤 全体-10ポイント以下
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Ⅲ. 感染制御衛生管理士（※ICCC）認定講習会への参加意向 

※調査実施当時の感染予防対策衛生管理士（IPCC）から現在改称しています。 

2021 年度から全国協会が開始した講習会への参加意向を尋ねた結果、「参加したい」が

本社（49.1％）、支社・営業所等（48.0％）ともに最多となった。一方で「わからない」

も 40％を越えており、十分に認知・理解されていないことがうかがえる。（図表 4-3-1） 

 

図表4-3-1 感染制御衛生管理士（ICCC）認定講習会への参加意向 

単位：％     

 
 

地区本部別では、東北（61.9％）や九州（54.5％）で「参加したい」が比較的多いのに

対し、近畿（43.3％）は全体より 5.4ポイント低くなっている。「わからない」の多寡にも

地域差が見て取れ、認知度のばらつきがうかがえる結果となった。（図表 4-3-2） 

 

図表4-3-2 地区本部別 感染制御衛生管理士（ICCC）認定講習会への参加意向 

単位：％   

 

 

参加したい 参加しない わからない

49.1 8.2 41.5

48.0 9.3 42.7

本社(n=1101)

支社・営業所等(n=150)

49.1

8.2

41.548.0

9.3

42.7

0%

50%

100%

本社(n=1101) 支社・営業所等(n=150)

参加したい 参加しない わからない

全体(n=1283) 48.7 8.3 41.9

北海道(n=93) 52.7 8.6 34.4

東北(n=84) 61.9 7.1 29.8

東京(n=170) 45.9 11.2 42.4

関東甲信越(n=225) 44.0 8.9 45.3

中部北陸(n=167) 45.5 5.4 48.5

近畿(n=157) 43.3 7.6 49.0

中国(n=86) 46.5 9.3 44.2

四国(n=53) 50.9 7.5 41.5

九州(n=233) 54.5 8.2 36.5

地

区

本

部

別

48.7

8.3

41.9

0%

50%

100%

※表中の網掛けについては以下の凡例を参照

青 全体+10ポイント以上 黄 全体+5～9.9ポイント グレー 全体-5.0～9.9ポイント 赤 全体-10ポイント以下
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月商規模別および従業員規模別では、大きい事業所ほど「参加したい」が多い一方で、

「わからない」が少ない傾向にある。小規模事業所への周知が不十分であると読み取れる。 

（図表 4-3-3） 

 

図表 4-3-3 月商・従業員規模別 感染制御衛生管理士（ICCC）認定講習会への参加意向 

単位：％    

 
 

 

 
  

参加したい 参加しない わからない

全体(n=1283) 48.7 8.3 41.9

1,000万円未満(n=210) 39.5 12.4 47.1

1,000万円以上3,000万円未満(n=316) 47.5 8.2 43.0

3,000万円以上1億円未満(n=342) 55.3 7.0 36.8

1億円以上(n=219) 58.0 6.4 35.2

20人未満(n=238) 31.9 12.2 54.6

20～49人(n=301) 46.5 9.0 43.2

50～149人(n=376) 52.1 6.6 40.2

150人以上(n=362) 57.7 6.9 34.5

月

商

規

模

別

常

勤

従

業

員

規

模

別

※表中の網掛けについては以下の凡例を参照

青 全体+10ポイント以上 黄 全体+5～9.9ポイント グレー 全体-5.0～9.9ポイント 赤 全体-10ポイント以下
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第 5 章 全国協会への要望・期待 
 

Ⅰ. 全国協会のウェブコンテンツへの期待 

全国協会が運営するウェブサイト「ビルメン WEB」「マイページ」等のコンテンツとして

期待しているものを尋ねた質問では、「ビルメン業務に資する情報（技術、資格、資機材

情報など）」が本社（71.0％）、支社・営業所等（72.0％）ともに最多となった。 

次いで「講習・試験の申込み、オンライン受講機能（e ラーニング）」「スタッフ層向け

学習コンテンツ」等に期待する声が多くなっている。 

「顧客の情報（発注者ニーズ、不動産市況など）」、「講習・試験の申込み、オンライン

受講機能（e ラーニング）」、「同業他社の事例情報（経営者・従事者インタビューなど）」

は本社と支社・営業所等との差が比較的大きくなっている。（図表 5-1-1） 

 

図表 5-1-1 全国協会のウェブコンテンツで期待するもの（複数選択） 

単位：％ 

 
 

 

※下位項目の回答結果 

 
  

ビルメン業務

に資する情報

（技術、資

格、資機材

情報など）

講習・試験の

申込み、オン

ライン受講機

能（eラーニ

ング）

スタッフ層向

け学習コンテ

ンツ

経営環境、

社会動向の

情報（法

律、経済、環

境、最先端

技術など）

資格管理機

能（保有資

格の期限確

認、更新手

続など）

管理者層向

け学習コンテ

ンツ

同業他社の

事例情報

（経営者・

従事者インタ

ビューなど）

電子書籍の

閲覧機能

（テキスト、マ

ニュアルなど）

顧客の情報

（発注者

ニーズ、不動

産市況な

ど）

本社(n=1101) 71.0 57.0 51.9 50.6 48.1 46.2 33.6 25.8 25.2

支社・営業所等(n=150) 72.0 48.7 52.7 49.3 42.7 40.7 41.3 26.0 36.7

71.0

57.0 51.9 50.6 48.1 46.2

33.6
25.8 25.2

72.0

48.7
52.7

49.3 42.7
40.7

41.3

26.0
36.7

0%

50%

100%
本社(n=1101) 支社・営業所等(n=150)

動画・音声

視聴機能

（動画教

材、セミナー、

イベントリポー

トなど）

経営者層向

け学習コンテ

ンツ

全国協会、

都道府県協

会の活動情

報

発注者との

マッチング機

能

グループウェア

機能（スケ

ジュール管

理、業務報

告など）

コミュニケー

ション機能

（質問・相

談掲示板、

トーク掲示板

など）

eコマース機

能（物品等

の購入、レン

タル）

その他 不明

本社(n=1101) 24.3 18.0 13.3 9.6 8.3 6.9 6.5 0.9 5.1

支社・営業所等(n=150) 20.0 11.3 10.0 8.7 6.7 6.0 4.0 1.3 4.7
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地区本部別で中部北陸の「ビルメン業務に資する情報（技術、資格、資機材情報など）」

への期待が 77.2％とやや多かった一方、四国では 54.7％で全体より 16.1 ポイント低く、

北海道の「スタッフ層向け学習コンテンツ」が 38.7％で全体より 12.7ポイント低い。 

（図表 5-1-2） 

 

図表 5-1-2 地区本部別 全国協会のウェブコンテンツで期待するもの（複数選択） 

単位：％ 

 

 

 
※下位項目の回答結果 

 
 

 

 
  

ビルメン業務

に資する情報

（技術、資

格、資機材

情報など）

講習・試験の

申込み、オン

ライン受講機

能（eラーニ

ング）

スタッフ層向

け学習コンテ

ンツ

経営環境、

社会動向の

情報（法

律、経済、環

境、最先端

技術など）

資格管理機

能（保有資

格の期限確

認、更新手

続など）

管理者層向

け学習コンテ

ンツ

同業他社の

事例情報

（経営者・

従事者インタ

ビューなど）

顧客の情報

（発注者

ニーズ、不動

産市況な

ど）

電子書籍の

閲覧機能

（テキスト、マ

ニュアルなど）

全体(n=1283) 70.8 55.7 51.4 50.2 47.3 45.1 34.5 26.6 25.3

北海道(n=93) 69.9 55.9 38.7 55.9 51.6 44.1 35.5 25.8 17.2

東北(n=84) 73.8 56.0 48.8 44.0 44.0 41.7 35.7 23.8 25.0

東京(n=170) 75.3 55.3 53.5 43.5 39.4 44.7 41.2 32.9 31.8

関東甲信越(n=225) 65.3 54.7 56.4 49.3 48.0 42.7 32.4 25.3 24.9

中部北陸(n=167) 77.2 60.5 52.1 47.9 46.1 46.7 34.1 31.7 24.0

近畿(n=157) 69.4 45.9 49.7 58.6 48.4 47.1 28.0 26.8 31.8

中国(n=86) 74.4 61.6 53.5 57.0 52.3 50.0 33.7 20.9 26.7

四国(n=53) 54.7 50.9 43.4 52.8 45.3 43.4 24.5 18.9 17.0

九州(n=233) 70.8 59.2 53.2 48.5 51.5 45.5 36.1 23.2 21.9

地

区

本

部

別

70.8

55.7 51.4
50.2 47.3 45.1

34.5
26.6 25.3

0%

50%

100%

動画・音声

視聴機能

（動画教材、

セミナー、イベン

トリポートなど）

経営者層向

け学習コンテ

ンツ

全国協会、

都道府県協

会の活動情

報

発注者との

マッチング機

能

グループウェア

機能（スケ

ジュール管

理、業務報

告など）

コミュニケー

ション機能

（質問・相

談掲示板、

トーク掲示板

など）

eコマース機

能（物品等

の購入、レン

タル）

その他 不明

全体(n=1283) 23.6 17.1 12.9 9.3 8.1 6.8 6.2 1.0 5.1

北海道(n=93) 14.0 14.0 6.5 6.5 5.4 2.2 4.3 2.2 6.5

東北(n=84) 15.5 17.9 20.2 4.8 6.0 3.6 1.2 1.2 4.8

東京(n=170) 25.3 12.9 7.6 7.6 5.3 8.2 7.6 0.6 3.5

関東甲信越(n=225) 25.3 17.3 11.6 8.0 9.8 8.9 9.8 1.8 6.7

中部北陸(n=167) 24.0 16.8 12.6 9.0 9.6 5.4 4.8 0.6 3.0

近畿(n=157) 28.0 17.8 13.4 16.6 8.3 6.4 3.2 1.3 5.1

中国(n=86) 22.1 23.3 12.8 9.3 9.3 7.0 5.8 0.0 4.7

四国(n=53) 17.0 11.3 15.1 17.0 11.3 9.4 5.7 0.0 1.9

九州(n=233) 24.9 19.7 17.2 7.7 7.7 6.9 7.3 0.9 6.9

地

区

本

部

別

※表中の網掛けについては以下の凡例を参照

青 全体+10ポイント以上 黄 全体+5～9.9ポイント グレー 全体-5.0～9.9ポイント 赤 全体-10ポイント以下
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月商規模別の「1億円以上」で上位項目ほとんどが全体より 5ポイント以上高い一方で、

「1,000 万円未満」では 5 ポイント以上低く、同じく常勤従業員規模別でも、「150 人以上」

の上位項目ほとんどで全体より 5ポイント以上高いのに対して、「20人未満」で 5ポイント

以上低いことから、規模の大きい事業所ほどウェブコンテンツへの期待は大きく、小規模

事業所との期待感の差が示された。（図表 5-1-3） 

 

図表 5-1-3 月商・従業員規模別 全国協会のウェブコンテンツで期待するもの（複数選択） 

単位：％ 

 
 

※下位項目の回答結果 

 
 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ビルメン業務

に資する情報

（技術、資

格、資機材

情報など）

講習・試験の

申込み、オン

ライン受講機

能（eラーニ

ング）

スタッフ層向

け学習コンテ

ンツ

経営環境、

社会動向の

情報（法

律、経済、環

境、最先端

技術など）

資格管理機

能（保有資

格の期限確

認、更新手

続など）

管理者層向

け学習コンテ

ンツ

同業他社の

事例情報

（経営者・

従事者インタ

ビューなど）

顧客の情報

（発注者

ニーズ、不動

産市況な

ど）

電子書籍の

閲覧機能

（テキスト、マ

ニュアルなど）

全体(n=1283) 70.8 55.7 51.4 50.2 47.3 45.1 34.5 26.6 25.3

1,000万円未満(n=210) 60.0 47.1 42.4 48.6 38.1 36.2 30.0 18.6 18.1

1,000万円以上3,000万円未満(n=316) 72.2 58.9 51.6 44.9 49.1 40.5 29.7 21.2 20.3

3,000万円以上1億円未満(n=342) 69.3 54.7 52.0 52.6 52.6 48.8 36.5 27.2 23.1

1億円以上(n=219) 84.9 65.3 59.8 65.8 48.9 52.5 49.8 39.7 40.6

20人未満(n=238) 63.9 49.2 44.5 41.2 42.9 36.1 24.8 20.2 17.6

20～49人(n=301) 67.4 56.5 49.2 45.2 41.5 40.9 27.6 21.6 20.9

50～149人(n=376) 69.1 54.3 50.0 51.3 51.1 46.5 34.0 28.5 24.2

150人以上(n=362) 79.6 60.5 59.1 58.8 51.1 52.5 46.4 32.6 35.1

月

商

規

模

別

常

勤

従

業

員

規

模

別

動画・音声

視聴機能

（動画教

材、セミナー、

イベントリポー

トなど）

経営者層向

け学習コンテ

ンツ

全国協会、

都道府県協

会の活動情

報

発注者との

マッチング機

能

グループウェア

機能（スケ

ジュール管

理、業務報

告など）

コミュニケー

ション機能

（質問・相

談掲示板、

トーク掲示板

など）

eコマース機

能（物品等

の購入、レン

タル）

その他 不明

全体(n=1283) 23.6 17.1 12.9 9.3 8.1 6.8 6.2 1.0 5.1

1,000万円未満(n=210) 16.7 17.1 13.3 8.1 7.6 7.6 6.7 1.4 7.1

1,000万円以上3,000万円未満(n=316) 19.6 16.8 13.3 7.9 6.6 5.7 6.3 1.6 4.1

3,000万円以上1億円未満(n=342) 21.6 15.5 15.2 7.6 9.1 6.4 5.0 0.9 5.8

1億円以上(n=219) 38.4 19.6 12.3 12.3 7.8 8.2 5.9 0.0 0.9

20人未満(n=238) 15.1 14.7 9.2 8.4 5.9 5.5 3.8 1.7 6.3

20～49人(n=301) 20.3 17.9 12.3 10.3 9.0 5.3 9.0 1.0 6.3

50～149人(n=376) 22.6 14.9 14.6 6.6 7.7 5.3 4.5 1.3 5.1

150人以上(n=362) 33.1 20.4 13.8 11.9 9.4 10.5 7.2 0.3 3.6

月

商

規

模

別

常

勤

従

業

員

規

模

別

※表中の網掛けについては以下の凡例を参照

青 全体+10ポイント以上 黄 全体+5～9.9ポイント グレー 全体-5.0～9.9ポイント 赤 全体-10ポイント以下
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添付資料 

－75－



ご
記
入

に
あ
た
っ

て
の

注
意
 

1
.
 
こ
の

調
査
票
は
、
会

社
（

支
社
）
の
代
表

者
、
も

し
く
は

そ
れ
に

準
ず
る
方
が
記

入
し
、
調
査

担
当
者
（
代
表

者
も
し

く

は
代

表
者
が
指
名
し

た
方
）

が
ご
確
認
の
上

、
ご
提

出
を
お
願

い
し
ま
す
。

 

2
.
 
こ
の

調
査
は
各
都
道

府
県
ビ

ル
メ
ン
テ
ナ
ン

ス
協
会

に
所
属
し

て
い
る
本
社
、
支
社
・
営

業
所
単

位
で
実

施
し
て
い
ま

す
。

本
社

で
の
ご
回
答
は

、
他
に

支
社
や
営
業
所

が
あ
る

場
合
、
そ

れ
ら
を
含
め
た

会
社
全

体
に
つ

い
て
お

答
え
く

だ
さ

い
。
 

3
.
 
「
本
社
」
の

方
は
全

て
の
設
問

に
ご

回
答
く

だ
さ
い

。
 

「
支
社
ま
た

は
営
業

所
」
の
方

は
、
【
本
社

の
方
の
み

回
答
】

マ
ー
ク
の
あ

る
設

問
に

つ
い
て
は

回
答
不
要

で
す
。

 

支
社
ま
た
は

営
業
所

内
の
み
の

内
容

（
金
額

や
人
数

等
）
に

つ
い
て

ご
回
答
く
だ
さ

い
。

 

4
.
 
主
に
「
ビ
ル

メ
ン
テ

ナ
ン
ス
業

務
」

に
つ
い

て
ご
回

答
い
た

だ
き
ま

す
。
下
記
分
類

に
し
た

が
っ
て
ご

回
答
く

だ
さ

い
。
 

■
ビ
ル

メ
ン
テ
ナ
ン
ス
業
務
に
含

ま
れ
る
も

の
 

一
般
清
掃

、
設
備
管
理
、

警
備
（
施
設
警
備
・
駐
車

場
警
備
の
み
）
、
省
エ
ネ
サ
ー
ビ
ス

、
空
気
環
境
測

定
、
水
質

検
査
、
貯
水
槽

清
掃
、
害
虫
防
除

、
空

調
ダ
ク
ト
清
掃
、
排
水
管
清
掃

、
サ
ー

ビ
ス
管
理
（
受

付
案
内
・
電
話
交
換
・
EV

運
転
な
ど
）
、
防

災
セ
ン

タ
ー
管
理

、
防
火
管
理

、
プ
ー

ル
監
視
、
ベ
ッ
ド
メ
イ

ク
、
マ
ン
シ
ョ
ン
管
理
、
建
物
・
設
備
の
補

修
、
雑

排
水
槽
の

清
掃
、
窓
ガ

ラ
ス
・
外

壁
洗
浄
、
そ
の
他
ビ
ル
メ
ン
テ
ナ
ン

ス
業
務
 

■
ビ
ル

メ
ン
テ
ナ
ン
ス
業
務
に
含

ま
れ
な
い

も
の
 

警
備
（

施
設
警
備
・
駐
車
場
警

備
以
外
）
、
ビ
ル

マ
ネ
ジ
メ

ン
ト
（
ビ
ル
経
営
業
務
の
代
行
）
、
リ
フ
ォ
ー
ム
工
事
、
介
護
サ
ー

ビ
ス
、

人
材
派
遣

、
清
掃
資
機

材
の
販
売
・
レ
ン

タ
ル
、
食
堂
・
給
食
サ
ー
ビ
ス
、
不
動
産
業

、
建
設
業
務

、
廃
棄

物
処
理
業

、
設
備
工
事

 

5
.
 
特
に
指
定
し

て
い
る

場
合
を
除

き
、

現
時
点

で
お
答

え
く
だ

さ
い
。

 

6
.
 
ご
記

入
の
際
、
文
字

は
楷
書

で
、
数
字
は
算

用
数
字

（
1
、
2
、

3
、
…
…

）
で
は
っ
き

り
と
ご

記
入
く
だ

さ
い
。

 

7
.
 
ご
不

明
な
質
問
や
、

回
答
が

困
難
な
質
問
は

、
空
欄

で
構
い
ま

せ
ん
。

 

8
.
 
調
査

票
に
会
社
名
を

記
入
す

る
必
要
は
あ
り

ま
せ
ん

。
回
答
結

果
は
厳
重
に
保

管
し
、

コ
ン
ピ

ュ
ー
タ

で
集
計

し
ま

す
。

個
々

の
回
答
が
漏
れ

て
ご
迷

惑
を
お
か
け
す

る
こ
と

は
ご
ざ
い

ま
せ
ん
。

 

9
.
 
調
査

票
の
内
容
等
に

つ
い
て

ご
質
問
・
お
問

い
合
わ

せ
が
あ
り

ま
し
た
ら
下
記

に
ご
連

絡
く
だ

さ
い
。

 

調
査

企
画

・
問

い
合

わ
せ

 
公

益
社

団
法

人
全
国

ビ
ル

メ
ン

テ
ナ

ン
ス

協
会

 

（
担

当
：
総

務
部
総

務
課

 
伊

林
、

関
内

）
 

 
 

 
 

電
話

 0
3
（

3
8
0
5
）

7
5
6
0
 

メ
ー

ル
<
i
n
f
o
@
j
-
b
m
a
.
o
r
.
j
p
>
 

 調
査

実
施

機
関

  
 株

式
会

社
 日

本
能

率
協

会
総

合
研
究

所
 
（

担
当

：
稲

富
、
冨

田
）
 

 
  

  
  

  
  

  
  
 
 
 
 
 
 
電
話

 
0
3
（
6
43

5
）
64

77
 
 
メ

ー
ル

 <
ka
z
uh

ik
o
_t

om
it
a
@j

ma
r.

co
.
jp

> 

 
 

 
 

（
上

記
欄
に
は

何
も
記

入
し

な
い

で
く
だ

さ
い
。
）
 

 

公
益

社
団
法

人
 
全
国

ビ
ル
メ

ン
テ

ナ
ン

ス
協
会

 

第
5
2
回

 
実

態
調

査
票

 
【
ビ

ル
メ
ン

テ
ナ
ン
ス

業
界

に
お

け
る

コ
ロ

ナ
禍
影

響
調

査
含

む
】

 

2
02

1
年

9
月

 
調
査

実
施
 

お
そ
れ
い
り

ま
す
が

、
以
下

に
つ
い

て
ご
協

力
を
お

願
い
申

し
上
げ

ま
す
。
 

①
 調

査
票
の
ご
記
入
が

終
わ
り

ま
し
た

ら
、
同

封
の
返

送
用
封
筒

に
入
れ
、

9
月

3
0
日
(
木
)
ま
で
に
ご
送

付
く
だ
さ
い

。
 

②
 イ

ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
で

の
回
答

も
可
能

で
す
。

イ
ン
タ

ー
ネ
ッ
ト

回
答
の
場
合
、

本
調
査

票
の
記

入
・
返

送
は
不

要
で

す
。

 

③
 郵

送
、
イ
ン

タ
ー
ネ
ッ

ト
回

答
の

い
ず

れ
の

場
合
も

、
本
調

査
票
に
同

封
し
て
い

る
『

は
が

き
』
に
所

属
協
会

と
貴
社

名

を
ご

記
入
の
上
、
切

手
を
貼

ら
ず
に

ご
投
函

く
だ
さ

い
（
回
収

率
確
認
の
た
め

で
す
）
。

 

↑
イ

ン
タ
ー
ネ

ッ
ト
回

答
は
こ

ち
ら

 

詳
し

く
は
裏
表

紙
参
照
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 回
実

態
調

査
（

本
社

及
び

支
社

・
営

業
所

）
/2

02
1 

2 

質
問

1
～

3
:

あ
な

た
の

会
社

の
基

礎
情

報
に

つ
い

て
 

質
問

1
 
あ

な
た
の

会
社
（

事
業
所
）
は
次

の
ど
ち
ら

に
当

た
る

か
お
聞
か

せ
く
だ

さ
い
。
（
1
つ
だ

け
○
印

）
 

 

 質
問

2
 
あ

な
た
の

会
社
（
支
社

ま
た
は
営

業
所
の
方
は
事
業

所
）
が
属

す
る
都

道
府
県

協
会
に

○
印
を
つ
け
て
く

だ
さ
い

。（
1
つ
だ
け
○
印
）

 

例
え

ば
、「

東
京

本
社
」
と
「
大

阪
本
社

」
の
よ

う
に

2
本
社
体
制

で
事
業
を
営

ん
で
い

る
場
合

な
ど
は

、
い
ず

れ
か

主
要
な

地
域
の

所
在

地
を

1
つ
選
択
し
て
く

だ
さ
い

。
 

 

 質
問

3
 
 
あ
な

た
の
会
社
（
支
社
ま

た
は
営
業

所
の
方

は
事
業
所

）
で
ビ

ル
メ
ン

テ
ナ
ン
ス

業
務

を
受
注

し
て
い

る
施
設

に
つ
い

て
お
伺
い

し

ま
す

。
当
て
は
ま
る

も
の
全

て
に
〇
を
つ
け

て
く
だ

さ
い
。（

い
く
つ
で

も
○
印
可
）

 

(
1
)
 
施
設
の

所
有
者

 

 

(
2
)
 
施
設
の

種
類
、

用
途
 

 

1
 
本

社
 
 

 
2
 

支
社
ま
た

は
営

業
所
（

事
業

所
）
等

 

1
 
 
北
海
道

 
 
 

 
1
1
 
長

野
県

 
 
 

 
2
1
 
石

川
県

 
 
 
 
3
1
 
鳥

取
県
 

 
 
4
1
 
長
崎

県
 

2
 
 
青
森
県

 
 
 

 
1
2
 
埼

玉
県

 
 
 

 
2
2
 
福

井
県

 
 
 
 
3
2
 
島

根
 
 

 
 
4
2
 
熊
本

県
 

3
 
 
宮
城
県

 
 
 

 
1
3
 
山

梨
県

 
 
 

 
2
3
 
岐

阜
県

 
 
 
 
3
3
 
岡

山
 
 

 
 
4
3
 
大
分

県
 

4
 
  
岩
手
県

 
 
 

 
1
4
 
茨

城
県

 
 
 

 
 
2
4
 
三
重
県
 

 
 
 
3
4
 
広

島
 
 

 
 
4
4
 
宮
崎

県
 

5
 
 
福
島
県

 
 
 

 
1
5
 
栃

木
県

 
 
 

 
2
5
 
京

都
 
 

 
 
 
3
5
 
山

口
県
 

 
 
4
5
 
鹿
児

島
県
 

6
 
 
山
形
県

 
 
 

 
1
6
 
千

葉
県

 
 
 

 
2
6
 
大

阪
 
 

 
 
 
3
6
 
香

川
 
 

 
 
4
6
 
佐
賀

県
 

7
 
 
秋
田
県

 
 
 

 
1
7
 
群

馬
県

 
 
 

 
2
7
 
兵

庫
 
 

 
 
 
3
7
 
愛

媛
 
 

 
 
4
7
 
沖
縄

県
 

8
 
 
東
京
 

 
 
 

 
1
8
 
静

岡
県

 
 
 

 
2
8
 
滋

賀
 
 

 
 
 
3
8
 
徳

島
 

9
 
 
神
奈
川

県
 
 
 
1
9
 
愛

知
 

 
 
 

 
 
2
9
 
奈
良
県
 

 
 
 
3
9
 
高

知
 

1
0
 
新
潟
県

 
 
 

 
2
0
 
富

山
県

 
 
 
 
 
  
 
30
 
和
歌
山
県

 
 
 
4
0
 
福

岡
県
 

1
 
国

の
保
有

施
設

 
 

 
 

4
 
民
間

企
業
の
保
有
施

設
 

2
 
地

方
自
治

体
の

保
有
施
設

 
 

 
5
 
そ
れ

以
外
の
施
設

 

3
 
独

立
行
政

法
人

の
保
有
施

設
 

1
 
官

公
庁
舎

、
自

治
体
庁
舎

、
役
場

施
設

 
 

7
 
公
園

、
競
技
場
、
ス

ポ
ー
ツ

施
設
 

2
 
事

務
所
、

オ
フ

ィ
ス
ビ
ル

 
 

 
8
 
駅
、

空
港
、
交
通
機

関
 

3
 
病

院
、
ク

リ
ニ

ッ
ク
等
医

療
施
設

 
 

9
 
デ
パ

ー
ト
、
シ
ョ
ッ

ピ
ン
グ

モ
ー
ル

、
商
業
施

設
 

4
 
介

護
、
療

養
施

設
  

 
 

1
0
 
ホ
テ

ル
、
旅

館
、

宿
泊
施

設
 

5
 
学

校
、
大

学
、

教
育
施
設

 
 

 
1
1
 
住
宅

、
マ
ン

シ
ョ

ン
、
居

住
施
設

 

6
 
劇

場
、
映

画
館

、
遊
戯
施

設
 
 

 
1
2
 
そ
れ

以
外
の

施
設
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 回
実

態
調

査
（

本
社

及
び

支
社

・
営

業
所

）
/2

02
1 

3 

質
問

4
～

5
:

あ
な

た
の

会
社

の
従

業
員

に
つ

い
て

 

質
問

4
 (
1
)
あ
な
た

の
会
社

（
支
社
ま

た
は
営
業
所
の
方

は
事
業
所
内
の
み

）
の
ビ
ル
メ

ン
テ
ナ
ン
ス

業
務
に
従
事
し

て
い
る

常
勤
従
業

員
数

に
つ

い
て
、
2
0
2
1
年

3
月

3
1
日
時

点
の
人
数

に
○

印
を
つ
け
て

く
だ
さ
い
。
（
1
つ
だ
け

○
印

）
 

※
常

勤
従
業
員

と
は
、

事
業

所
が

定
め
た

勤
務

時
間

の
す
べ

て
を
勤
務

し
て

い
る

「
フ
ル

タ
イ

ム
」

の
従
業

員
と
し
、

具
体

的
に
は
次
の

①
お

よ
び

②
の

 

い
ず

れ
の
要

件
も
満
た

す
従
業

員
と

し
ま

す
。（

た
だ
し

、
あ
く
ま

で
も

目
安
で
す
。

一
般

的
な
感
覚
で

ご
回

答
く

だ
さ

い
。）

 

①
雇

用
期
間
の

定
め

の
な
い
者
、

ま
た
は

1
年
以
上

雇
用
さ

れ
る
者

（
見
込
み

を
含
む

）
 

②
1
週

間
の
労

働
時
間
が

、
当
該

事
業
所
に

お
い
て
同

種
の
業

務
に

従
事

す
る
通

常
の

労
働

者
の

1
週
間
の
所

定
労

働
時

間
の

4
分
の

3
以

上
で
あ

る
者
 

 

(
2
)
あ

な
た
の

会
社
（
支
社
ま

た
は
営
業

所
の
方
は
事
業
所

）
の
従
業
員
の
過

不
足
状

況
を
お
答

え
く
だ

さ
い
。

 

（
①

、
②
、

③
の
そ

れ
ぞ
れ

1
つ
ず

つ
○
印
）

 

 

 (
3
) 
現
在
の

雇
用
環
境
は
従

業
員
を

募
集
し

や
す
い

環
境
で

す
か
？
（
1
つ
だ

け
○
印

）
 

 

 質
問

5
 
あ
な

た
の
会
社
（

支
社
ま
た
は
営

業
所
の
方

は
事
業
所

）
で

は
、
現

場
従
業

員
の
人

手
不
足
に
よ
る

経
営
へ
の

影
響
を

ど
の
程

度
 

感
じ

て
い
ま

す
か
?
（
1
つ
だ

け
○
印

）
 

 

  質
問

6
～

7
:

あ
な

た
の

会
社

の
売

上
に

つ
い

て
 

質
問

6
 
あ

な
た
の

会
社
（

支
社
ま
た
は
営

業
所
の
方

は
事
業
所
内
の
み

）
の

2
0
1
9
年
度
と

2
0
2
0
年

度
の
売
上
に
つ

い
て
、
金
額

を
 

百
万
円

単
位

で
ご

記
入
く

だ
さ
い

。
決
算
書
の
数

字
を
そ

の
ま
ま

書
い
て

い
た
だ

け
れ
ば

結
構

で
す
。

 

(
1
)
 
年
間
の
総
売
上

高
（
ビ
ル

メ
ン

テ
ナ
ン

ス
業
務

以
外
も

含
む
）

 

(
2
)
 
年
間
の
ビ
ル
メ

ン
テ
ナ
ン

ス
業

務
の
売

上
高
 

 
2
0
19

年
度
 

2
02
0
年
度
 

 
 

百
億
 

十
億
 

億
 

千
万
 

百
万
 

 
 

百
億
 

十
億
 

億
 

千
万
 

百
万
 

 

(1
) 

総
売
上
高
（
ビ
ル
メ
ン
テ

ナ
ン
ス
業
務
以
外
も
含
む
）
 

 
 

 
 

 
 

百
万

円
 

 
 

 
 

 
 

百
万

円
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

 
 

百
億
 

十
億
 

億
 

千
万
 

百
万
 

 
 

百
億
 

十
億
 

億
 

千
万
 

百
万
 

 

(2
) 
ビ
ル
メ
ン
テ
ナ
ン
ス
業
務

の
売
上
高
 

 
 

 
 

 
 

百
万

円
 

 
 

 
 

 
 

百
万

円
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

  
 

1
 
2
0
人
未
満
 
 
 

 
2
 

2
0
～
4
9
人
 
 
 

 
3
 
5
0
～
14

9
人
 

 
 
 
4
 
1
5
0
人
以
上
 

①
 

常
勤
従
業
員
 

 
 
 

1
 

不
足

 
 
 
2
 

や
や

不
足
 

 
 
3
 
適
正
 
 

 
4
 
や

や
過
剰

 
 
 
5
 
過
剰

 

②
 

パ
ー
ト
タ
イ
マ

ー
 
 

1
 

不
足

 
 
 
2
 

や
や

不
足
 

 
 
3
 
適
正
 
 
 
4
 
や

や
過
剰

 
 
 
5
 
過
剰

 

③
 

全
体
感
 
 
 

 
 
 

1
 

不
足

 
 
 
2
 

や
や

不
足
 
 

 
3
 
適
正
 
 

 
4
 
や

や
過
剰

 
 
 
5
 
過
剰

 

1
 
著

し
く
募

集
し

に
く
い
 

2
 
や

や
募
集

し
に
く

い
 
3
 

普
通
 
4
 
や
や

募
集
し

や
す
い

 
5
 
著

し
く
募

集
し
や

す
い

 

1 
非
常
に
感
じ
て
い
る
 
 2
 
や
や
感
じ
て
い
る
 
 3
 
ど
ち
ら
と
も
い
え
な
い
  

4 
あ
ま
り
感
じ
て
い
な
い
 
 5
 
全
く
感
じ
て
い
な
い
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質
問

7
 
あ

な
た
の

会
社
（

支
社
ま
た
は
営

業
所
の
方

は
事
業
所
内
の
み

）
で

は
、
今

年
度
（

2
0
2
1
年

度
）
の
ビ
ル
メ

ン
テ
ナ
ン
ス

業
務
の

 

売
上

を
ど
の

よ
う
に

見
通
し

て
い
ま

す
か
。（

1
つ
だ

け
○
印

）
 

 

 質
問

8
:

ビ
ル

メ
ン

テ
ナ

ン
ス

業
務

の
契

約
改

定
率

に
つ

い
て

 

質
問

8
 
 
あ
な

た
の
会
社
（

支
社
ま
た
は
営

業
所
の
方

は
事
業
所
内
の
み

）
の

2
0
2
1
年
度
ビ

ル
メ
ン
テ
ナ
ン

ス
業
務

に
お
け

る
契
約
改

定
率

（
消
費
税
を

含
む
継

続
物
件
契

約
額

の
対
前

年
度
比

増
加
率

）
は
新

規
契
約
分
を
除

き
何
％

上
昇
も
し

く
は
低

下
し

ま
し
た
か

。
 

官
公

庁
と
民

間
の
そ

れ
ぞ
れ

に
つ
い

て
、
既
に
契
約

締
結
済

の
案
件

の
み
ご
記

入
く

だ
さ
い
。

 

 
も

し
、
複

数
物
件

が
あ
る

場
合
は

、
合
計

値
の
比

較
で
ご

記
入
く
だ
さ
い
。

 

記
入

は
小
数

点
以
下

第
1
位

ま
で
と

し
、
契
約
金
額

が
減
っ

た
場
合

に
は
符
号

欄
に

△
を
ご
記

入
く
だ
さ
い
。

 

 2
0
2
1
年
度
 

ビ
ル
メ
ン
テ

ナ
ン
ス

業
務
の

 

契
約
改
定
率

（
消
費

税
を
含

む
）
 

(1
) 
官
公
庁
 

（
第

3
セ

ク
タ
ー
含
む
）
 

符
号

欄
（
マ

イ
ナ
ス
の

場
合
△

）
 

↓
 

 
 

 
.
 

 
％

 
 

 

 
 

 
 

 
 

 

(2
) 
民
間
 

符
号

欄
（
マ

イ
ナ
ス
の

場
合
△

）
 

↓
 

 
 

 
.
 

 
％

 
 

 

 
 

 
 

 
 

 

※
計
算
が
困
難
な
場
合
は
概
算
で
結
構
で
す
。
ご
不
明
な
場
合
は
空
欄
で
も
構
い
ま
せ
ん
。
 

質
問

9
～

1
0

:
あ

な
た

の
会

社
の

賃
金

に
つ

い
て

 

質
問

9
 
(
1
)
あ

な
た
の

会
社
（

支
社

ま
た
は
営

業
所
の
方
は
事
業

所
内
の
み

）
で
は
、
常
勤

従
業
員
（
年

齢
は

3
0
～
5
0
歳

程
度
、
業
務

の
中

核
を

担
う

人
材

と
し
て

想
定
）

を
中

途
採

用
で

募
集
す

る
と
き

に
、
平
均

基
準

内
賃

金
（
月
額

）
を

お
お

よ
そ

い
く

ら
に
し

て
い

ま
す

か
？

千
円
単

位
で
ご

記
入
く

だ
さ

い
。

 

 
3
0
～
50

歳
程
度
の
中

核
人
材

 

平
均

基
準
内

賃
金
（

月
額
）

 

 
 

十
万
 

万
 

千
 

 

一
般
清
掃
業
務
 

月
額

 
 

 
 

0
0
0
円
 

 
 

 
 

 
 

 
 

十
万
 

万
 

千
 

 

設
備
管
理
業
務
（
電
気
主

任
技
術
者
の
 

資
格

を
有
す
る
常
勤

従
業
員

）
 

月
額

 
 

 
 

0
0
0
円
 

 
 

 
 

 
 

 
 

十
万
 

万
 

千
 

 

警
備

業
務
 

月
額

 
 

 
 

0
0
0
円
 

 
 

 
 

 
 

(
2
) 
パ
ー
ト

タ
イ
マ
ー
の
時

給
は
、

お
お
よ

そ
い
く

ら
で
す

か
？

円
単
位

で
ご

記
入
く

だ
さ
い

。
 

 
 

千
 

百
 

十
 

一
 

 

パ
ー
ト
タ
イ
マ
ー
（
一
般
清
掃
）

 
時
給
 

 
 

 
 

円
 

 
 

 
 

 
 

 

 
 

千
 

百
 

十
 

一
 

 

パ
ー
ト
タ
イ
マ
ー
（
警
備
）
 

時
給
 

 
 

 
 

円
 

 
 

 
 

 
 

 

1
 
昨

年
度
を

大
き

く
上
回
る

 
 

 
4
 
昨
年

度
を
や
や
下
回

る
 

2
 
昨

年
度
を

や
や

上
回
る
 

 
 

5
 
昨
年

度
を
大
き
く
下

回
る
 

3
 
横

ば
い
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質
問

1
0
 
(1
)
【
本
社

の
方
の
み

回
答
】

あ
な

た
の
会

社
で
は

常
勤
の

現
場
従

業
員
に

対
し
て

、
本
年

度
に
定
昇
お
よ

び
ベ
ー

ス
ア
ッ

プ
を

 

行
い
ま
し
た

か
？
該

当
す
る
番

号
に

○
を
つ

け
て
く

だ
さ
い

。
（

1
つ
だ

け
○

印
）
 

＜
実

施
済
み

＞
 

1
 
定

昇
、

ベ
ー
ス

ア
ッ
プ

と
も
に
実

施
し
た

 

2
 
定

昇
の

み
実
施

し
た
 

3
 
ベ

ー
ス

ア
ッ
プ

の
み
実

施
し
た

 

＜
こ
れ
か
ら

実
施
す

る
予
定

＞
 

4
 
定

昇
、
ベ
ー
ス

ア
ッ
プ
と

も
に
実

施
す
る

予
定
 

5
 
定

昇
の
み
実
施

す
る
予
定

 

6
 
ベ

ー
ス
ア
ッ
プ

の
み
実
施

す
る
予

定
 

7
 
検
討
中

 
8
 
実

施
し
な

い
 

(
2
)
 
最
低
賃

金
に
つ

い
て
お

伺
い
し

ま
す
。

 

(
2
)-
1
 
昨
年

の
最
低

賃
金
の

改
定
に
伴
っ
て

、
賃
金

の
増
額
改

定
を
行
い
ま

し
た
か

？
（
1
つ

だ
け
○

印
）
 

 

(
2
)-
2
 
(2
)
-
1
で
「

1
 
増
額

改
定
を

行
っ
た

」
と
回

答
し
た
方

に
お

伺
い
し

ま
す
。

増
額
改

定
に
よ
る

コ
ス
ト
・
ア

ッ
プ
を

 

ど
の
よ
う
に

吸
収
し

ま
し
た
か

？
（

い
く
つ

で
も
○

印
可
）

 

 

  質
問

1
1
:

ビ
ル

メ
ン

テ
ナ

ン
ス

業
務

に
お

け
る

悩
み

ご
と

に
つ

い
て

 

質
問

1
1
 

【
本
社
の

方
の
み
回

答
】

あ
な

た
の
会

社
で
は

、
日

頃
の
ビ
ル

メ
ン
テ

ナ
ン
ス

業
務
を

通
じ
て

ど
の
よ

う
な
こ

と
に

悩
ん
で

 

い
ま

す
か
？

 

 
(
1
)
 
下
に
掲
げ
る
業

務
上
の
支

障
や

問
題
点

の
中
で

、
当
て

は
ま
る

も
の
が
あ
れ
ば

い
く
つ

で
も
○
を

つ
け
て

く
だ

さ
い
。
 

（
い

く
つ
で
も
○
印

可
）

 

(
2
)
 
ま
た
、

○
を
つ

け
た
も

の
の
う

ち
、
一

番
重
視

し
て
い

る
も
の

を
1
つ
選

ぶ
と
す

れ
ば

、
そ
れ
は

ど
れ
で

し
ょ
う

か
？
 

 
 

 
 

  
 に

そ
の
番
号

を
ご
記

入
く
だ

さ
い

。（
1
つ
だ
け

番
号

を
記
入

）
 

 

 
 

1
 
増

額
改
定

を
行

っ
た
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 
 
 
  
2
 

増
額
改

定
を
行

わ
な
か

っ
た
 

1
 
 
コ

ス
ト
・
ア
ッ
プ

を
吸
収

で
き
ず
利
益
が

減
っ
た

 
 
4
 

作
業
仕

様
を
減

免
し
て

も
ら
っ

て
吸
収
し
た

 

2
 
受

注
価
格

を
値

上
げ
し
て

吸
収
し

た
 
 

 
 
 

 
 
5
 

外
注
業

者
に
転

嫁
す
る

こ
と
に

よ
り
吸
収
し
た

 

3
 
合

理
化
で

作
業

効
率
を
向

上
さ
せ

て
吸
収

し
た
 
 
 
 
 
 
6
 

そ
の
他

(
具
体
的

に
：
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 

 
)
 

(
1
) 
1
  
現
場
従
業
員

が
集
ま
り

に
く

い
 

 
 

 
 
6
 
 
オ
ー
ナ

ー
に
対
し

て
契
約
料
金

の
交
渉
が

難
し
く

な
っ
て

い
る
 

2
 
専

門
技
術
者
の

確
保
が
難

し
い
 

 
 
 
 

7
 
 
価
格

競
争
が

激
し

い
た

め
に

収
益
率

が
落
ち

て
い
る
 

3
 
 
教

育
の
た

め
の
時

間
を
割

く
の
が

難
し
い

 
 

 
8
 
賃
金

上
昇
が
経
営
を

圧
迫
し

て
い
る

 

4
 
現

場
従
業
員
の

若
返
り
が

図
り
に

く
い
 

 
 

 
9
 
新
た

な
制
度
、
法
律

や
条
例

改
正
へ

の
対
応
が

難
し
い

 

5
 
 
現

場
管
理

者
が
育

ち
に
く

い
 
 

 
 
 

 
 

1
0
 
そ
の

他
 
(
具

体
的
に
：

 
 
 
 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 
 
)
 

 (
2
)
 

 
 
○
を
つ
け

た
も
の

か
ら
一

番
重
視

し
て
い

る
も
の

を
1
つ
選
ぶ
と
す

れ
ば
 

第
52

 回
実

態
調

査
（

本
社

及
び

支
社

・
営

業
所

）
/2

02
1 

6 

質
問

1
2
～

1
4
:

コ
ロ

ナ
禍

影
響

調
査

（
あ

な
た

の
会

社
の

業
務

状
況

に
つ

い
て

）
 

質
問

1
2
 
コ
ロ

ナ
禍
に

お
け
る

業
務
へ

の
影
響

に
つ
い

て
、
現

在
の
あ

な
た
の
会
社

の
状
況
に

当
て
は

ま
る
も
の

全
て
に

○
印
を

つ
け
て

 

く
だ
さ
い
。
（
い
く

つ
で
も

○
印
可
）

 

 

 質
問

1
3
 

コ
ロ

ナ
禍
に

お
い
て

全
国
ビ

ル
メ
ン

テ
ナ
ン

ス
協
会

に
期
待

す
る
支
援
策

で
、
当
て

は
ま
る

も
の
全
て

に
○
印

を
つ
け

て
 

く
だ

さ
い
。（

い
く
つ
で
も
○

印
可
）

 

 

 質
問

1
4
 

新
型

コ
ロ
ナ

ウ
イ
ル

ス
感
染

症
な
ど

注
目
す

べ
き
感

染
症
に

対
す
る
新
た

な
衛
生
（

管
理
）

業
務
の
確

立
を
目

的
と
し

た
、
 

感
染

予
防
対

策
衛
生

管
理
士

（
I
P
C
C
）

認
定
講

習
会
（

学
科
・

実
技
）

を
2
0
2
1
年
度
か

ら
ス
タ
ー

ト
し
て
い
ま

す
。
 

本
業

務
は
病

院
の
み

な
ら
ず

、
オ
フ

ィ
ス
や
ホ
テ
ル

等
あ
ら

ゆ
る
施
設
に
対
応

で
き

る
よ
う
計

画
・
準

備
し
て

い
ま
す

が
、

 

講
習

会
に
参

加
し
た

い
で
す

か
？
（

1
つ
だ
け

○
印
）

 

 

  
 

1
 
顧

客
の
休

業
・

事
業
縮
小

等
に
よ
り
仕
事

が
減
っ

て
い
る

、
も
し
く

は
無

く
な
っ

て
い
る

。
 

2
 
顧

客
よ
り

仕
様

削
減
・
減

額
等
の
要
請
が

あ
る
。

 

3
 
顧

客
よ
り

消
毒

・
殺
菌
業

務
等
の
追
加
要

請
が
あ

り
、
仕

事
が
増
え

て
い

る
。

 

4
 
仕

事
が
減

少
し

た
た
め
、

従
事
者
の
給
与

等
の
支

払
い
に

不
都
合
が

生
じ

て
い
る

。
 

5
 
仕

事
が
減

少
し

た
た
め
、

従
事
者
の
シ
フ

ト
調
整

が
困
難

に
な
っ
て

い
る

。
 

6
 
コ

ロ
ナ
感

染
へ

の
不
安
等

に
よ
り
、
従
事

者
の
確

保
が
困

難
に
な
っ

て
い

る
。

 

7
 
衛

生
用
品

等
の

物
資
確
保

に
苦
慮
し
て
い

る
。
 

8
 
従

事
者
の

感
染

防
止
に
苦

慮
し
て
い
る
。
（
規
則
や

マ
ニ

ュ
ア
ル
等

の
未
整

備
）

 

9
 
間

接
業
務

等
の

テ
レ
ワ
ー

ク
導
入
に
苦
慮

し
て
い

る
。
（
社

内
規
則

等
の
未

整
備
）

 

1
0
 
概
ね
業

務
へ
の

影
響
は

な
い
。

も
し
く

は
解
消

さ
れ
た
。

 

1
1
 
そ
の
他

（
具
体

的
に
：

 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

 
 
 

 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
  

）
 

1
 
企

業
経
営

に
資

す
る
情
報

提
供
（
補
助
金

・
助
成

金
、
税

制
措
置
等

）
 

2
 
技

術
的
な

情
報

提
供
（
国

等
の
ガ
イ
ド
ラ

イ
ン
、

マ
ニ
ュ

ア
ル
等
）

 

3
 
行

政
機
関

、
立

法
府
等
へ

の
陳
情
、
要
望

活
動
 

4
 
協

会
会
費

の
減

免
 

5
 
衛

生
用
品

等
の

購
入
ル
ー

ト
の
案
内

 

6
 
W
eb

セ
ミ

ナ
ー
の

実
施
、

e
ラ
ー

ニ
ン
グ

、
オ
ン

ラ
イ
ン
講

習
の
実
施
（
試

験
、
講

習
等
）

 

7
 
特

に
な
し

 

8
 
そ

の
他
（

具
体

的
に
：
 

 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 
 
 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 
 
 
 
）
 

1
 
参

加
し
た

い
 

2
 
参

加
し
な

い
 

3
 
わ

か
ら
な

い
 

－78－
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）
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1 

7 

質
問

1
5
～

1
7
:

全
国

ビ
ル

メ
ン

テ
ナ

ン
ス

協
会

へ
の

要
望

や
期

待
に

つ
い

て
 

質
問

1
5
 

全
国

協
会
が

運
営
す

る
ウ
ェ

ブ
サ
イ

ト
「
ビ

ル
メ
ン

W
E
B
」「

マ
イ
ペ

ー
ジ
」

等
の
コ

ン
テ
ン
ツ
と
し

て
、
期

待
す
る
も

の
 

全
て
に
○
印

を
つ
け

て
く
だ

さ
い
。
（
い
く

つ
で
も

○
印
可
）

 

 

 質
問

1
6
 

あ
な

た
の
会

社
が
全

国
協
会

会
員
と

し
て
期

待
す
る

「
会
員

メ
リ
ッ
ト
」

に
つ
い
て

、
ご
自

由
に
ご
記

入
く
だ

さ
い
。

 

 

 質
問

1
7
 

そ
の

他
で
全

国
ビ
ル

メ
ン
テ

ナ
ン
ス

協
会
へ

の
提
案
・
要
望
、
意

見
・
感
想
が

ご
ざ
い

ま
し
た

ら
、
ご
自

由
に
ご

記
入
く

だ
さ
い

。
 

 
こ
れ
で

全
部
の
質
問
が
終

わ
り
ま
し

た
。
お
忙

し
い
中

、
ご
協
力

い
た
だ
き
あ
り
が

と
う
ご

ざ
い
ま
し

た
。

 

★
本
調

査
は
匿
名

で
実
施

し
て
お
り

ま
す
。
そ

の
た
め

、
回
答
の

有
無
に
つ
い
て
、

同
封
の

ハ
ガ
キ
投

函
を
お

願
い
申
し

上
げ
ま
す
。

 

 

＜
情

報
コ
ン

テ
ン
ツ

＞
 

1
 
経

営
環
境

、
社

会
動
向
の

情
報
（
法
律
、

経
済
、

環
境
、

最
先
端
技

術
な

ど
）

 

2
 
ビ

ル
メ
ン

業
務

に
資
す
る

情
報
（
技
術
、

資
格
、

資
機
材

情
報
な
ど

）
 

3
 
同

業
他
社

の
事

例
情
報
（

経
営
者
・
従
事

者
イ
ン

タ
ビ
ュ

ー
な
ど
）

 

4
 
顧

客
の
情

報
（

発
注
者
ニ

ー
ズ
、
不
動
産

市
況
な

ど
）
 

5
 
全

国
協
会

、
都

道
府
県
協

会
の
活
動
情
報

 

＜
学

習
コ
ン

テ
ン
ツ

＞
 

6
 
経

営
者
層

向
け

学
習
コ
ン

テ
ン
ツ
 

7
 
管

理
者
層

向
け

学
習
コ
ン

テ
ン
ツ
 

8
 
ス

タ
ッ
フ

層
向

け
学
習
コ

ン
テ
ン
ツ

 

＜
機

能
・
ツ

ー
ル
＞

 

9
 
講

習
・
試

験
の

申
込
み
、

オ
ン
ラ
イ
ン
受

講
機
能

（
e
ラ
ー

ニ
ン
グ
）

 

1
0
 
資
格
管

理
機
能

（
保
有

資
格
の

期
限
確

認
、
更

新
手
続
な

ど
）
 

1
1
 
電
子
書

籍
の
閲

覧
機
能

（
テ
キ

ス
ト
、

マ
ニ
ュ

ア
ル
な
ど

）
 

1
2
 
動
画
・

音
声
視

聴
機
能

（
動
画

教
材
、

セ
ミ
ナ

ー
、
イ
ベ

ン
ト
リ
ポ
ー
ト

な
ど
）

 

1
3
 
e
コ
マ
ー
ス
機
能

（
物
品
等
の

購
入
、
レ
ン
タ

ル
）
 

1
4
 
発
注
者

と
の
マ

ッ
チ
ン

グ
機
能

 

1
5
 
グ
ル
ー

プ
ウ
ェ

ア
機
能

（
ス
ケ

ジ
ュ
ー

ル
管
理

、
業
務
報

告
な
ど
）

 

1
6
 
コ
ミ
ュ

ニ
ケ
ー

シ
ョ
ン

機
能
（

質
問
・

相
談
掲

示
板
、
ト

ー
ク
掲
示
板
な

ど
）
 

1
7
 
そ
の
他

（
具
体

的
に
：

 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

 
 
 

 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
  

）
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新たな
挑戦へ

ビルメ
ンテナ

ンスの

未来を
創る

詳細・最新情報はインターネットから
ビルメン  展示会

ビルメンヒューマンフェア
&クリーンEXPO事務局
一般社団法人日本能率協会　〒105-8522 東京都港区芝公園3-1-22

TEL 03-3434-1988

資料請求はこちら

国内最大級のビルメンテナンス専門商談展示会 次回開催決定

出展募集
受付中

2022

公益社団法人全国ビルメンテナンス協会 一般社団法人日本能率協会

一般財団法人建築物管理訓練センター／公益社団法人東京ビルメンテナンス協会

会期 l 会場 l

主催 l

共催 l

東京ビッグサイト 2022年10月26日水▶28日金 10:00～17:00 東展示棟

同時開催展
第5回

第4回

第5回

47

7



〒537-0021　大阪市東成区東中本3-10-14

16,110円

20,560円

18,230円

20,670円

19,710円

19,500円

17,490円

40,000円

27,500円

13,230円

17,950円

850円×12

オープン価格

オープン価格

オープン価格

オープン価格

オープン価格

15D：210,000円
17D：252,000円

オープン価格

オープン価格

ドクター30Ⅱ　（18L）

セミコート エコゴールド
（18L)

エクスプレス (18L)

高密着ハイグロスAg（18L）

Tel.　06-6973-9170

製　　品　　名 特　　　　　　　　　　　　長

ストライドVS 快適プラス
(18L)

スーパーコアＵ レジェンド
(18L)

プログロス 光沢プラス
(18L）

価 格（税 別）

URL　http://www.penguinwax.co.jp/

オールウェイBP-150LiⅡ

トイレクリーナーＥＸ
　（800ml）

セイバー深洗力 （18L）

セイバー即洗力 （18L）

リスペクト （18L）

SC351

My16B

イノベーター15D・17D

オールウェイ BP-90Li

オールウェイBP-130LiⅢ

オールウェイ F-30Li

エアースクープ-J

・半樹脂タイプで、洗浄性に優れ、中性ハクリ剤「フェアリーン」で除去す
ることができます。リンや環境ホルモンに該当する物質を一切含みません。

・ハンドルが折りたためるコンパクトな自動床洗浄機。
・260Wの強力なブラシモーターと27kgのパッド圧で、高い洗浄効果を発揮！

・バッテリー式自動床洗浄機（手動式）
・パッドサイズ：16インチ（410mm）

・高性能・ハイパワーポリッシャーシリーズ。 ・高トルクでハードフロア
の剥離・洗浄はもちろん、カーペット洗浄などにも使用できます。

・リチウムイオンバッテリー搭載の高性能9インチコードレスポリッ
シャー。
伸縮ハンドル採用で、階段はもちろん、比較的狭い場所の洗浄作業にも最適
です。

・リチウムイオンバッテリー搭載のコンパクト13インチコードレスポリッ
シャー
・パッドサイズ：13インチ（330mm）　　・連続作動時間：120分（最大）

・リチウムイオンバッテリー搭載の高性能15 インチコードレスポリッ
シャー
・パッドサイズ：15 インチ（380mm） ・連続稼動時間：40分～90分

・非塩酸系スルファミン酸配合、高い溶解力と低刺激、塩酸特有の金属を腐
食させるガスの発生がありません。PRTR法、労安法などの法規制にも対応。

・樹脂ワックスの塗膜表面に浸透し、汚れた樹脂塗膜表面層が溶解除去でき
る浸透型アルカリ洗剤。 ・除菌剤配合により清潔な環境を実現します。

・速効浸透剤SPA18の作用で素早く汚れを分解。 ・イオン成分が床に残るの
で、水拭き時の拭き上げがし易く、さらっとした仕上がり。

・素早く浸透して樹脂塗膜を強力に溶解する、絶妙に溶剤を配合したハクリ
剤。 ・はじきにくく、均一な濡れ広がり。乾燥防止成分で乾きにくく、樹
脂塗膜により長く作用します。

・最強のハクリ性能、樹脂塗膜に素早く浸透し、溶解させます。ハジキやよ
れのない優れた濡れ性、サラサラ汚水＆低臭で作業性も良好です。

・圧倒的な作業効率を発揮するコードレスウェットバキューム。60分の急速
充電で、MAX連続稼働時間90分を実現しました。

・従来から評価の高いエアースクープ（コード式）がフルモデルチェンジ。
従来機に比べ、9.2kgの軽量化ボディー。移動や作業中の取り回しが大変楽
になりました。

問
合
先

ペンギンワックス株式会社

・クォークポリマーをさらに追求した高性能樹脂ワックス。 ・従来品より
樹脂固形分を5% 増量することでさらに初期光沢、耐久性がアップしまし
た。

・抜群の乾燥性能と優れた耐久性を持った樹脂ワックス。 ・造膜性に優
れ、冬場（低温・低湿）に起きやすいパウダリングのリスクを低減します。

・耐水性、耐密着性に優れた新しい樹脂原料を採用。UV加工床材やノンワッ
クスシートなどの耐久防汚加工床材にも対応する優れた密着性を実現。

・深みのある光沢質感と耐摩耗性がさらに向上！ ・塗りやすくて軽いモッ
プさばき。　・歩行時に滑りにくくて突っかからない、最適なグリップ感。

・高濃度25％による膜厚感と透明感を両立させた高い光沢質感。 ・ポリ
マー成分の粒子サイズを調整し粘度を下げ、モップさばきを軽くしました。

・1994年発売のロングセラーワックス。 ・耐摩耗性・耐ヒールマーク性・
光沢持続性がさらに向上し、深みのある落ち着いた光沢質感で、様々な色合
いの床材に幅広く対応。

スーパーコアBbⅡ (18L)



〒104-0061　東京都江東区新砂1-13-5 山崎産業東京総合ｾﾝﾀｰﾋﾞﾙ４F

ｵｰﾌﾟﾝ価格

ｵｰﾌﾟﾝ価格

ｵｰﾌﾟﾝ価格

回収用 \72,600
補充用 \101,700

¥3,000

S/\2,100 L/\2,400 伸縮/￥3,400

ｵｰﾌﾟﾝ価格

60cm/￥2,600
45cm/￥2,450

¥7,100

60cm/￥750
45cm/￥570

¥7,500

F60　￥3,200
N60  \ 2,100

¥35,000

¥78,000

ｵｰﾌﾟﾝ価格

￥33,600/㎡

￥24,200/㎡

ｵｰﾌﾟﾝ価格

BL-Y1 \6,700
BL-Y2 \8,900

¥136,500

ﾌﾟﾛﾃｯｸ　ﾏｲｸﾛｸﾛｽ3Dｷｬｯﾁ
60/45

ｺﾝﾄﾞﾙ　あみ糸ﾗｰｸﾞ＃8

ﾌﾟﾛﾃｯｸ ﾌﾘｰﾊﾝﾄﾞﾙ
ﾀｯﾁﾜﾝ　ｱﾙﾐS/L/伸縮柄

ｺﾝﾄﾞﾙ消臭液
ﾌﾚｯｼｭﾌﾞﾘｰｽﾞ（4ℓ）

Tel.　03-5677-3402

製　　品　　名 特　　　　　　　　　　　　長

ｺﾝﾄﾞﾙC感染対策用品

IoT温度管理ｼｽﾃﾑ
IoT環境測定ｼｽﾃﾑ

IoTﾘｻｲｸﾙﾎﾞｯｸｽ管理・
ﾄｲﾚ管理ｼｽﾃﾑ

価 格（税 別）

mailto:　info2@yamazaki-sangyo.co.jp

URL　http://www.yamazaki-sangyo.co.jp/

ｺﾝﾄﾞﾙﾊﾞｷｭｰﾑｸﾘｰﾅｰ
CVC-301X

ﾌﾟﾛﾃｯｸ ｽﾚﾝﾀﾞｰﾗｰｸﾞF60ﾀｸﾞ付
ﾌﾟﾛﾃｯｸ ｽﾚﾝﾀﾞｰﾗｰｸﾞN60ﾀｸﾞ付

ﾌﾟﾛﾃｯｸ　ｽﾚﾝﾀﾞｰﾓｯﾌﾟ60

ﾌﾟﾛﾃｯｸ　ｳｴｯﾄｼｰﾄ60/45

ﾌﾟﾛﾃｯｸ　ﾀﾞｽﾀｰﾓｯﾌﾟﾈｵｽ60

傘滴取りHD

ﾊﾞｹﾞｯｼﾞﾗｯｸ　BL-Y1
ﾊﾞｹﾞｯｼﾞﾗｯｸ　BL-Y2

充電ポールCCP-2

ｺﾝﾄﾞﾙｵｰﾄﾏﾁｯｸｽｸﾗﾊﾞｰ
CSA-17BX-S

ｺﾝﾄﾞﾙｳｴｯﾄﾊﾞｷｭｰﾑｸﾘｰﾅｰ
WS-15

雨天用超吸水ﾏｯﾄ

ﾛﾝｽﾃｯﾌﾟﾏｯﾄ ﾀﾌ5500

洗濯後がからみにくい編み込糸。ﾏｲｸﾛﾌｧｲﾊﾞｰ配合で汚れのかき取り力も
ｱｯﾌﾟ！

傘を数回振るだけで雨滴を超吸水。傘袋削減につながる新ｱｲﾃﾑ。

ﾎﾃﾙのｴﾝﾄﾗﾝｽや客室での荷物置きに使用できます。

電気工事不要でモバイル機器の充電サービスを提供できます。
100Vコンセントに挿すだけで簡単に設置できます。

ｺﾝﾊﾟｸﾄで取り回しの良さとﾒﾝﾃﾅﾝｽ性をあわせ持つ17ｲﾝﾁの床洗浄機。
充電器内蔵式で手間を軽減。

汚水をｽﾑｰｽﾞに回収。ｺﾝﾊﾟｸﾄで扱いやすいｳｴｯﾄﾊﾞｷｭｰﾑｸﾘｰﾅｰ。

音が気になる場所での使用に適した静音ﾀｲﾌﾟのｸﾘｰﾅｰ。

埃保持力が大幅ｱｯﾌﾟ！広範囲の湿り拭きに適した高機能ﾓｯﾌﾟ糸。5色ﾀｸﾞ
付。
上記製品のﾌﾚﾝｼﾞなしのｽﾀﾝﾀﾞｰﾄﾞﾀｲﾌﾟ。5色ﾀｸﾞ付。

低重心薄型ﾀｲﾌﾟのｽﾚﾝﾀﾞｰﾗｰｸﾞ用ﾓｯﾌﾟ。ﾊﾝﾄﾞﾙﾛｯｸ機構付で直進安定性があ
ります。又、ｻｲｽﾞが45、60、90の3ｻｲｽﾞでBL、G、W、Y、Rの5色ありま
す。

取り出してさっと水拭きが可能。小規模店舗やｵﾌｨｽ床清掃に最適です。

低重心薄型ﾀｲﾌﾟのﾀﾞｽﾀｰﾓｯﾌﾟ。ﾌﾟﾚｰﾄ形状は隅まで作業しやすい台形。
又、ｻｲｽﾞが45、60、90、120、150の5ｻｲｽﾞでBL、G、W、Y、Rの5色ありま
す。

着塵率を高める立体構造及び耐久性を持たせる為、網状シートを挿入。
表面の凹凸により設置面積が小さくなり、操作性が非常に軽くなりま
す。

雨や雪解け水に負けない超吸水力＆保持力を持った雨天専用ﾏｯﾄ。１㎡当
たり約3.5ℓの吸水力です。

耐久性に優れた最高級のﾏｯﾄ。
2種類の太い繊維でへたりにくく丈夫。又、高密度ﾊﾟｲﾙでｿﾌﾄな歩行感。

問
合
先

山崎産業株式会社　第二営業本部

IoTｾﾝｻｰを用いたｺﾞﾐ回収の巡回作業の効率化、省力化等をご提案いたし
ます。

軽い力でﾍｯﾄﾞを脱着できる新機構を採用。5色対応のｽﾏｰﾄなﾊﾝﾄﾞﾙ。

とうもろこし由来の天然成分と活性剤の働きでさまざまな臭いを瞬時に
消臭。
衣料・空間・靴の臭いを簡単に消臭及び除菌・ｳｲﾙｽ除去が可能です。

ﾎﾃﾙの客室内や廊下等、ｽﾍﾟｰｽが取れない場所でも作業がしやすいｽﾘﾑなﾃﾞ
ｻﾞｲﾝ

衛生ﾏｽｸ、ﾌｪｲｽｼｰﾙﾄﾞ、ﾎﾟﾘｶﾞｳﾝ、ｼｭｰｽﾞｶﾊﾞｰ、使い捨て手袋等衛生管理対
策用品をご提案いたします。

HACCP管理で必要な冷蔵庫の温度管理や、温度・湿度・CO2測定管理ｼｽﾃﾑ
をご提案いたします。

客室ｶｰﾄ　回収用/補充用



〒105-0001　東京都港区虎ノ門3-2-2　30 森ビル

お問合わせください

お問合わせください

お問合わせください

お問合わせください

お問合わせください

お問合わせください

お問合わせください

お問合わせください

お問合わせください

お問合わせください

お問合わせください

お問合わせください

お問合わせください

お問合わせください

お問合わせください

お問合わせください

お問合わせください

お問合わせください

お問合わせください

お問合わせください

フィルターディップ

フィルターゾル

ストールSTシリーズ

ストール２号

Tel.　03-3459-0051

製　　品　　名 特　　　　　　　　　　　　長

グリストル

ジョーカルLP-S

ジョーカル

価 格（税 別）

URL　http://www.nihonjouka.co.jp/

レジオパージ

NEWバックス30

スライムフラッシュ2号

スライムフラッシュ1号

フィルターディップAL

水質分析部門

オイルフラッシュ

ラストリンシリーズ

ラストガードシリーズ

レジオブロック

ラストフラッシュ

FRPクリーナー

換気扇、厨房器具用洗浄剤。油汚れ・ホコリ等希釈又は原液にて噴霧し
ふき取り。

飲料水分析・レジオネラ属菌分析・各種水質分析。

鉱物油等油分除去洗浄剤。給水管の機械油除去剤。

給水用防錆剤。上水や給湯の赤水の防止剤。（厚生労働省認可）

開放・密閉系空調機器配管用防錆・防食剤。

冷却塔用複合水処理剤。レジオネラ菌の除去、防食、防垢、殺藻に効
果。（抗レジオネラ水処理協議会登録品）

冷却塔用レジオネラ属菌の即効性除菌剤。（抗レジオネラ水処理協議会
登録品）

小型冷却塔の総合水処理剤。レジオネラ属菌対応のパック剤。

冷却塔配管洗浄剤。配管内スケール除去。中和剤使用。
（医薬用外劇物）

冷却塔配管洗浄剤。レジオネラ属菌や藻、サビの除去に効果あり。（医
薬用外劇物）

アルミフィン業務用洗浄剤。希釈し噴霧してすすぎ洗い。

グリスフィルター等業務用洗浄剤。油汚れ・ホコリ等を強力に落とす。
希釈し浸漬する。その後十分にすすぎ洗い。

給水管洗浄剤。給水管内の赤錆・藻・カビなどの除去剤。（医薬用外劇
物）

貯水槽洗浄剤。FRP 製の貯水槽内の赤錆・藻等の汚れ落し。主成分は食
品添加物ですので安心です。

問
合
先

日本滌化化学株式会社

排水管の化学洗浄剤。台所・洗面・浴槽等の排水管の詰りを解決する洗
浄剤。（医薬用外劇物）

尿石防止剤。男性用小便器に置いておき、流水とともに薬剤が溶解して
尿石が付着するのを防止する。

尿石除去剤。男性用小便器の尿石スケールを溶かす洗浄剤。

尿石除去剤。男性用小便器の尿石スケールを溶かす強力洗浄剤。
（医薬用外劇物）

油脂、スカム類の洗浄剤。グリストラップや排水溝の油脂・スカム・食
物屑等を分解します。希釈して使用し、水またはお湯で十分に洗い流し
てください。（医薬用外劇物）

排水管の化学洗浄剤。台所・洗面・浴槽の排水管の詰りや臭気を解決す
る洗浄剤。液体タイプ。殺菌成分配合。

ストール1号



〒532-0011　大阪市淀川区西中島5-7-14　大京ビル409

3,000円／ｍ

1,600円／ｍ

2,500円／セット

2,200円／ｍ

2,200円／ｍ

1,950円／ｍ

1,950円／ｍ

1,600円／本

2,000円／ｍ

1,500円／ｍ

189,000円／ｍ

30,000円／個

40,000円／セット

495円／個

5,500円／本

エコワイヤーシステム

エコクリップ

バードヘイト　TUBE

Tel.　06-6195-8020

製　　品　　名 特　　　　　　　　　　　　長

エコピックE4

価 格（税 別）

mailto:　selltd@zb3.so-net.ne.jp

URL　http://www.uuds.jp

バードワイヤーシステム
ナイロンコートステンレスワイヤーをステンレスポールで簡単に設置で
きる

エコピックバードアウトⅡ 周期的に電気震動波と電気ショックを発生させ確実に防鳥

ビジョントラップ

問
合
先

有限会社エスイーエル

エコピックは基本に忠実な対策による鳥害防止で世界38カ国以上におい
て長年の実績と信頼を得ております

SI（スチールイノックス）素材で雨樋、パラボラアンテナ等に接着剤不
要で取付

有効巾100mm、ピン：ステンレススチール、ベース：ポリカーポネイト、
310mm 長

耐久性に優れ長期にわたり活躍　19mm角、28mm角、50mm角

有効巾55mm、ピン：スチールイノックス、ベース：ポリカーポネイト、
310mm 長

有効巾140mm、ピン：ステンレススチール、ベース：ポリカーポネイト、
330mm 長

バードネット

ウルトラ1 SI

ウルトラ2 SI
有効巾100mm、ピン：スチールイノックス、ベース：ポリカーポネイト、
310mm 長

エコピックE5NL
有効巾60、30、3mmに調節可能のステンレスピン、ベース：ASA、510mm
長

エコピックキット DIY用として1m分を接着剤とセット、250㎜×4本

ウルトラ1
有効巾55mm、ピン：ステンレススチール、ベース：ポリカーポネイト、
310mm 長

ウルトラ2

ステンレススチールワイヤーを2段で設置し鳥の飛来着地を防ぎます

収納時の厚さ20mmの鳩用捕獲ケージ

バードヘイト ペーストタイプの飛来防止剤。ポリカーケース入りで設置簡単

ベランダ用ネットキット 目立たず美観を損ねることなく日曜大工で簡単に設置できるキット

トレイやテープの上に絞り出して設置する　250g



〒130-0026　東京都墨田区両国1-12-10

お問い合わせください

お問い合わせください

お問い合わせください

お問い合わせください

お問い合わせください

お問い合わせください

お問い合わせください

お問い合わせください

お問い合わせください

お問い合わせください

お問い合わせください

お問い合わせください

お問い合わせください

お問い合わせください

お問い合わせください

お問い合わせください

お問い合わせください

お問い合わせください

お問い合わせください

お問い合わせください

ピーピースカット
日常の定期的な使用によって排水管のトラブルを未然に防ぐと同時に
除菌・消臭効果も備え、大変衛生的です。劇物に指定されず、環境に
も配慮しました。

和協産業株式会社 問
合
先

Tel.　03-5638-2051

URL　https://www.wakyo.co.jp

mailto:　info@wakyo.co.jp

製　　品　　名 特　　　　　　　　　　　　長 価 格（税 別）

ピーピースルーK
流しや洗面所などの排水パイプのつまりや悪臭を化学反応の力によっ
て解消し、スムーズな流れと除菌作用の優れた効果があります。

デオライトSP
トイレの排水管のつまりや悪臭の原因となる尿石、黄ばみを溶解、除
去します。特殊防錆剤を配合しており、金属面の腐食を防ぎます。

デオライトL
尿石を素早く溶解除去して、頑固な詰まりや悪臭を解消します。劇物
に指定されない、環境への影響にも配慮した製品です。

サニットクールカプセル
シリーズ

小便器に付着する尿石を防止するカプセルです。便器の形状に合わせ
て各種タイプをご用意しています。

トイレクリーナー
トイレの汚れやタイルの目地の洗浄に優れたクリーナーです。粘着性
と軽い泡立ちで汚れや黄ばみがラクに落とすことができます。

デオライトC
トイレ・タイル用の刺激や腐食性の低い洗浄剤です。発泡して汚れを
浮き立たせ、簡単に汚れが落ちます。除菌効果があり、さわやかな仕
上がりです。

スカラストD
クーリングタワー内の熱効率の低下、汚濁、悪臭の原因であるスライ
ムや水あかを短時間で分解して分散、除去する洗浄剤です。

ハイスカット
貯水槽内部に付着したカルシウムやマンガンなどのスケールを溶解剥
離する特殊な洗浄剤です。

フィンクリーナーN
冷暖房設備の熱交換用フィンの外面やフィルターに付着した塵埃やが
んこな油汚れを短時間で洗浄できます。

レジトルモンW
クーリングタワーに発生する腐食、スケール、スライムを防止する
パッケージタイプの水処理剤です。特にレジオネラ属菌に対する殺菌
効果が優れています。

サニットグリルG
グリスフィルターに付着した、極めて難溶な油脂タンパク質類をスッ
キリと落とす、濃縮強力型の専用洗浄剤です。

サニットグリルS
排気ダクト、フード、換気扇などの動物性、植物性、鉱物性を問わ
ず、厨房すべての油汚れの除去に優れた洗浄剤です。

サニットクリーナー
厨房内の床油汚れ専用洗浄・消毒剤です。強力な洗浄力と除菌・脱臭
力を兼ね備えています。

バスパクロールG・T
入浴施設の浴槽水専用の塩素剤です。日常的な衛生管理と、浴槽内や
壁、床、天井などに付着した汚れやヌメリなども取り除きます。

バスパエース
浴槽・循環配管洗浄剤です。配管内に付着した湯あか、スライムなど
を剥離、分散、分解し、除菌、消臭作用も有します。

バスパエース. スーパー
循環式浴槽の配管内に付着したレジオネラ属菌の温床になるバイオ
フィルムを分解、除去する強力な洗浄剤です。

バスパクール
ジェットバス、ジャグジーの浴槽や配管内に付着するスライム系の汚
れ除去に最適です。

タイルクリーナー
浴室内のタイルに付着する湯あか、せっけんカスを素早く溶解、除去
する強力な洗浄剤です。

マルチクリーナー
換気扇や身の回りに付着した油脂類、煙草のやになどの汚れをしっか
りと落とす洗浄剤です。表面の素材を傷めず、ソフトな使用感です。



〒339-0044　さいたま市岩槻区真福寺296-2

お問い合わせください

お問い合わせください

お問い合わせください

お問い合わせください

お問い合わせください

お問い合わせください

お問い合わせください

〒143-6565　東京都大田区平和島6-1-1　TRCアネックスビル

月額1,138円～

お問合せください

お問合せください

お問合せください

お問合せください

お問合せください

お問合せください

お問合せください

URL　http://www.measure-system.co.jp/
問
合
先

株式会社メジャーシステム

月次点検・年次点検・臨時点検・事故応動

Tel.　048-798-7144

製　　品　　名 特　　　　　　　　　　　　長

保安管理業務

価 格（税 別）

mailto:　info@ms-mail.jp

企画開発業務
FA ソフトウェアの開発・設備常時監視のネットワークの構築・試験装
置の開発

届出申請業務
工事計画届出・保安規程届出・主任技術者の届出・電力会社への申込
み・各種届出書作成

自主検査業務
外観検査・接地抵抗測定・絶縁耐力試験（特高・高圧）・保護継電器
動作特性試験・総合シーケンス試験・使用前安全管理審査対応

定期点検業務
受変電設備点検・清掃業務・各種機器点検・保護継電器動作特性試
験・接地抵抗測定・絶縁抵抗測定・総合シーケンス試験・その他各種
試験

電気設備工事業務 特高・高圧受変電設備工事・電気計装工事・空調設備工事・配電盤改

技術・測定試験業務 高調波測定・各種電力測定・熱画像写真診断・保護具、防具耐圧試験

Tel.　03-3767-6852

URL　https://kyoei.co.jp/

mailto:　eikai@kyoei.co.jp

製　　品　　名 特　　　　　　　　　　　　長 価 格（税 別）

協栄産業株式会社　ICT事業開発室 問
合
先

清掃点検支援ツール
「KBL/Kit-C1」

清掃インスペクション業務をタブレット活用で効率化/省人化！ 全国
ビルメンテナンス協会の「清掃管理業務インスペクションガイドブッ
ク」に準拠した点検項目、帳票テンプレートを標準搭載。現在お使い
の点検帳票を元に点検項目を作成することも可能です。

設備点検支援ツール
「KBL/Kit-S2」

図面に直接点検箇所を指定することでタブレット利用に不安がある作
業者でも直観的に点検業務が行えます。点検箇所／項目の指定はPC側
から簡単に設定可能です。

太陽光発電遠隔監視サービス
「SeeSO（シーソー）」

無人の太陽発電所の発電監視、亜道灌氏をクラウドでご提供します。

床下設備点検ロボット「エ
ニーライト」

世界最小クラスの床下点検ロボット。人間が入ることの難しい家屋等
の床下やカビ・埃・湿気・有毒ガス等の人体に悪影響を及ぼす環境下
での調査等が可能。

床下点検支援ツール
「KBL/Kit-H2A」

上記エニーライトと連動して使用する床下点検作業の支援ツール。タ
ブレットでエニーライトを遠隔操縦・操作し、カメラ撮影した画像な
どに手書きの情報などを加えることが可能。点検データはクラウド上
で保存ができ、報告書作成などの業務効率化に繋がります。

太陽光発電自家消費型システ
ム

カーボンフォーム蓄電池と連携した太陽光発電の自家消費システムを
ご提案いたします。

クラウド型エネルギーマネジ
メントシステム「SmartSeeeco
（スマートシーコ）」

中小規模のビル、店舗の見える化、デマンド監視／制御をクラウドに
てご提供。専門管理者の常駐が不要で既設建物への後付工事も容易で
す。

O＆M事業者向け点検効率化シ
ステム「SeeSO Pit」

太陽光発電所での機器点検作業をタブレットを活用し効率化、点検報
告書作成までの時間短縮を実現。サーモカメラなどの外部機器との連
携による素早い異常地点の把握などでお客様の業務効率化に寄与しま
す。



〒213-0006　神奈川県川崎市高津区下野毛1丁目8番28号

280,000円

60,000円

46,000円

20,000円

98,000円

190,000円

5,500円

2,000円

10,000円

〒252-1195　神奈川県綾瀬市深谷中8-8-6

270,000 円

　気体採取器セット
　　　　　　  20,000円～
　気体検知管　 2,000円～

105,000 円

各2,700 円
ホルムアルデヒド検知管
91P/91PL

自動ガス採取装置を用いて測定する検知管です。91Pと91PLは「建築物
衛生法」で「厚生労働大臣が別に指定する測定器」の指定を受けてい
ます。

一酸化炭素・二酸化炭素測定器
CMCD-200

ビル・オフィス内のCO・CO2を迅速に正確に測定できます。小型・軽量
でわずか600g です。省エネスイッチで電池の節約が可能です。

検知管式気体測定器
検知管式気体測定器は検知管を気体採取器（ポンプ）に取り付け、気
体採取器のハンドルを引いて気体を吸引後、検知管の目盛を読み取る
シンプルな測定方法です。

自動ガス採取装置
GSP-300FT-2

ホルムアルデヒド検知管　91Pと91PLが使用可能な自動ガス採取装置で
す。高負荷でも安定した吸引力で、しかも静音設計です。ビル・オ
フィス内の空気環境測定等にご利用いただけます。

Tel.　0467-79-3911

URL　http://www.gastec.co.jp/

mailto:　webadmin@gastec.co.jp

製　　品　　名 特　　　　　　　　　　　　長 価 格（税 別）

株式会社ガステック 問
合
先

Tel.　044-833-8900

URL　https://www.komyokk.co.jp/

mailto:　qa@komyokk.co.jp

製　　品　　名 特　　　　　　　　　　　　長 価 格（税 別）

光明理化学工業株式会社 問
合
先

室内環境モニター
UM-400

幅広い測定レンジで、ビルディング等の室内環境測定に最適。1台で一
酸化炭素、二酸化炭素、温湿度の測定が可能。小型・軽量で持ち運び
に便利です。

北川式ガス採取器
AP-20

ガス検知管用の試料ガス採取器。微量ガス濃度を短時間（1～数分）で
測定することができます。

エアーサンプリングポンプ
ASP-1200

捕集管から検知管まで幅広くサンプリング可能。フローセンサーを搭
載、瞬時流量、積算流量をデジタル表示。作業環境等の有害物質のサ
ンプリングに適しています。

スモークジェネレーター
SG-1

腐食性・刺激性のない白煙で空気の流れを見える化！換気・給排気・
ドラフト・ダクト等の確認・検査や、アスベスト解体現場等でも使用
できます。成分：プロピレングリコール、グリセリン

PM2.5テスター
PMT-2500

空気環境中の微小粒子状物質(PM2.5)を簡易測定するテスターです。3
段階の濃度上昇に応じ3色の警告ランプを点灯。記録データをパソコン
で読み出しもできます。

DNPHアクティブカートリッジ
815H型

空気中のホルムアルデヒド、アセトアルデヒド、アセトン等の捕集分
析用。低ブランクで捕集後の安定性も良好。圧力損失が小さく、エ
アーサンプリングポンプを選びません。

ダブルサンプリングポンプ
TWP-1

2台のサンプリングポンプを1台に凝縮。種類の異なる検知管・捕集管
等を同時にサンプリング可能。左右それぞれ10種類の測定条件を登録
可能。2台分の機能で約700g。

ホルムアルデヒド検知管
710型/713型

厚生労働大臣の指定を受けたホルムアルデヒド検知管710型(指定番号
1502)及び713型(指定番号2702)。ASP-1200,TWP-1と併せてご使用くだ
さい。

球状活性炭捕集管
800EC(二層)型/800SC(一層)型

作業環境、室内環境、大気環境分野での有機溶剤蒸気の捕集用。脱着
率・回収率ともに高く、また不純物は少なく、低ブランク。



〒100-0004 東京都千代田区大手町１－２－１　三井物産ビル１５階

お問い合わせください

お問い合わせください

お問い合わせください

無料

〒101-0062 東京都千代田区神田駿河台3-6-1

25,000円/㎏
（1箱50g×20錠）

8,000円/㎏
（荷姿20kgBIB）

1,570円/㎏
（荷姿10㎏ポリ缶）

2,000円/㎏
（荷姿４㎏ポリ缶）

12,000円/袋
（10枚入り）

パッケージフレッシュ
 H-20
(室内空調機除菌剤)

中性の液体タイプの薬剤で、各部材への腐食性が低く、アルミフィン・
フィルター・ルーバー・化粧パネル等に噴霧・塗布することが出来ます。
ドレンパンに注入して除菌することも可能です。

パッケージフレッシュ
 シート
(室内空調機除菌剤)

１シート（８cm×10cm）の大きさで、薬効成分の二酸化塩素ガスが発生
し、洗浄後のエアコン内部の清浄度を維持します。フィルターに挟んで設
置するので、取付け作業が極めて簡便です。

デオパワー  GT
(グリストラップ・雑排水槽浄
化剤)

装置から発生する硫化水素などの悪臭を防止し、オイルボールの生成を防
ぎます。セイフティレベル１の通性嫌気性菌が数種混合されているバイオ
剤。タブレット剤であるため投入や取付けが簡便です。

デオパワー  GL
(グリストラップ・雑排水槽浄
化剤)

装置から発生する硫化水素などの悪臭を防止し、オイルボールの生成を防
ぎます。セイフティーレベル１の通性嫌気性菌が数種混合されているバイ
オ剤。液体剤であるためポンプによる定量投入が可能です。

デスライム
(スライム除去洗浄剤)

レジオネラ用空調水処理剤協議会登録薬剤です。冷却水系のスライム、レ
ジオネラ属菌を殺菌し、洗浄します。過酸化水素が主成分であり、使用時
に中性で働くので、洗浄系内の機器を腐食する心配がありません。

Tel.　03-6633-3681

URL　https://www.dia-aqua.co.jp

mailto:　https://www.dia-aqua.co.jp/contact/

製　　品　　名 特　　　　　　　　　　　　長 価 格（税 別）

ダイヤアクアソリューションズ株式会社 問
合
先

URL　https://www.strike.co.jp/
問
合
先

株式会社ストライク

後継者不在の解決、事業の強化・拡大、事業の再生など企業には達成すべ
き経営目標があります。その経営目標を達成するためにM&Aが活用されま
す。
M&Aは相手のある話であると同時に秘密裏に進めなければならず、そのプロ
セスは極めて複雑でデリケートです。ストライクでは研鑽を積んだスタッ
フが、初期相談から候補企業の探索・選定、諸条件の調整、ドキュメン
テーション、そしてクロージングに至るまで一貫してフルサポートいたし
ます。

Tel.　03-6848-0101

製　　品　　名 特　　　　　　　　　　　　長

M&Aの仲介

価 格（税 別）

mailto:　info@strike.co.jp

M&A市場「SMART」

「Ｍ＆Ａ市場SMART (Strike M&A Rapid Trading system)」は、譲渡希望企
業と買収希望企業の情報を匿名でネット上に掲載し、お相手を探索する
サービスです。
当サービスは、“Ｍ＆Ａ情報の秘密性と公開性” を両立するという難題を
解決し、秘密を保ちつつＭ＆Ａニーズを探すという仕組みを日本で初めて
構築致しました。良質案件が常時多数掲載され、これまでに数万社の企
業にご活用いただいております。
https://www.strike.co.jp/smart/

企業再生の支援

再生型M&Aでは、再生を図る企業のみならず、金融機関をはじめとした債権
者、株主、従業員、取引先、地域社会、スポンサー企業等の間で利害が複
雑に絡み合います。
ストライクは、再生型M&Aに精通した公認会計士、税理士、金融機関出身者
がメンバーとなり、必要に応じて法律事務所や外部機関と連携しながら、
企業再生の支援をしております。
スポンサー企業の探索機能と財務コンサルティング機能の両方を兼ね備え
ているストライクだからこそ、安心してお任せいただけます。

プレマーケティングサービス

買収を希望する会社より、Ｍ＆Ａで買収をしたいが何から始めてよいのか
分からない。候補先企業をどうやって絞ればよいか分からないといった相
談をお受けします。Ｍ＆Ａでの買収を経営戦略に取り入れる企業は増加傾
向にあり、良いお相手とＭ＆Ａをするために、積極的に相手探しをするこ
とが求められます。今こそ買収は「待ち」から「攻め」の姿勢に。
ご相談を受け、候補先を選定し、アプローチを行うといった希望に沿った
会社をお探しする探索活動を一貫して請け負います。



〒272-0142　千葉県市川市欠真間1-8-23

お問合せください

お問合せください

お問合せください

お問合せください

お問合せください

お問合せください

お問合せください

お問合せください

お問合せください

お問合せください

お問合せください

お問合せください

お問合せください

〒154-0005　東京都世田谷区三宿1丁目13−1 東映三宿ビル5階

お問合せください

お問合せください

ビルメンクラウド

ビルメン業界特化型！情報の一元管理や業務の自動化により生産
性や収益性の向上を目指す業務支援サービスです。
案件管理、シフト管理、現場管理、報告書作成など、ビルメンテ
ナンス業界における様々な体験のDXを実現することを目指してい
ます。
既存のシステム、エクセル、紙で管理している情報を全て代行で
登録しますので、安心してご相談ください。

FORBIZ

ビルメンテナンス会社向け！施設メンテナンスにおける協力業者
不足、人材不足、案件管理DXなどの課題をインターネット企業が
解決します。
このような業務上の課題を抱えている企業様は、是非お気軽にお
問い合わせください。

Tel.　03-6427-8713

URL　https://corp.yourmystar.jp/

mailto:　bilmen-cloud@yourmystar.jp

製　　品　　名 特　　　　　　　　　　　　長 価 格（税 別）

ユアマイスター株式会社 問
合
先

消毒液ポンプを設置する消毒用ポールです。（足踏み式もござい
ます）

仕切付きバケツⅡ
付け可能な仕切版で現場のニーズに合わせて収納可能、6分別～最
大10分別、大容量で幅広く使えます！

FXウエット除菌クロス 除菌と洗浄が同時にできるウエットクロス（厚手大判タイプ）

テラモト布マスク（抗菌）
吸汗・速乾機能を備えた洗える抗菌マスク（名入れ/ロゴ入れもで
きます）

ミセル消毒スタンド
消毒液ポンプを設置する消毒用スタンドです。（足踏み式もござ
います）

ミセルメディカルポール

フロア誘導サイン

カウンタースタンドパネル 飛沫対策に欠かせないシンプルなカウンターパネルです。

優れた耐久性と視認性のフロア誘導サインです。

仕切付きバケツ

BMトイレブラシ 赤（研磨剤な
し）

Tel.　047-358-1151

製　　品　　名 特　　　　　　　　　　　　長

施設の防滑床にも対応したフラット型モップです。軽い力でしっ
かりお掃除！

ゾーニングに対応できる5色の色展開でリニューアルしました。ウ
エットとドライの2タイプ

FXライトブレードハンドル各
種

スベールラーグ、ライトブレードでお使いください。薄型ヘッド
で使いやすい！

誤流を防ぎながら、しっかり磨ける新しいトイレブラシです。

トイレ清掃の小物入れに便利。仕切版を外せばバケツとして使え
ます。小型タイプで持ち運びもラクラク！

FXライトブレードラーグ
（W)(S)

防滑床用FXスベールラーグ

FX制菌クロス（TioTio）

問
合
先

株式会社テラモト

制菌力と防臭機能を兼ね備えた高性能クロス。吸水性に優れ抜群
の拭き上げ機能で作業性抜群です。絞りやすく扱いやすい小さい
サイズも新登場！

価 格（税 別）

mailto:　info@teramoto.co.jp

URL　http://www.teramoto.co.jp/



〒565-0805　大阪府吹田市清水2-1

オープン価格

178,000 円～

128,000 円～

98,000 円～

59,800 円～

360,000 円～

220,000 円～

268,000 円～

104,000 円～

125,000 円～

368,000 円～

250,000 円

オープン価格

問
合
先

日本カノマックス株式会社

建築物衛生法の規制項目である風速（気流）、粉じん濃度、温度、湿
度、CO、CO2の6項目が同時測定でき、報告書作成までも簡単に行うこ
とができます。

室内のCO、CO2、温度、湿度を同時測定できます。メモリー・換気率
測定など各種演算機能も充実しており、付属のソフトウェアでモニタ
リングも可能です。

ワンボタンで全ての操作が可能。手の平にすっぽりと収まるデザイン
で、持ち運びに便利です。プローブ互換性を有しており、万一の破損
時もプローブのみの交換が可能。

伸縮自在の細型プローブは小さな点検孔や狭い場所等様々な風速計測
シーンに対応します。バックライト内蔵で暗い場所での計測にも適し
ています。

伸縮・折り曲げ自在の細型プローブは小さな点検孔や狭い場所等様々
な測定シーンに対応します。風量演算機能や、通信ソフトウェアも標
準装備しています。

風速、風温、湿度、圧力測定など用途に合わせて選べる多機能モデ
ル。熱式風速計トップクラスの測定精度2％を達成。

アネモマスタースタンダード
6035

マスクの装着状態を定量的に確認。フィットテストの実施により、ば
く露事故を未然に防ぎます。
マスク選定においては、どれほど高性能なマスクであっても、顔にマ
スクが密着（フィット）していなければ、その隙間からフィルターを
通らない空気を多く吸い込んでしまいます。また、選んだマスクを使
う際に、日々の装着状態が適切かどうかの確認は重要で、米国ではマ
スクのフィットテストが義務化されています。

建築物衛生法に基づく空気環境測定に最適な光散乱式デジタル粉じん
計です。たばこの煙の測定や、清浄空気が必要な環境での測定などに
もご利用いただけます。

マンション・オフィスの換気測定に外付けフードで風量を簡単かつ正
確に測定。フード口寸法355×355mm。1人でも高い再現性で測定可能
です。

空調口にフードを被せるだけで手間なく風量測定が可能です。空調機
器や設備の点検・調整およびバランシングなどに適しています。

小型・軽量なコンパクト設計により、使い勝手の良さを実現していま
す。オプションの聴診棒やヘッドホンを接続することでより高精度な
計測ができます。

胸ポケットに入れて持ち運べる超小型・軽量ボディのローコスト騒音
計です。A、C、F特性、騒音レベル、等価騒音レベル（Leq）なども計
測できます。

建築物衛生法に適した粉じん計で、リチウム電池で長時間の連続測定
が可能です。耐衝撃のラバープロテクターや計測ソフト装備などユー
ティリティも充実しています。

小型風量計6750

キャプチャーフード風量計
6710

小型振動計 4200

普通騒音計 4121

マスクフィットテスター
3000-00

光散乱式デジタル粉じん計
3442

光散乱式デジタル粉じん計
3432

IAQ モニター 2212

アネモマスターライト 6006

Tel.　06-6877-0447

製　　品　　名 特　　　　　　　　　　　　長

アネモマスター
プロフェッショナル 6036

クリモマスター 6501シリーズ

オートビルセットⅢ 2100

価 格（税 別）

mailto:　environment@kanomax.co.jp

URL　http://www.kanomax.co.jp/



〒202-0015　東京都西東京市保谷町2-13-18

現地調査無料

現地調査無料

お問い合わせください

お問い合わせください

お問い合わせください

現地調査無料

現地調査無料

お問い合わせください

お問い合わせください

お問い合わせください

問
合
先

株式会社コムテック

五大メーカー（三菱・日立・東芝・OTIS・FUJITEC）をはじめとした国内
全メーカーの昇降機のメンテナンスを行うことができます。

油圧式エレベーターを油圧式のままリニューアルし、その先25年30年と
安心してご利用できる状態まで行う工事です。さらに機械室レスタイプ
への入れ替え工事に比べ、低価格、短工期で施工可能です。

通常時にはなかった異音や振動などご利用されている中での違和感、突
発的な故障など、ご利用者様に安心してお使いいただけるよう速やかに
対応します。

東京近郊に8つの営業所を密に展開しており、24時間365日緊急時にいち
早く駆けつけることができる体制を整えております。

昇降機検査資格保持者が検査の実施、検査報告書の作成、特定行政庁へ
の報告まですべて代行いたします。

一般的な乗用エレベーターや荷物用のエレベーターだけでなく、機械式
立体駐車装置の保守点検も行っています。

緊急時対応

大規模災害時対応

防犯カメラ

ロープ式エレベーターのリニューアル工事も施工可能です。こちらも機
械室レスタイプへの入れ替え工事に比べ、低価格、短工期で施工可能で
す。

大規模災害時には発生と同時に対策本部を設置し、各営業所の技術員を
指揮監督し、速やかに復旧作業にあたります。また、一人当たりの管理
台数を抑えていることで、いち早く復旧作業にあたることができます。
（メーカー系：約120台、コムテック：約80台）

エレベーターカゴ内の防犯カメラの設置を行っています。建物の防犯対
策としてエレベーター内の防犯カメラの設置はいかがでしょうか。

エレベーターカゴ内化粧シート・養生マット・床タイル・床マット・手
摺・鏡、乗場扉化粧シートなどの見た目の部分も施工可能です。

意匠工事

ロープ式エレベーター
制御リニューアル工事

油圧式エレベーター
制御リニューアル工事

昇降機修理工事

Tel.　042-468-6665

製　　品　　名 特　　　　　　　　　　　　長

昇降機定期検査

機械式立体駐車装置

エレベーター保守点検

価 格（税 別）

mailto:　info@comtec-inc.co.jp

URL　https://www.comtec-inc.co.jp/index.html



〒730-0853　広島県広島市中区堺町1丁目7-12

300,000円

600,000円

200,000円

600,000円

200,000円

800,000円

30,000円

60,000円

180,000円

36,000円

価 格（税 別）

mailto:　support@idsnet.co.jp

URL　https://www.idsnet.co.jp

問
合
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 石田データサービス株式会社

図面を取込、長さ・個数・面積を集計します。集計した結果は積算見積
ソフト【本丸EX V2】へ連携可能。PDFの図面をCADへ変換できます。

工事原価管理と請求入金管理がセットになったソフトです。個別の原価
管理だけでなく請求・入金の管理が可能です。適格請求書に対応したシ
ステムです。

Smart-S（1ﾗｲｾﾝｽ初年度契約）

Write レス（5ﾗｲｾﾝｽ年間契
約）

二の丸EX v2 【請求入金付】

Tel.　050-3161-7985

製　　品　　名 特　　　　　　　　　　　　長

本丸EX v2　追加ライセンス

本丸EX v2

拾いEX v2

PlannerEX v2 のライセンスを複数台で利用する年間費用です。

清掃・点検の契約の整理・スケジュール作成ソフトです。スケジュール
の漏れ・ミスがなくなります。スマートフォンの利用で現場から入出管
理が可能です。

本丸EX v2 のライセンスを複数台で利用する費用です。　ライセンスは
同時で利用する契約数となります。

設備工事の積算見積ソフトです。案件状況の管理・歩掛を利用して労務
費計算・消防点検見積・複合単価計算が可能な総合見積システムです。

PlannerEX（1ﾗｲｾﾝｽ年間契約）

二の丸EX v2

二の丸EX v2　追加ライセンス

工事原価管理のソフトです。作業・工事ごとの利益の把握ができます。
社員の原価意識が上がり、重複した作業が無くなり事務の生産性が上が
ります。

二の丸EX v2 のライセンスを複数台で利用する費用です。　ライセンス
は同時で利用する契約数となります。

年間契約で利用できる日報システムです。スマートフォンから勤怠の登
録・工事日報の登録・スケジュールの登録が可能です。

年間契約で利用できる公共建築工事・公共住宅工事の共通費を算出する
ソフトです。　順算・逆算が可能です。（建築工事・電気設備工事・機
械設備工事）

PlannerEX　追加ライセンス













1■1  給水管洗浄剤 ■7  排水管の化学洗浄剤

■11 赤水防止剤

■9 ■10 冷却水系統の水処理剤

■8  冷却水管、冷却塔、冷凍機の化学洗浄剤

■12 ボイラ水水処理剤

■13 レジオネラ菌除菌剤

■3  グリストラップ洗浄剤

■4  グリスフィルター洗浄剤

■5  厨房機器洗浄剤

■2  貯水槽洗浄剤

■6  アルミフィン洗浄剤

本　　社 〒105-0001 東京都港区虎ノ門3-2-2 30森ビル TEL03（3459）0051㈹　FAX03（3459）0081
大阪支社 〒531-0072 大 阪 市 北 区 豊 崎 6 - 8 - 12 TEL06（6375）1421㈹　FAX06（6375）0040
テクニカルセンター 〒108-0014 東京都港区芝5-26-30 専売ビル TEL03（3798）0091㈹　FAX03（3798）0451

お問い合わせ（本社）　TEL ０３（３４５９）００５１ 建築物飲料水水質検査業登録番号　東京都 4 水 第82号URL http://www.nihonjouka.co.jp
日本滌化化学株式会社

■環境設備薬品の総合メーカー ■化学分析

1■1  給水管洗浄剤 ■7  排水管の化学洗浄剤

■11 赤水防止剤

■9 ■10 冷却水系統の水処理剤

■8  冷却水管、冷却塔、冷凍機の化学洗浄剤

■12 ボイラ水水処理剤

■13 レジオネラ菌除菌剤

■3  グリストラップ洗浄剤

■4  グリスフィルター洗浄剤

■5  厨房機器洗浄剤

■2  貯水槽洗浄剤

■6  アルミフィン洗浄剤

ラストフラッシュ
中性の洗浄剤で給水配管用の洗浄剤として最適です。
●洗浄効果が顕著で作業が簡単です。
●主成分が過酸化物のため安全でしかも殺菌作用があります。
●中和が必要なく、配管、機器類を傷めません。

ジョーカル・L・LP-S
● 流し・トイレ・浴槽等の排水管の詰りや臭気発生を解決するアル
カリ性汚物溶解剤です。
ストール1号・2号・ST-50・ST-90
●小便器や排水管に付着した尿石スケール除去剤です。
　尿石を溶かし流れと悪臭を解決します。

ラストリンL・LS・CR
●厚生省品質規格適合の給水管用赤水防止剤です。
● 使用に当っては定量注入ポンプで揚水ポンプと連動させて一定量
供給します。

ラストガードL・R 防錆剤
バックス30 防錆・防スケール・殺藻・殺菌（レジオネラ菌等）
キルモスL 殺藻・殺菌（レジオネラ菌等）
●画期的な効果が期待出来る製品です。

スライムフラッシュ1号・2号
●配管内スライム・鉄錆・スケール・レジオネラ属菌に効果があります。

清缶剤 POL シリーズ
脱酸剤 NH シリーズ

レジオパージ 即効性除菌剤
レジオブロック 複合水処理剤

グリストル －液体－
●油脂類の洗浄剤

フィルターディップ
グリスフィルター洗浄用
●フィルターを1時間つけるだけでOK。

フィルターゾル
換気扇・厨房器具等の油汚れ用
●10倍にうすめてフンムも可能。

FRPクリーナー S・D

フィルターディップAL

給排水・配管系・空調フィルター系の浄化・洗浄に
ニチジョー化学の各種薬剤をご利用下さい。

●飲料水分析　●工業用水分析　●レジオネラ属菌分析

■★　水質分析のご案内

★
各種水分析
受付中
お気軽に

お問い合せ下さい。

化学洗浄部門

化学分析部門

水処理部門

NEW

ビルの水管理をトータルサポート

下記以外に多数薬剤を取り揃えております。お気軽にご相談下さい。
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